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新キャンパス

2023年1月に竣工した茗荷谷キャンパス

2023年2月に竣工した駿河台キャンパス



2021年7月26日開催・大阪支部総会・懇親会

2022年7月25日開催・大阪支部総会・懇親会

2022年5月27日開催・令和3年度第4回常任幹事会・
拡大幹事会及び令和4年度定時総会

2022年8月10日開催・
令和4年度第1回常任幹事会・拡大幹事会（WEB開催）

支部総会

定時総会、常任幹事会・拡大幹事会



2022年11月9日開催・
社会保険労務士白門会との交流会（勉強会）

2022年3月31日開催・行政書士白門会との交流会

交流会



2023年1月23日開催・	
公認会計士白門会との交流会（講演会）

2023年1月23日開催・公認会計士白門会との交流会（懇親会）

2022年11月9日開催・
社会保険労務士白門会との交流会（懇親会）
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中 大 法 曹

中央大学法曹会会長　　鈴木　雅芳

都心回帰を機に

　私は、昭和51年に中央大学法学部に入学し、昭和53年、
3年生のときに中央大学が多摩に移転しました。当時は、
大学が都心から離れる流れがあり、多摩校舎は白亜の殿堂
として多摩の地に燦然と輝いていました。ところが、都心
から離れた多摩の地が受験生に嫌われたのか、多摩移転後、
中央大学の人気は長期に亘って低迷し、現在では、ＧＭＡ
ＲＣＨなどと学習院大学他と同列に呼ばれるまでになりま
した。白門が赤門と伍していた時代を知る私どもの世代か
らしますと、やはり悲しいものがあります。
　中央大学は、都心回帰を求める学員の声を受け、中長期
事業計画において、法学部の都心回帰、法科大学院の駿河
台移転を決定しました。本年4月から、法学部は茗荷谷キャ
ンパスで、法科大学院は駿河台キャンパスで、講義を開始
します。法学部と法科大学院が、地理的にも時間的にも接
近しますので、法学部と法科大学院がより一層連携し、一
体的な法曹教育を行うことできるようになります（ＬＡＷ
＆ＬＡＷ）。また、茗荷谷の法学部と後楽園の理工学部、市ヶ
谷の国際情報学部とが地理的に近接しますので、文理融合
教育を行うことができるようになり、駿河台キャンパスで
はビジネススクールも開講しますので、法務と経営を掛け
合わせた教育も可能となります。先の見えない混とんとし
たＶＵＣＡと呼ばれる現代においては、文系・理系、法律・
経済、国内・国外などの区分は意味をなさず、これらの領
域を跨いだ諸々の問題に対峙し、適切に処理解決する能力
が求められます。中央大学は、時代の要請に応えることの
できる体制を整えることとなりますので、益々の躍進、発
展が期待されます。
　ところで、中央大学法曹会は、中央大学の興隆に寄与す
ることを目的としており、令和4年5月の総会で、中央大
学に対する提案書を採択し、中央大学に提出しました。中
央大学法曹会は、日本全国において各方面、諸分野で活躍
する気鋭の法曹実務家5000名を擁しています。これほど
多数の法曹実務家を輩出している大学は、中央大学以外に
はありません。本冊子にも、元高裁長官、インハウスロー
ヤー、独禁法ローヤーなど多彩な顔ぶれの法曹実務家の講
演録、論稿が多数掲載されていますが、これらは中央大学
法曹会の会員のごく一部に過ぎません。提案書の趣旨は、

これら多数かつ多彩な法曹実務家の知識、経験、人脈など
を存分に活用して頂きたい、中央大学法曹会の協力、支援
を得て、高度かつ魅力的な法曹教育を実現して頂きたいと
いうものです（提案書は、中央大学法曹会のＨＰに掲載し
ていますので、是非ご覧下さい）。
　提案書を提出した後、中央大学法曹会は、中央大学法学
部及び中央大学法科大学院と継続的に協議を重ねており、
中央大学法曹会がどのような協力や支援ができるか、とく
に法学部との間では協力講座や講演会など、法科大学院と
の間ではリカレント教育などについて、具体的な協力・支
援策を検討しており、協議が纏まり、準備が整い次第、こ
れらを実施していく予定です。なお、中央大学付属高校と
の間では、近日中に協議を開始することとなっています。
　また、中央大学は、新校舎建設費などを捻出するため、
平成28年より白門飛躍募金を始めていますが、中央大学
法曹会は、白門飛躍募金の趣旨に賛同し、これに積極的に
協力することとしました。昨年10月、学研連と共に募金
活動開始式を開催し、12月より、会員の皆様に、寄付の
お願いをしております。本年1月現在の寄付金総額は、学
研連と合わせて約2億45百万円ですが、まだまだ目標額に
は届きませんので、是非これからも募金に協力して頂きま
すようお願い致します。
　本年1月2日、3日に開催された第99回箱根駅伝大会に
おいて、中央大学は、往路2位、復路2位、総合2位とい
う快挙を成し遂げました。2区の吉居大和君、3区の中野
翔太君が区間優勝したほか、走者10人中8人が区間5位以
内入るという好成績を上げました。私も、箱根の山道で中
央大学の走者に声を限りに声援を送りましたが、会員の皆
さまも、テレビの前や沿道で走者を励まし、中央大学の快
挙に快哉を叫ばれたことと察します。中央大学は、来年
100回記念大会での総合優勝を目指していると聞きます。
是非、目標を達成して頂きたいと思います。
　中央大学は、本年初めより、幸先の良いスタートを切る
ことができました。都心回帰を機に、本年が中央大学の飛
躍の年となることを祈念致します。

� 以上
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中 大 法 曹

中央大学理事長　　大村　雅彦

大学改革と都心回帰

　本誌が皆さまのお手元に届くのは、2023年の3月頃と聞
いています。その時期は、法学部と法科大学院が新しいキャ
ンパスに移転するために、学生も教職員も慌ただしい時間
を過ごしているはずです。法学部にとっては、1978年の多
摩移転以来、45年振りの都心回帰ということになります。
それにちなんで、今回は少し過去を振り返ってご挨拶を申
し上げます。
　本誌22号（2007年）の113頁以下に、法曹会福岡支部が
当時の鈴木敏文理事長宛てに提出された、大学の都心回帰
を求める「建白書」が掲載されています。そこでは、多摩
移転以降、国家試験の合格者数が落ち込んでおり、都落ち
した中大が再浮上するためには都心回帰は急を要する、先
ずもって法学部の3～4年生だけでも早急に都心に移すべ
きだと提言されています。
　このような卒業生の声はそれ以前からしばしば耳にして
おり、大学執行部がどのように対応するのかなと、私は執
行部の外からみておりましたが、今さら都心回帰は無理だ
という空気が支配的であったように思います。しかし、こ
の建白書が提出されてから今日までの間に、他大学では都
心回帰の動きが相次ぎ、それらは当該大学におおむね良い
効果をもたらしたようです。
　中央大学は、建白書から15年の歳月を経て、ようやく
法学部を都心に戻すことになりました。ここに至るまでに
は様々な議論や紆余曲折がありました。深澤武久理事長の
下で2016年に開始したCHUO�VISION�2025は大きな方針
ないしは骨格を宣言したものであり、その後、その方針に
沿って具体化を着実に行って来ました。それ以前には、中
央大学は実は、新しい学部構想など様々な改革案を策定し
ては一部の教授会が反対するとお蔵入り、という経緯を繰
り返していました。長年の多摩キャンパス暮らしがぬるま
湯となって、大学執行部も教職員も改革への気力が薄れて
いたのかも知れません。
　私は、林頼三郎先生以来、45年振りに学内者理事長と
なりました（2017年）。その役割は、熟知している中大の
風土や学内事情を踏まえつつ、遅れていた改革を進めてい
くことであるとの認識の下、新学部の増設や施設の整備を
進めてきました。その結果、私の代での財政支出は400億

円以上の規模になりましたが、それは多摩移転以降の歴代
理事長や経理責任者といった先達、そして、法曹会始め全
国の学員の方々が、営々と積み上げて下さった資金のおか
げで実現できたのです。
　学部増設やキャンパス整備事業のほか、組織改革などに
も着手し、例えば、法的根拠がないにもかかわらず長年続
いてきた総長という法人ポストを廃止し、多頭制を解消し
て法人の組織構造を分かりやすくしました（2021年）。他方、
法人と教学という二元的構造は私立学校法と学校教育法の
2重構造に基づくもので、それは複数の大学（や中高）を運
営する学校法人の姿（ホールディング・カンパニーに似た構造）
を考えれば合理的なものではあるのですが、1つの大学し
かない学校法人では、この二元構造が組織運営の効率化・
迅速化を阻害している面がないわけではありません。ただ、
早慶のように理事長と学長の兼務によって法人・教学を事
実上一元化し、効率性をさらに追求するかどうかは、将来
慎重に検討すべき問題だと思います。
　さて、多摩と都心に分かれていた法学部とロースクール
の連携はこれまで非常に困難でありましたが、法学部の都
心回帰により、その大きな溝を埋めることがより容易にな
るでしょう。しかし、法学部の優秀な学生（端的に言えば、
学研連研究室員）を中大ロースクールに呼び込まなければ、
トータルとしての中央大学の評価を高めることは難しいと
思います。つまり、他大学のロースクールに進学して多数
の者が法曹になっても、それは最終学歴となる他大学の成
果であって、社会は中大法学部の成果としては評価してく
れません。そこに今後の課題があることは、皆さまご存じ
の通りです。詳しいことは法務研究科長や法学部長の論稿
に委ねることにしますが、中大法曹関係者のご指導・ご協
力に期待するところも大です。
　中大法学部は、法曹養成だけでなく、政治家や企業経営
者の輩出の面でも、残念ながら地盤沈下が進行してきました。
やはり、法学部の「総合力」を向上させなければ、中央大学
の「旗艦」としての法学部の役割を十分に果たすことができ
ません。その意味でも、法曹会、南甲倶楽部、国会白門会
には、ますますのご支援・ご協力をお願いしなければなり
ません。引き続き、よろしくお願い申し上げる次第です。
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中 大 法 曹

中央大学学長　　河合　久

司法試験「合格者数」に思うこと
〜大学教員としての初心と学長責務との狭間で〜

　我家の寝室の壁に「初心忘るべからず」と書かれた日め
くりが貼ってあります。ある年の元旦のものがそのままで、
寝返りを打つたびに目に入ります。学長就任にあたっての
私への妻からの愛情のこもった戒めなのでしょう。私の大
学教員としての初心とは何だったのかと改めて考えさせら
れます。学部長や学長という行政職に就くと学生との接触
機会は相対的に減って、かつては常に念頭にあった教育モッ
トーを忘れがちになります。私の場合、それは学部卒業に
あたってゼミの恩師（故�根本光明�元中央大学商学部教授）
から送られた「踏むなかれ草は草でも花心」という一句で
す。その時点の学生の知識や状態を憤るよりも、学生が抱
いている夢や志を尊重して、それに向かう営み（プロセス）
を見極めて接する姿勢を貫きたい。簡単ではありませんが、
当然のこととして自分に言い聞かせてきたつもりです。経
験を積むとパターンが見えてきて、勝手な基準で個を集団
化して評価しまうことがありますが、これは私の望むこと
ではありません。
　でも最近、ジレンマを感じています。社会現象を表す数
値の背景にはそこに関わる個々人の営みがあり、その営み
には個々人の意志や置かれた状況があるはずなのに、個を
集団化して数的に評価するだけでは何ら解決策は見えてこ
ないのではないか、という疑問とも言えます。大学の日常
は学生と教職員の営みそのものです。誰もが向上心を持っ
て目標に向かって行動すると仮定すれば、その達成度は個々
人に帰着し、本来は自己評価が優先されて然るべきでしょ
う。対して、大学の運営管理に携わる者には、個々人の目
標達成や成長に主眼を置きつつも、大学の価値や評判を高
めるよう努め、学費負担者、篤志家、国などのステークホ
ルダーからの期待に応える責任があります。しかし、個々
の学生・教職員の営みへの評価と大学運営や教育システム
に対する全体評価とは表裏一体の関係であるのに、一面的
な数的尺度を重視して（あるいは、それのみで）評価して
しまうと前者は後者に埋没してしまうこともあるので、難
関国家試験合格者数のように学生の努力の結果が数値を決
定する場合には留意が必要でしょう。
　法曹養成教育は本学の原点であり、強みです。その実績
と伝統を築いてくださった中央大学法曹会の会員諸氏から

の期待は、一人でも多くの法律家を誕生させる法曹養成教
育の充実であると理解しています。本学では「２０２２年
度学校法人中央大学事業計画」における「基本計画」の中で
「専門職業人育成の強化」を掲げて、その実現に向けて法
務研究科を軸に教育の質の向上を図っています。その際、
司法試験合格者数や合格率をＫＰＩ（重要達成度指標）の
１つとすることは、志願者の増加に繋がる好循環を生む観
点や教育の不足を確認する意味でも、学長の責務と自覚し
ています。
　他方、数値が公表され順位付けされる以上はそれらを重
く受け止めるべきですが、数値のみをもって本学の法曹養
成教育の充実度や大学の評判を測る尺度と見なすことに若
干の抵抗を覚えます。ましてやそれらに基づいてメッセー
ジを発する際には、最大限の注意を払うべきとも思います。
法曹を目指す学生や卒業生は自らの人生をかけて日々努力
しているはずです。大学の順位や評判のために彼ら彼女ら
の今があるのではないでしょう。合格者数は全受験者の努
力の集計値であることを考えると、それをことさらに取り
上げることで、個々の受験者に要らぬ圧力をかけてしまう
ことを心配しています。それらの数値の裏に不合格者の無
念が隠されていることも忘れてはなりません。
　本学の法曹養成教育の状況について、小林明彦法務研究
科長が「中央大学学員時報」（令和４年11月錦秋号）に寄稿
されています。小林研究科長の真摯な客観的分析を共有し、
学長として私は、法務研究科の今後の取組方針を尊重しつ
つ、本学の法曹養成教育の充実に向けて全学的な立場から
努力する所存です。本学の法学教育における「ロー・アン
ド・ロー」構想や「３＋２」の法曹養成制度に目を向ければ、
学内組織間の有機的連携を基礎とした相乗効果を生む施策
がますます必要となります。同時に私に必要なことは、大
輪の花を咲かそうとする受験者の大志や地に根づく努力を
踏むことなく、すべての受験者のチャレンジに敬意を払い、
合格者の努力を称え祝福し、同じ学員として今後の活躍を
応援できるように、大学人としての初心を持ち続けること
なのかもしれません。
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中央大学大学院法務研究科長・教授　　小林　明彦

法科大学院の２０２２年度 
司法試験結果と諸施策について

１　はじめに

　学員時報等でも既報のとおり、本法科大学院修了生の
２０２２年度司法試験結果は、合格者数５０名（法科大学
院中８位）、合格率２６．２％（同２２位）というものであり、
法曹会を始め多くの皆様の期待を裏切る結果となってご心
配をおかけしていることに対し、研究科長として深くお詫
び申し上げます。
　ただ、私どもとしては、この数字だけが独り歩きするこ
とは本意でなく、その実態は、「数」から「率」への転換施
策を執る中での端境期における一時的な数値であり、今後、
確実に上昇に転じるものと考えております。また、今回の
結果も、正しく分析すると、これまで執ってきた転換施策
が順調に進んでいることを示すものでありますので、これ
らのことに関し、何点か説明させて頂きます。

２　前提としてご理解頂きたいこと

（１）中央大学全体の法曹養成力
　前提として、中央大学全体の法曹養成力は低下していな
いことをご理解ください。中央大学の学部若しくは法科大
学院又はその双方で学んだ合格者は、なお全国の司法試験
合格者の１割以上を維持しています。法務省の公式発表は
法科大学院の数字のみですが、大学の法曹養成力という観
点からは、学部と法科大学院を併せた数値も重要です。現
在、コロナ禍の影響もあってか、中大法学部生の実力の伸
びが従来に比較してやや低下傾向にあるのではないかとの
懸念も一部で示されていますが、今後の都心展開や対面授
業等の復活によりそれも克服され、中央大学全体の法曹養
成力は、一層高まっていくものと思われます。

（２）全国的な志願者数の減少と上位校の定員
　もう一つ前提としてご理解いただきたいことは、全国的
に法曹志望者（法科大学院志願者）が減少する中、上位校
の入学定員は減少幅が僅少であり、その結果として、上位
校への入学が容易になっているという実情があります。
　【資料１】をご参照ください。これは、文部科学省の会

資料１
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議資料として公開された令和３年４月１日現在のデータで
す。資料１の上のグラフは延べ志願者数の推移です。３～
４校への併願が普通ですから実数は分からないのですが、
志願者の大幅減少傾向は見て取れると思います。
　他方、資料1の下のグラフは、入学定員と入学者数の推
移です。入学定員が初期のころの半分以下となっていますが、
これは下位校の閉鎖や募集停止に負うところが大きく、上
位校の定員削減は僅かです（このグラフからは分かりませ
んが）。例を挙げれば、東大法科大学院は２００４年のスター
ト時には１学年３００人で現在は２３０人、慶大法科大学
院はスタート時２６０人で現在は２２０人、早大法科大学
院はスタート時３００人で現在は２００人、京大法科大学
院はスタート時２００人で現在は１６０人、そして、本法
科大学院もスタート時３００人で現在は２００人ですので、
志願者数の減少ペースほどには上位校の定員は減少してお
らず、結果として、上位校の門は広くなる一方です。そし
て、中央大学法学部に入学する学生は、１８歳の大学受験
時に届かなかった上位大学の法科大学院に２２歳では届き
やすくなりますから、東大などのブランド力を求めて、他
大学法科大学院への進学を選択する者が多くなるという実
態があります。
　すなわち、大学自体のブランド力の向上がここでも求め
られていることがわかります。

（３）合格者数と合格率の推移
　今回は合格者数の絶対値でも少なくなっていますが、こ
れまで、合格者数で上位でも、合格率では低迷する状態が
当初から続いていました。
　【資料２】をご参照ください。これは、２００６年の第

1回新司法試験から２０２２年までの主要法科大学院にお
ける合格者数と合格率の推移をまとめたものです。本法科
大学院は、合格者数でトップになったことが３回あります
が、合格率では２００８年の第３位が最高で、その次は第
７位以下であることがわかります。従来は、「数」に隠れて、
この「率」の低さが外部の方にはあまり問題視されてこなかっ
たかもしれませんが、法科大学院運営に当たる我々にとっ
ては、ここ数年来、重要な課題であると認識して取り組ん
できました。今回の結果は、後述するようにこの課題への
取組みを抜きにしては語れないものであることをご理解く
ださい。

（４）合格率低迷の影響
　人数は多くても合格率が低いことによって、次のような
悪循環が生じていました。
　すなわち、（ａ）法科大学院を目指す学生やその親にとっ
ては、司法試験合格者数ではなく、合格率が重要です。そ
の結果、中大法科大学院の入試に合格しても他大学法科大
学院（合格率の高いところ）に流れる者が多くなってしま
います。（ｂ）そうなると、中大法科大学院の定員充足率
を高めるためには入試合格ラインを引き下げざるをえない
ことになります（競争倍率の低下）。（ｃ）そこに拍車をか
けるのが全国的な法曹志望者の漸減傾向です。そして、前
述したとおり上位校の入学定員はこれに比例した減少はせ
ずに高止まりしていますから、合格率の高い人気法科大学
院にも入り易くなります（中大法学部生は東大法科大学院
などにも入り易くなります。）。（ｄ）これにより中大法学
部などから他大学法科大学院への流出に一層の拍車がかか
り、これによって中大法科大学院の入試合格ラインは一層

資料2

括弧内は法科大学院別順位

年度 中大 東大 京大 慶大 一橋大 早大 明大
合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％ 合格者数 合格率％

2006 131(1) 55.0(15) 120(2) 71.0（4） 87(4) 67.4(7) 104(3) 63.0(10) 44(5) 83.0(2) 12（22） 63.2(9) 43(6) 45.0(28)

2007 153(3) 52.4(7) 178(1) 58.6(6) 135(4) 63.9(2) 173(2) 63.8(3) 61(8) 63.5(4) 115(5) 51.6(8) 80(6) 40.0(20)

2008 196(2) 55.7(3) 200(1) 54.6(5) 100(5) 41.5(11) 165(3) 56.5(2) 78(7) 61.4(1) 130(4) 37.7(15) 84(6) 31.8(21)

2009 162(2) 43.4(7) 216(1) 55.5(2) 145(4) 50.3(3) 147(3) 46.4(6) 83(7) 62.9(1) 124(5) 32.6(13) 96(6) 31.0(14)

2010 189(2) 43.1(7) 201(1) 48.9(3) 135(4) 48.7(4) 179(3) 50.4(1) 69(8) 50.0(2) 130(5) 32.7(12) 85(6) 25.4(20)

2011 176(2) 38.2(7) 210(1) 50.5(3) 172(3) 54.6(2) 164(4) 47.9(4) 82(7) 57.7(1) 138(5) 31.9(8) 90(6) 24.0(18)

2012 202(1) 41.3(7) 194(2) 51.2(4) 152(5) 54.3(2) 186(3) 53.6(3) 77(7) 57.0(1) 155(4) 32.8(11) 82(6) 20.4(19)

2013 177(4) 40.0 (7) 197(2) 55.2(2) 129(5) 52.4(4) 201(1) 56.8(1) 67(6) 54.5(3) 184(3) 38.4(8) 65(7) 18.4(29)

2014 164(2) 34.5(7) 158(3) 52.0(2) 130(5) 53.1(1) 150(4) 44.6(4) 64(6) 47.1(3) 172(1) 35.2(6) 63(7) 17.3(21)

2015 170(1) 35.8(8) 149(3) 48.9(3) 128(5) 53.3(2) 158(2) 45.5(5) 79(6) 55.6(1) 128(4) 30.8(8) 53(8) 14.6(29)

2016 136(4) 29.4(7) 137(3) 48.1(2) 105(5) 47.3(3) 155(1) 44.3(4) 63(6) 49.6(1) 152(2) 35.8(5) 36(9) 12.1(32)

2017 119(3) 26.2(10) 134(2) 49.4(3) 111(4) 50.0(1) 144(1) 45.4(4) 60(7) 49.6(2) 102(5) 29.4(8) 30(10) 11.7(37)

2018 101(5) 23.2(15) 121(2) 48.0(4) 128(1) 59.3(3) 118(3) 39.2(6) 72(6) 59.5(2) 110(4) 45.1(8) 25(11) 12.3(43)

2019 109(4) 28.4(14) 134(2) 56.3(3) 126(3) 62.7(1) 152(1) 50.7(4) 67(6) 59.8(2) 106(5) 42.1(6) 26(9) 16.0(33)

2020 85(4) 29.4(14) 126(1) 59.4(3) 107(3) 57.8(4) 125(2) 49.8(7) 84(5) 70.6(2) 75(6) 36.1(12) 30(9) 23.6(20)

2021 83(5) 31.8(16) 96(4) 48.2(10) 114(3) 61.6(2) 125(1) 55.1(4) 64(6) 58.2(3) 115(2) 49.8(8) 22(12) 21.6(28)

2022 50(8) 26.2(22) 117(2) 60.9(2) 119(1) 68.0(1) 104(3) 57.5(4) 66(5) 60.0(3) 104(3) 44.8(9) 16(16) 18.6(34)



7

中 大 法 曹

低下します。（e）そのため、中大法科大学院に入学する者
の水準がさらに下がり、司法試験合格率は益々下がってし
まうという悪循環を生じることになります。
　我々は、この悪循環を何とかして断ち切りたいと、様々
な施策を打ってきました。このことについて、項を変えて
ご説明します。

３　これまでの取組み

　前述した悪循環を断ち切り、「数」ではなく「率」を高め
て筋肉質の法科大学院にするための取組みとして、これま
で次のような施策を執ってきました。

（１）定員削減
入学定員削減の推移は、次のとおりです。
２００４年度～　３００名
２０１１年度～　２７０名
２０１６年度～　２４０名
２０１８年度～　２００名

　なお、これは入学年度での表示なので、定員削減決定か
らその効果が司法試験結果に表れるまでは数年かかるこ
とにご留意ください。例えば、２０１８年度からの定員
２００名というのは、２０１６年度中に削減決定を行っ
て文科省の手続などを済ませ、２０１７年夏実施の入試か
ら適用されます。その適用初年度学生（既修コース）が１
回目司法試験を受験するのは２０２０年度、５回目受験は
２０２４年度となります。つまり、定員削減を決定してか
ら、その効果が完成するまで、８年という長い期間を要す
ることになります。また、このことは、２０２３年度司法
試験までは、旧定員（２４０名）時代の修了生が受験生に
含まれることになります。２０２２年度司法試験でも、４
回目受験生と５回目受験生は、この定員２４０名時代の入
学生です。

（２）入試合格ラインの適正運用
　次に、定員充足率を重視した入試合格ラインの設定はせ
ず、司法試験合格を見込める者に絞った適正な合格ライン
を保つとの方針に移行しました（また、認証評価や文科省
加算プログラムとの関係からも、競争率２倍基準を遵守す
ることが要請されました。）。これらにより、入試での合格
者数を絞ることになりますが、前述のとおり中大法科大学
院の入試に合格しても他大学法科大学院に流れる者が多く
いますから、必然的に実入学者数はさらに減少することに
なります。

（３）厳格な成績評価と進級要件の厳格化
　さらに、入学後の成績評価の厳格化を図り、ＡＢコント
ロール（Ａ評価は１５％以内、Ｂ評価は２５％以内とする
もの。）のみならず最近ではＣコントロールも導入しました
（ＡＢＣ併せて８５％以内とするもの。）。また、進級要件

ＧＰＡも徐々に上昇させ（現在ではＧＰＡ２．０未満が原級
留置）、原級留置判定が２年続くと除籍（退学）となります。
なお、２０２２年度の３年生からは、修了要件も課し、修
了時ＧＰＡ２．０未満の者は修了延長となることが決まっ
ています。

（４）これらの施策による受験者総数の減少
　（１）の定員削減のみならず、（２）で述べた実入学者数
の減少、（３）で述べた進級・修了要件の厳格化といった諸
施策は、修了者数の減少をもたらし、さらにはその修了
後の司法試験受験者数（分母）の減少となります。かつて
は、毎年２００名以上の修了生を送り出していましたが
（最大値は２０１２年の２８３名）、２０２２年３月の修了
生は７４名に過ぎません。これに伴い、司法試験の受験者
数（２回目以降の受験者を含む）も大幅に減少することに
なります。かつては４５０名を超える受験者がいましたが
（最大値は２０１２年の４８９名）、２０２２年度の受験者
は１９１名（このうち６４名が４回目又は５回目の受験者）
です。

４　２０２２年度司法試験結果の分析

　以上述べてきたような諸点と、それ以外のいくつかのデー
タを総合して２０２２年度司法試験結果を分析すると、次
のようなポイントを指摘することができます。
①　合格者の絶対数（分子）の減少は、受験者総数（分母）
の減少をふまえて理解する必要があります。

②　１回目受験者の合格率は回復基調を維持しています。
２０２１年度の初受験者合格率４６％に対し２０２２
年度は４４％と微減ですが、かつての３０％を切ってい
た最悪の状態は、２０１９年度３４％、２０２０年度
４３％、２０２２年度４６％と上昇し、その回復基調
を維持しています。ちなみに、この２０２１年度初受
験者合格率４６％というのは、「数」で全国１位だった
２０１２年の初受験合格率と同じ数値です。

③　４回目受験者及び５回目受験者の著しい不振が響いて
います（４回目受験者３２名に対し合格者４名、５回目
受験者３２名に対し合格者１名。この２学年で総受験者
数（分母）１９１名のうち６４名を占め、うち合格者は
僅かに５名（合格率７．８％）となっています。）。真剣に
頑張ってきた修了生たちを応援したい気持ちは些かも揺
るぎませんが、この４回目受験者と５回目受験者は、定
員削減や進級要件厳格化等の措置を講じる以前の修了生
であることを認識しておく必要があります。

④　コロナ禍によるオンライン授業等のため、教員と学生
とのコミュニケーション、学生同士でのコミュニケーショ
ンが不足したことも、合格率上昇を阻んだ一因と思われ
ます（中大法科大学院生の場合、授業後の教員への質問
や学生同士での自主ゼミ等のコミュニケーションを通じ



8

中 大 法 曹

て伸びる者が多いと従来から指摘されてきました。）。
⑤　未修コース出身者の１回目受験合格率が６０％との好
成績です。これは、コロナ禍前２０１９年の１年次対面
授業と課外プログラム「短答ドリル」実施の効果である
可能性が高いと思われます。

５　今後の展開

　今後の展開としては、近時始めた施策や現在進めている
施策として次の諸点が挙げられますので、これらの効果が
まもなく明確に表れてくるものと考えています。
①入試合格水準の絞り込み
　前述のとおり、入試合格ラインを上げて絞り込みをす
ることにより、入学者の質の向上を図っています。

②成績評価や進級要件・修了要件の厳格化
　前述した成績評価や進級要件の厳格化については、徐々
にその要件を厳しくしてきたものであり、これから修了
生となって司法試験受験に臨む者は、これまで以上に絞
りがかけられた学年です。

③３＋２の新制度
　３＋２の新制度により学部法曹コースを３年で早期
卒業して中大法科大学院に入学した新制度１期生は、
２０２３年度に在学中受験をすることができますが、そ
の多くは学部時代に鍛えてきたことが影響してか、好成
績を修めていますので、初年度にすぐ結果を出せるかど
うかはともかくとしても、やがて合格率向上に貢献して
くれるものと期待しています。

④カリキュラムの改定
　これまで、修了に必要な単位数の内訳を見直し、法律
基本科目群の単位数を増やすとともに、柔軟な科目設置
（１群特講科目）を可能にするカリキュラム改定を進めて
きたところですが、今般さらに、司法試験在学中受験制
度に合わせたカリキュラム改定を実現しました。これに
より、司法試験直前期への対応を含めた柔軟な指導をよ
り一層充実させることができます。また、起案型科目の
拡充が図られ、起案表現の指導にも注力しているところ
です。

⑤授業内容等の再検証
　教員たちは、ＦＤ研究集会を繰り返すなどして、科目
特性に応じた授業内容の再確認や配布教材の見直し等の
作業を進めています。これにより、現在の学生の状況に
沿った教育内容の提供を従来以上に展開していくつもり
です。

⑥課外プログラムの一層の充実
　近時の合格者である若手法曹とのコミュニケーション
を増やして学修方法や生活面への細やかな対応を進めら
れるよう、従来からあったフォローアップ演習やクラス
サポーター制度の活性化を図るとともに、相談コーナー
を設けてＯＢ弁護士を常駐させる等の新規企画について
も準備を進めています。

⑦法職事務室（法務研修会員制度）との連携の強化
　２回目以上の受験者の合格率を上げるためには、法職
事務室が所管する法務研修会員制度の充実が必須です。
また、修了生のための学修環境整備や学修プログラムの
提供のみならず、在学生向けプログラムについても、法
職講座への期待には大きなものがあります。中大法科大
学院としても、法職事務室との連携をより一層高めてい
きたいと考えています。

⑧新型奨学金創設構想の具体化
　中大法学部の優秀層の入学を促進するための新型奨学
金制度については、その財源とすべき寄付金募集をすで
に始めて頂いていますが、制度設計の詳細がまもなく決
まる見込みです。財源規模の一層の拡大を進めるととも
に、早期にこの制度をスタートさせ、寄付をしてくださっ
た中大法曹会の皆様を始めとする多くの方々の期待に応
えたいと思います。

６　おわりに

　今後は、以上のような多くの施策が奏功することが期待
できます。これらにより、合格率の向上、それに伴う優秀
な学生の獲得、さらに合格者絶対数の増加、という好循環
を展開できるよう、教員一同、全力で取り組んでまいりま
すので、一層のご理解を賜りますようお願い申し上げます。
　なお、２００４年にスタートした法科大学院制度の総括
というわけでもありませんが、累積合格率を示した文科
省の公表資料がありますので、添付しました（【資料３】）。
これも２０２１年度までの数値となっており、２０２２年
度の数値が反映されていませんが、中大法科大学院の累積
合格率は約７０％であることがわかります。今後は、これ
をより一層高め、聖地駿河台の新キャンパスに相応しい法
曹養成の殿堂を築けるよう精一杯努力していく所存であり
ます。

（資料の出典）
資料１　�文科省法科大学院等特別委員会（第１０３回）資

料より
資料２　�法務省の司法試験関係公表資料に基づき筆者が整

理したもの
資料３　�文科省法科大学院等特別委員会（第１０８回）資

料より
� 以上
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資料3
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茗荷谷キャンパスでの 
新しい法学部教育に向けて

中央大学法学部長　　猪股　孝史

　中央大学法曹会のみなさまには、日頃より、中央大学及
び法学部における研究・教育活動に多大なるご支援・ご協
力を賜っており、法学部長として厚く御礼申し上げます。
　改めてご案内するまでもなく、法学部の都心移転は、創
立130周年にあたる2015年に中央大学が策定した中長期事
業計画「Chuo�Vision�2025」の柱の一つです。その企図する
ところは、中央大学としては、時を同じくして駿河台キャ
ンパスに移転する法科大学院と連携して法曹教育制度を一
体的に運用すること、そして、都心キャンパスで文理融合
の教育・研究を展開することにあるのですが、法学部とし
ては、都心移転の好機を捉えて学部改革、カリキュラム改
革を断行することにあります。
　まず、法曹教育制度についていえば、2023年４月、法
学部が茗荷谷キャンパスへ移転するのと同時に、法科大学
院は駿河台キャンパスに移転することで、地理的・時間的
な距離が縮まり、これまで以上に法学部と法科大学院とが
より密接に連携しながら、法曹教育をさらに強化し、一体
的に運用できるようになります。すでに2019年度入学生
から開始している新しい法曹養成制度、いわゆる「３＋２」
（法曹教育の「一貫教育プログラム」）では、昨年度第一期
生80名のうち法科大学院の選考の結果、37名が合格、本
年度第二期生については87名のうち同じく37名が合格し
ました。今後、法学部と法科大学院との連携協定を見直す
などして一貫教育プログラムをさらに充実させ、法科大学
院所属の教員が担当する法学部の授業等を通じて学部学生
が身近に教育指導を受ける機会をこれまで以上に拡充・展
開していくことも可能になると期待されます。なお、多摩
キャンパスで法曹・公務員養成を担ってきた「炎の塔（多摩
学生研究棟）」の機能は、茗荷谷キャンパスにも専用スペー
スを確保して維持されます。正課授業、法職講座、そして
学研連が、有機的かつ密接に相互連携を図りながら、相補
的な法曹養成教育を展開することで成果を上げる、中央大
学法学部ならではの三位一体の法曹教育は、変わることは
ありません。
　次に、茗荷谷キャンパスに移転することで、正課授業・
課外活動ともに、学びのフィールドが広がり、学びのかた
ちが変わることが想定されます。アクセス至便な茗荷谷

キャンパスでは、各界各層の第一線で活躍するOB・OGの
みなさまのご協力・ご理解をいただきながら、実務家によ
る授業をこれまで以上に充実させる可能性が広がり、また、
学外での学びとしては、実務に触れる機会となるインター
ンシップを拡充させることができる環境も整うことになり
ます。教室で理論を学びつつ、現場で実務の一端を知るこ
とで、理論と実務が車の両輪となって、バランスのよい視
点・気付きを得させることができる授業は、まさに建学の
精神「實地應用ノ素ヲ養フ」を具現化するものとなりましょ
う。併せて、課外活動も、都心施設・機関を存分に活用す
ることができるようになり、活動の場はやすやすと学外に
広がっていき、学生の成長の大きな糧となることでしょう。
　茗荷谷キャンパスには、全館に十分なWi-Fi環境を完備し、
小・中教室から大・特大教室までのすべての教室に、双方
向型オンライン授業を実施するのに必要な機材を配備しま
す。こうした施設・設備は、コロナ禍における経験・知見
を踏まえ、DXを最大限に推進し、ソサイエティ5.0時代に
適合的な新たな大学教育のあり方を見据えて、対面とオン
ラインとをより効果的に組み合わせ、時間と空間に制約さ
れない多様な学びのかたちを提供すべく、オンライン授業
を積極的に展開していくことを想定してのことです。こう
した方向性は、教育・学修環境の充実につながるはずのも
のであり、そのための学生サービスの積極的な展開をめざ
そうとするものでもあります。他方で、法学部は、1学年
あたりの学生数が1400人ほどと大規模な学部であるから
こそ、教員と学生一人ひとりの距離が近いものとなるよう
に、とりわけ初年次演習は少人数クラスとして編成し、１
年生のうちに学びのスキルをしっかりと身に付けてもらう
ため、指導する教員の体制も整えました。
　以上のほか、2023年度カリキュラム改革としては、文理
融合の教育・研究を具体化するものとして、学際的な科目
を都心三学部が共同開講することとしています。
　中央大学法曹会のみなさまには、中央大学及び法学部に
おける研究・教育活動のさらなる発展のため、引き続きご
理解・ご支援を賜りたく、心よりお願い申し上げます。
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中央大学法曹会 
令和４年度事業・活動報告

中央大学法曹会事務局長　　平賀　修

●令和４年５月２７日
・令和４年度定時総会（令和３年度第４回常任幹事
会・拡大幹事会）（５０名＋３９名）
於：スクワール麹町３階　錦華　　　※　ＷＥＢ併用
のハイブリッド形式
１　令和３年度活動報告承認の件
２　令和３年度決算承認の件　　
３　令和４年度活動予定報告の件
４　令和４年度予算承認の件
５　令和３年度各種委員会報告の件
６　中央大学・中央大学法科大学院への提言の件
７　その他
・講演会
　　　演題　「本音の民事訴訟」
　　　講師　�綿引万里子先生（元札幌・名古屋高等裁

判所長官）
・令和４年度春季懇親会
　◎　裁判官が実務で実際に感じていることをわかり
やすくお話いただき、大変有意義な講演となりました。
綿引先生には、講演録をＨＰに掲載することもご快諾
いただきました。是非ご覧ください。

●令和４年６月７日　不動産建設白門会との交流会準
備（打合せ）
　松田委員長、竹下事務局次長、平賀事務局長が出席　

●令和４年６月１７日　本部・支部WEB会議を開催
（１１名）
　６支部（福岡、旭川、栃木、鹿児島、福島、大坂）
の支部長と東京本部で会談。新校舎建設や寄付金の状
況、近年の司法試験合格者数などで情報交換を行った。
　各支部からの財政支援や講師紹介の要望等が出さ
れ、本部からも修習生情報の提供などを求め、意義あ
る会合となった。
　◎　各支部との交流がコロナ禍によって中断してい

ることから、まずはいくつかの支部と現状について協
議することから再開するとの狙いで実施されました。
各支部によって様々な事情・要望があることがわかり、
今後の活動に生かすことになりました。

●令和４年６月２１日　第１回執行部会　　於：ＷＥ
Ｂ会議（１１名）
１　本年度の予定の件
２　広報委員会の報告
３　機構改革実行特別委員会の報告
４　交流委員会の報告
５　第１回常任幹事会・拡大幹事会の準備状況
６　その他
・　中大への提案書
・　大阪支部総会

●令和４年７月７日　中央大学多摩学生研究棟運営委
員会（第１回移転部会）
於：ＷＥＢ会議　　　　平賀事務局長が出席。　　

●令和４年７月１１日　中央大学と法曹会の協議会　　　
於：ＷＥＢ会議
　今後、法曹会が法学部といかなる連携をとっていく
かにつき、猪股孝史法学部長、佐藤文彦学部長補佐、
遠藤研一郎教授、小栗忠事務担当の出席をいただいて
協議した。
　◎　大学並びに法科大学院と、今後継続的に協議を
行って、法曹会がいかなる協力や支援ができるのか検
討する会合を始めました。

●令和４年７月１９日　第２回執行部会　　於：ＷＥ
Ｂ会議（１１名）
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　法職教育検討委員会の報告
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４　大学への提言書に関する報告
５　第１回常任幹事会・拡大幹事会の準備状況
６　第２回常任幹事会・拡大幹事会の準備状況
７　その他
・　大阪支部総会
　
●令和４年７月１９日　中央大学法科大学院と法曹会
の協議会　　　於：ＷＥＢ会議
　法曹会が法科大学院に対していかなる協力体制をと
るべきかについて、小林明彦法務研究科長、木村美隆
教授、中村知広課長、永野努課長の出席をいただいて
協議した。　

●令和４年７月２５日　大坂支部総会　　於：大坂弁
護士会会館１０階
　鈴木会長、平賀事務局長、野中事務局次長が出席
　◎　昨年と同様、大坂支部の熱意と行動力を強く感
じる総会でした。

●令和４年８月２日　不動産建設白門会との交流会　　
於：中央大学駿河台記念館
　当会より１８人、不動産建設白門会から２５人の参
加があり、リアルでの懇親会が盛況のうちに実施された。
　◎　具体的な他団体との交流活動は今回が2回目で
すが、今後もいくつか予定されており、より広く関係
団体との提携を深めていくことを考えています。

●令和４年８月１０日　第１回常任幹事会・拡大幹事会　　
於：ＷＥＢ会議
　（１）各種委員会報告
　　①　募金実行委員会　　　　
　　②　機構改革実行特別委員会
　　③　広報委員会
　　④　交流委員会
　　⑤　大学等への提案書の件
　　⑥　大坂支部
　（２）講演　「ＡＩ時代の法務の在り方」�　
　　　講師　�GVA法律事務所　　山本　俊　先生�

（二弁　62期）
　◎　企業内法務や事務所経営において、いかなるツー
ルをどう使うかによって、より合理的かつ効率的な事
務処理が可能となって、結果として、本業に対して十
分な注力ができることをお話いただきました。

●令和４年８月１１日　執行部懇親ゴルフ②　　於：
太平洋クラブ八千代コース
　五十里事務局次長が優勝。
　◎　初のゴルフ大会でした。今後も予定しています。

●令和４年８月２２日　中央大学多摩学生研究棟運営
委員会（第２回移転部会）
於：ＷＥＢ会議　　　　　平賀事務局長が出席　　

●令和４年８月２４日　第３回執行部会　　於：ＷＥ
Ｂ会議（１２名）
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　法職教育検討委員会の報告（含：法廷傍聴会）
４　中大への提案書の件
５　募金実行委員会の報告
６　第２回常任幹事会・拡大幹事会の件
７　その他
　（１）第１回常任幹事会・拡大幹事会　　（２）大
阪支部　

●令和４年８月３１日　公認会計士会との交流会打合せ
　松田委員長、平賀事務局長、竹下事務局次長が出席

●令和４年９月５日　中央大学との協議会　　於：Ｗ
ＥＢ会議（９名）
　大学側より猪股法学部長、佐藤文彦法学部教授、小
栗法学部事務室課長にご出席をいただき、今後の大学
と法曹会の提携につき協議。付属高校への働きかけ、
大学授業への提案、リカレント教育等、今後も幅広く
協議することとなった。
　◎　具体的な取り組みが徐々に形になり、まずは付
属高校生に対する支援・助力について、ご担当の石井
常任理事と協議をおこなうこととなりました。

●令和４年９月２１日　第４回執行部会　　於：ＷＥ
Ｂ会議（１５名）
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　中大への提案書の件
４　募金実行委員会の報告
５　第２回常任幹事会・拡大幹事会の件
６　その他
　　本年度の合格祝賀会は開催しないことが報告さ
れた。

●令和４年９月２７日　南甲倶楽部との交流会打合せ　　
於：一橋会館４階
　南甲倶楽部より、成田清治事務室長，桜井泰紀常任
理事に参加いただき、今後の交流会について検討。
　
●令和４年９月２９日　中央大学多摩学生研究棟運営
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委員会（第３回移転部会）
於：ＷＥＢ会議　　　　　平賀事務局長が出席　
　◎　来年4月からの茗荷谷キャンパスの地下に学研
連が入るにあたり、施設管理費の負担、支払方法、Ｏ
Ｂ・ＯＧの来訪方法などが問題となり、検討を進めて
います。　

●令和４年１０月７日　中央大学との協議会のための
打合せ　　於：ＷＥＢ会議（６名）
　当会より大学側に提案すべき具体的内容について詳
細を検討。

●令和４年１０月２０日　第５回執行部会　　於：Ｗ
ＥＢ会議（１５名）
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　法職検討委員会の報告
４　中大への提案書の件
５　募金実行委員会の報告
６　第２回常任幹事会・拡大幹事会の件
７　その他
　　第３回常任幹事会・拡大幹事会の講師について、
青沼隆之検事長や一宮なおみ元最高裁判事の他、小
林法務研究科長と猪股法学部長に依頼することが確
認された。

●令和４年１０月２８日　執行部懇親ゴルフ③　　
於：鳳琳カントリー倶楽部
　８名のハンデ戦を実施。平賀事務局長が優勝
�
●令和４年１１月１日　中央大学多摩学生研究棟運営
委員会　　於：ＷＥＢ会議
　第４回移転部会兼拡大協議会が開催され、平賀事務
局長が出席

●令和４年１１月２日　法廷傍聴会　　於：東京地裁
　小峯法職教育検討委員会委員長、山本事務局次長、
小川事務局次長が参加
　◎　募集人員２０名おところ、約６０名の応募があ
り盛況のうちに終了しました。次回からは回数を増や
す等、より多くの学生が参加できる体制で実施したい
と考えます。

●令和４年１１月７日　中央大学との協議会　　於：
ＷＥＢ会議
　大学側より猪股法学部長、佐藤文彦法学部教授、小
栗法学部事務室課長にご出席をいただいた。
●令和４年１１月９日　社労士会との交流会　　　

於：一橋会館４階
　合計４５名が参加して、勉強会と懇親会を実施した。
当会からは山口純子弁護士が講師として講演された。
　◎　法曹会と社労士会の双方から講師を出して、相
互の講演を行いました。労務問題への対応について、
企業側に丁寧な姿勢が求められることがよくわかる内
容でした。

●令和４年１１月１７日　第６回執行部会　　於：Ｗ
ＥＢ会議（１２名）
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　法職教育検討委員会の報告
４　大学への提言書に関する報告
５　募金実行委員会の報告
６　第２回常任幹事会・拡大幹事会の準備状況
７　その他
　　第３回幹事会、社労士会との忘年会、新キャン
パス開校式

●令和４年１１月２４日　第２回常任幹事会・拡大幹
事会　　於：アルカディア市ヶ谷
　会場出席２１名、ＷＥＢ出席５名、来賓８名　　※　
ＷＥＢ併用のハイブリッド形式
１　委員会報告の件
　　林勘市募金実行委員会委員長より報告
２　中央大学への提案の件
　　池内稚利委員より報告
・講演会
　　　演題　「退職裁判官の刑事裁判よもやま話」
　　　講師　合田悦三先生（元札幌高等裁判所長官）
・懇親会
　◎　合田先生の飾らないお人柄が滲み出た和やかで、
それでいて濃密・高度なお話でした。裁判員裁判の制
度設計から関与され、その後の運用にも携われたご経
験に基づいて、刑事裁判の今の実像が学べる大変有意
義な講演でした。

●令和４年１１月２７日　中央大学　ホームカミング
デー
　◎　他の団体と同様に、法曹会も活動報告をＷＥＢ
でアップしました。

●令和４年１２月１日　石井靖常任理事との協議会
（付属高校との提携について）　　於：ＷＥＢ会議（●
名）　
　鈴木会長、矢部委員、池内委員、平賀事務局長、三
浦事務局次長、山本事務局次長が出席。
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　◎　付属高校生に対して、出張講義やその他で、法
曹を身近に感じてもらい、自分の進路を考える一助に
なることも願って協議しました。付属４校ともに、実
務法曹が関与することに前向きな姿勢を示していただ
きました。

●令和４年１２月２日　中央大学多摩学生研究棟運営
委員会　　於：ＷＥＢ会議
　第５回移転部会兼拡大協議会が開催され、平賀事務
局長が出席

●令和４年１２月１３日　南甲倶楽部との交流会打合せ　　　　
於：一ツ橋会館
　松田交流委員会委員長と平賀事務局長が出席

●令和４年１２月２１日　第７回執行部会　　於：Ｗ
ＥＢ開催
１　広報委員会の報告
２　交流委員会の報告
３　大学への提言書に関する報告
４　募金実行委員会の報告
６　第３回常任幹事会・拡大幹事会の準備状況
７　その他
　　�法科大学院合格祝賀壮行会、中大開校式、学員

時報
　その後、執行部による忘年会を実施した。
※　令和４年１２月時点（本稿脱稿時）までで以上
の経過でした。

＜以下、今後の予定＞
●令和５年１月１８日　第８回執行部会　　
●令和５年１月２４日　第３回常任幹事会・拡大幹事会
　スクワール麹町での開催を予定　　
●令和５年２月１７日　第９回執行部会　　
●令和５年３月１５日　第１０回執行部会　
●�令和５年３月３０日　中央大学新校舎開校式　　
於：茗荷谷キャンパス
●令和５年４月１８日　第１１回執行部会　
●令和５年５月１０日　第１２回執行部会　
●令和５年５月２３日　
　�令和５年度定時総会（令和４年度第４回常任幹事
会・拡大幹事会）　　

　
●【各種委員会開催】　　

１　人事委員会
　　なし
２　広報委員会
　　�令和４年６月１日、７月２０日、８月２９日、

９月３０日、１０月２４日、１２月１９日
３　会則検討委員会
　　なし
４　法職教育検討委員会・大学問題委員会（共催）
　　なし　
５　機構改革実行特別委員会
　　令和４年６月２日、７月１５日、
６　募金実行委員会
　　�令和４年８月１日、９月１４日、１０月１２日、

１２月２０日
７　交流委員会
　　�令和４年６月２３日、７月２２日、９月１日、

１０月４日、１１月１４日
８　若手会員活動委員会　
　　なし　　　　　　　　　　　　
� 以　上
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　全国５０００人を超える中央大学法曹会員の皆さ
ま、いつも中大法曹会の運営と母校中央大学への支援
に多大なご協力をいただき、ありがとうございます。
　新型コロナ感染症が世界に拡散したこの３年間、ま
ことに不自由で仕事への影響も少なくなかったですね。
今後も当分この傾向が続くと予想され、それを思うと
気分が沈みますが、それにもかかわらず、私同様、新
春から大変気分よく過ごされていることと存じます。
　今年のスタートとなった正月の箱根駅伝では、ナショ
ナルフラッグを想起させる伝統の白地に赤のC文字の
ユニフォームに栄光の真紅の襷をまとった各選手が爆
走し、始終テレビ画面に映るトップ付近に位置して駅
伝ファンを楽しませ、往路、復路とも２位の総合準優
勝を達成しました。
　若き１０人の駅伝選手の大活躍に、全国のOBOG
は歓喜で心を躍らせ、沿道やテレビ応援の駅伝ファン
を魅了しました。箱根優勝の美酒に酔いしれたい願望
もすぐ手の届くところまで来ましたね。
　今年の正月も大学から届いた年賀状形式の駅伝応援
募金に気分良く応じ１万円の寄付をされた先生方も多
いことでしょう。昨年正月に届いた駅伝応援年賀状募
金には４０００人近くの全国学員から約４０００万円
の寄付が集まったと聞いていますが、今年はそれ以上
が期待できます。
　思い返せば、私が中央大学の常任理事に就任した
２０１４年当時、法学部入学生の学力レベルが徐々
に低下しつつありました。その原因は、都心のライバ
ル校がいち早く時代の流れに乗り１０年くらいかけて
魅力あるキャンパス作りと時代に合った新学部増設に
成功したのに比べ、中央大学は郊外の多摩に移転して
３５年以上のんびりと過ごし、時代の変化について行
けなかったため、首都圏と全国の高校生から立地の悪
さと変化（改革）のなさが敬遠され魅力が薄れたこと
にあります。
　東大、京大等の旧帝大や一橋等の国立を第一志望と

する首都圏及び全国の有名進学校からの優秀層（司法
試験突破によるリベンジに燃える地頭のよい優秀層）
の入学が減り、偏差値が低下し身の丈に届くようになっ
た中央大学法学部に入学できて大満足の準進学校から
の入学が増えているとのデータがこれを裏付けていま
した。
　この現状を知るにつけ、私は、往事の輝きを失いつ
つあった「法科の中央」ブランドを何とか再興し、再
び日本を代表する法学部にしたいとの一心でした。そ
れが常任理事に就任した動機です。また、箱根駅伝も
シードがはるか彼方で低迷しており、これもすぐに強
化に向けて動き出さないと本戦出場をも危ぶまれる状
態でした。
　私を含む４名の常任理事は、このままでは１０年後
は取り返しのつかないことになるとの危機感を共有し
ていました。そのリーダーとなったのは当時筆頭常任
理事であった大村雅彦現理事長です。現状を打破する
ための抜本的改革をめざし、連日協議を重ねました。
その結果が、２０１５年１０月に、①法学部の都心移
転によるロー＆ローの一貫教育の実現と、②箱根駅伝
優勝をめざす抜本的強化策の実施を中核とする、中長
期事業計画「CHUO�VISION�２０２５」として結実し
ました。
　あれから７年半が過ぎました。私は、キャンパス整
備担当の常任理事として、都心の環境良好で利便性の
高い敷地の確保と魅力あふれる建物設計となるよう全
精力を注ぎ、学内の一部に強い反対がありましたが、
そのための十分な予算措置の承認も取り付けました。
　設計がほぼ完了した２０２０年６月に二期６年の任
期満了により退任しましたが、中央大学法学部の茗荷
谷移転とロースクールの駿河台移転のための建設工事
がその後も順調に進み、とうとう念願の茗荷谷法学部
新キャンパスと駿河台ロースクール等キャンパスが本
年３月に開校しました。多摩に全面移転してちょうど
４５年後に、待望していた法学部が都心（しかも絶好

再び、「今　燃えなければ！」
法曹会・学研連合同の募金活動報告

募金実行委員会委員長
林　勘市
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地の茗荷谷）に回帰し、中央大学が誇る栄光の聖地駿
河台にロースクールが回帰した瞬間を、確かにこの目
で確認してきました。
　両建物とも、設計は日建設計の優秀な設計チームが
担当し、茗荷谷は清水建設が、駿河台は大成建設が施
工しました。特に茗荷谷の建物は、女性の設計主任が
ロンドンのミドルテンプル（中央法曹院）まで実際に
視察に行き肌で感じた伝統を設計に取り入れてくれま
した。そのミドルテンプルに由来する赤煉瓦造りの英
吉利法律学校を起源とし、駿河台で隆盛を極めた中央
大学法学部の伝統を白色の尖頭型アーチのコリドーに
継承する立派な建物となりました。
　ネット上にアップされたその姿は、格調高くとても
魅力的で、社会からすごく注目され、受験生の関心を
惹きつけました。
　内部も写真が公開されているとおり、建物の真ん中
は明るい吹き抜け、奥行きが約１００メートルもある
広いフロア（低層階はワンフロア約４３００平米の広
さ）、ミドルテンプルのイメージをモダンにアレンジ
した図書館とレストラン、安らぎの屋上庭園、随所に
ある友との談笑や自習に使える憩いのフリースペース、
落ち着いて勉学に集中できる地下２階の法職・学研連
フロア、アーチをくぐった側壁にはめ込まれたシルバー
の「C中央大学」のプレートとレンガ色のエンブレム、
尖頭型アーチを浮かび上がらせる夜間照明などの洗練
されたデザインが学生に人気です。
　建物正面の春日通り側はスターバックスと郵便局、
文京区の地域活動センターがあり、茗荷谷駅前の賑わ
いゾーンとして付近の他大生や文京区民にも親しまれ
ることでしょう。
　茗荷谷法学部は、これから年月を経るごとにその魅
力が広く知れ渡り、それに伴って志願者数、偏差値、
社会の評価が向上し、その実績により一層輝きを増し、
法曹を志す首都圏及び全国の法学部志願者憧れのキャ
ンパスとなることは間違いありません。
　また、駿河台の建物は、中央大学の聖地である駿河
台に、かつて存在した堂々たる旧講堂の縦に伸びるス
リット壁を清新な白色のスリット壁で模し、天高く未
来に向かって飛躍する中央大学をイメージした２０階
建て（屋上塔屋を含む）の超高層建物で、その洗練さ
れたデザインにより周囲を圧倒する存在感を示してい
ます。最上階の展望カフェテリアからは都心が一望で
き、また免震構造を採用し安全性にも十分配慮してお
り、ロースクール生だけでなく全国学員の拠点として
誇れるキャンパスとなりました。
　何事も中途半端な改革、中途半端な予算付けでは成
果が上がりません。この両建物を中核とする都心キャ
ンパス整備に思い切って資金を投入しました。そして、

確実に目的（魅力あふれる都心キャンパスの実現、箱
根駅伝優勝を成し遂げるための人的物的体制の整備と
選手の勧誘・育成）を達成するために、学校法人と教
学が力を合わせて一生懸命に取り組んだ成果がようや
く形となって表れました。社会の中央大学に対する評
価も目に見えて向上しつつあります。
　こうした法学部とロースクールの都心移転を実現す
るまでの７年半の間にも、法学部ブランドの低下傾向
が徐々に進み、炎の塔で学ぶ優秀層を中心として毎年
１００人ほどが中央ロースクール以外の司法試験合格
率のよい東大、一橋、慶應等のロースクールへ転出す
る傾向に拍車がかかり、その結果、中央ロースクール
は入学者の質の低下に歯止めがかからず、司法試験合
格者数、合格率とも崖っぷちに追いやられました。
　しかし、ここに来て、ようやく両建物の完成移転が
完了し、茗荷谷法学部と駿河台ロースクールの連携に
よる一貫教育を今年から本格的に開始することができ
るようになりましたので、法学部の茗荷谷移転とロー
スクールの駿河台移転を機に、何としてでも成績低迷
に歯止めをかけ、V字回復を果たして、「法科の中央」
の名声を取り戻さなければなりません。
　そのために、中央大学法曹会と学研連は、中央大学
に対し資金面の支援を通じ「法科の中央」の名声回復
を図ることとし、一昨年の秋から、中大法曹会と学研
連合同で募金実行本部体制を構築し、両団体合計で
２０１６年から２０２５年までの１０年間の累積寄付
額１０億円（①の施設整備８億円、②の進学奨励奨学
金２億円）を目標額として、「白門飛躍募金」活動を本
格的に開始しました。
　上記目的を達成するための募金活動ですので、寄付
の使途は、①法学部とロースクールの施設整備、②法
学部から中大ロースクールへの進学を奨励するための
奨学金に限定しました。②については奨学金支給によ
るロースクールの成績向上が顕著に表れるまでの５年
間にわたり奨学金の支給を継続したいため合計２億円
の資金が必要と判断しています。
　一昨年秋の募金活動開始時の募金実行本部体制は、
募金実行本部長に元最高裁判事で元中央大学理事長の
深澤武久先生、本部長代行に元日弁連会長の山岸憲司
先生、最高顧問に元最高裁判事の才口千晴先生、甲斐
中辰夫先生、横田尤孝先生はじめ高裁長官、高検検事
長、東京三会会長経験者等を中心とした３８人の先生
方に就任していただき、実働部隊である募金実行委員
会は元中央大学理事及び現理事の８人の先生方で構成
しました。
　そして、募金活動を展開する上での会員への直接の
呼びかけ活動を全国に広めるため、東京弁護士会、第
一東京弁護士会、第二東京弁護士会、大阪弁護士会を
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はじめ、全国の単位会を中心に１３７人に上る先生方
に「呼びかけ人」として募金活動にご協力いただくこ
とになりました。これに加えて、中央大学法曹会の令
和３・４年度執行部（現執行部）と令和元・２年度執
行部の各先生方も活動を担ってもらうことにしました。
　学研連側は、学研連委員長及びその経験者、学研連
等１１団体の会長、理事長、支部長、OB会長、OB
代表等の先生方及び学研連委員の合計３７人の先生方
が中心となって、それぞれの研究団体ごとに募金活動
を担ってもらっています。
　また、皆さまにご寄付をお願いするにあたり、どの
くらい寄付したらよいかという問い合せもあることか
ら、「炎の塔」建設のために法曹会と学研連が取り組
んだ中央大学創立１２５周年記念募金活動時に作成し
た募金基準表（会報「中大法曹」２０号１５３ページに
掲載）にならい、募金基準表（目安表）を作成し募金活
動を担う先生方に配布しています。
　寄付金額のおおよその目安を申しますと、一口５万
円以上を基本としていますが、各種役職経験者の先生
方には、白門飛躍募金期間（２０１６年～２０２５年）
の累積寄付額で、商議員、協議員、単位会監事、法曹会・
学研連事務局長及びその経験者は５０万円以上、評議
員、学員会常任幹事・支部長、単位会副会長、司法研
修所教官、日弁連理事、各弁連副理事長、法曹会副会
長、学研連所属会理事長及びその経験者は１００万円
以上、単位会会長、学研連委員長及びその経験者は
２００万円以上、中央大学理事・監事、学員会副会長、
日弁連副会長、各弁連理事長、法曹会会長（旧幹事長）
及びその経験者は３００万円以上、中央大学理事長、
評議員会議長、学員会会長、日弁連会長及びその経験
者は５００万円以上（重複資格の場合は上位の資格に
よる）という格別のご寄付をお願いしていますので、
この目安を参考にしてご検討ください。ただし、この
基準表はあくまで目安にすぎず、金額を問わず皆さま
からの任意のご意思によるご寄付をお願いしています。
　皆さまのご支援、ご協力により、令和５年１月
１７日時点で大学からの報告によれば、①上記建物
の建設費への寄付指定と②中大法学部から中央ロー
スクールへの進学奨励奨学金への寄付指定の合計で
２億４５４６万円に上る募金実績をあげています（法
曹会、学研連等１１団体、行政研、外交研、商法研
を含む合計額）。内訳は、法曹会４９８７万円、学
研連等１１団体１億８４０９万円、行政研等３団体
１１５０万円です。皆さまからの多大なご協力に対し、
あらためて厚くお礼を申し上げます。
　さて、ご承知のとおり、中央ロースクールは昨年９
月の司法試験合格者数５０人、合格率26.18％と一層
低迷し、皆さまから大変お叱りを受けました。成績低

迷の原因は明白です。中大法学部卒の司法試験合格者
数はここ数年まで平均して１４０人前後に上っていま
すが、上記のとおり学研連所属の優秀な学生を中心と
して１００人近くが東大、一橋、慶應等ロースクール
に進学しているためです。
　この学生の流出をせき止め、優秀な法学部生の多く
が中央ロースクールに進学してもらうようにすることは、
待ったなしの不可欠な対策です。法学部の優秀層の大
半がそのまま中央ロースクールに内部進学してくれれば、
ロースクール別の司法試験成績を一気にV字回復させ
ることが可能です。
　既に昨夏の入試から「中大法学部３年＋中大ロース
クール２年」の法曹養成コースに乗って内部進学して
来る優秀層が顕著に増加し始めました。この新たな法
曹養成制度のスタートに伴う新潮流を一層加速させる
必要があります。
　中央ロースクールに優秀層が競って進学したくなる
ほどのブランドを確立するまでの間は、教授陣の一層
の奮闘を期待して待つだけでなく、法曹志願の法学部
生にとって魅力ある奨学金制度を構築し、人為的な仕
掛けにより上記の新潮流を一定期間は力強く後押しす
る必要があるでしょう。
　②の進学奨励奨学金の寄付額は本年１月の時点で
４５４０万円ですが、目標の２億円にはまだ遠く及び
ません。今夏の入試時期から上記奨学金制度をスター
トできるようにするため、②の進学奨励奨学金の寄付
額の大幅増加を、令和４年度及び５年度の募金活動の
重点目標とすることにしました。
　皆様におかれては、振込用紙の記載欄に寄付額のう
ち②の寄付指定割合をできるだけ多くしていただくよ
うお願いします。大学への振込用紙に寄付指定割合の
記載がない場合は、①の施設整備への寄付割合を７割、
②の奨学金への寄付割合を３割とさせていただきます。
　振込用紙は、法曹会用の振込用紙でも学研連用の振
込用紙でも、どちらでも使用可能です。学研連の皆様
は、法曹会と所属研究室のどちらからご寄付をされて
も結構です。所属研究室からの寄付を希望される場合
は、学研連用の振込用紙を使用するか、手元にある法
曹会用の振込用紙の「法曹会」に斜線を引き、「所属研
究室名」を書き加えていただければ結構です。
　寄付による節税効果ですが、寄付金控除には所得控
除と税額控除の２種類ありますが、学校法人中央大学
は文科大臣から特定公益増進法人として税額控除の指
定を受けていますので、税額控除を選択して所得税申
告をすると、寄付額に対し４割の節税効果があります。
例えば、１００万円を大学に寄付しても、実質の負担
が６０万円で済みます。つまり、６０万円の実質負担
で中央大学という私たちの「ふるさと」に１００万円
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分の大いなる貢献ができるため、皆さまには令和５年
以降の所得状況に応じて２０２５年まで引き続きのご
寄付をぜひともお願いします。
　私たちは、長期間低迷していた箱根駅伝に危機感を
持ち、大学が本腰を入れて指導体制を強化し、全国の
多くの学員が寄付をして活動費を支えた結果、優秀な
高校生を獲得でき、今では高校生のほうから中大を志
願するようになり、選手も目の色が変って切磋琢磨し
準優勝という成果を上げ、V字回復できた成功体験を
有しています。
　司法試験分野でも、大学と私たち法曹会員が本腰を
入れれば、茗荷谷の中大法学部、駿河台の中央ロース
クールの両方とも、再び日本を代表する「法科の中央」
の名声を取り戻すことは決して不可能ではありません！
　元法曹会幹事長・元中央大学理事で「炎の塔」の建
設に多大な貢献をされ「炎の塔」名称提唱者であられ
た故松家里明先生が、司法試験合格者数が５位に低迷
し危機的状況に直面していた当時の中央大学の現状を
一挙打開するため、大学を説得し、全国の法曹会員に
寄付を呼びかけ、２００２年（平成１４年）に「炎の塔」
の建設を実現されましたが、難関国家試験突破をめざ
し燃えるような情熱で切磋琢磨する勉学環境を整えら
れた際に、２年後に迫る法科大学院の開校とそれに続
く新司法試験制度の実施という国家試験の大変革期を
迎えるに当たり、全国の中大法曹会員に向け、「学生
に燃えるような情熱を持てという前に、我々OBが燃
えなければいけないのではないでしょうか」と、決起
を促されました。
　会報「中大法曹」２０号５ページに、「今　燃えなけ
れば」と題し、「我々は、大学と力を合わせてこの大変
革期を乗り切り、かつての国家試験に強い本学の名声
を回復しようではありませんか。今、燃えなければ！」
と、檄文を寄せられています。
　今、時代は正に当時と同じく「法科の中央」の危機
に直面しており、当時の松家先生の母校を愛する強い
想いと情熱がここに蘇りました。松家先生のこの檄文
が再び全国の法曹会員の心に響くことを願っています。
　募金実行本部の皆さま、募金実行委員会の皆さま、
法曹会執行部の皆さま、全国の呼びかけ人の皆さま、
学研連等１１団体の皆さま、今年も募金活動への今一
度のご協力をお願いします。
　全国の法曹会員の皆さま、昨年に続いて寄付のお願
いで誠に恐縮ですが、何卒母校中央大学の発展のため、
できる限りのご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。
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１．はじめに

　中法大学法曹会は、令和４年５月27日に、中央
大学に対し、法学部・法科大学院都心回帰を機縁と
した新しい協力関係の構築を提言し（以下「本提言
書」といいます。その原文は、中大法曹会のHPに掲
載されていますhttp://www.chuo-u-hoso.org/pdf/
doc_20221027_02.pdf）、これに対して、大村雅彦理事
長より前向きなご回答をいただき、これまでに、中央
大学法学部及び法科大学院との間で、それぞれ数回に
渡り、今後の協力関係について鋭意協議がなされ、こ
れからも協議を重ねて新しい協力関係を具体化する予
定です。筆者は、今期の鈴木雅芳会長の下、矢部耕三
弁護士をはじめとする諸先生方とともに、この提言書
の作成及び法学部及び法科大学院との協議に関与して
きたので、ここで、本提言書の背景及び法学部・法科
大学院との協議について、以下ご報告いたします。

２．本提言書の背景

　本提言書の背景の基礎は、最近の中央大学の司法試
験合格者の成績の低迷があります。かつて「法科の中央」
と呼ばれ、法律家になるならば、中大か東大と言われ
てきた時代を知っているロートル世代は、最近の中大
の司法試験における低迷は非常に心を痛めるものであ
り、これを何とかしたいという気持ちが中大法曹会全
員の気持ちの背景にあったと思います。
�この漠然とした懸念を具体的な提言に導いたのは、
ここ３年間で行った中大法曹会による司法試験受験者
である法科大学院卒業生・学生に対する就職支援活動
です。中大法曹会は、３年前に就職支援活動を開始し、
その後、その内容を拡大し、現在、①自己アピール・
セミナー（法律事務所就職を目指す卒業生・学生に対
する採用弁護士の目から見た履歴書及び自己アピール
の記載内容の指導）、②進路相談セミナー（法律事務所

とインハウスのそれぞれの魅力と特徴の解説）、③模
擬法律事務所面談（中大法曹会のメンバーが模擬法律
事務所就職面談を行い、実際に参加した学生に対し、
面接の心構え・アピールの仕方等を個別具体的に指導）
といったワンセットの支援をしています。現職の弁護
士によるこういった指導は、他の法科大学院にはない、
中央大学法科大学院独自のものですが、この３年間の
実施を通じて、非常に大きな疑問が生じました。それ
は、学生が積極的に参加してこないことです。セミナー
については一定数の参加者がいるのですが、模擬就職
面談では毎年数人程度の参加申込しかありません。我々
としては、かなり中味のあるものであり、多分人生で
最初の就職面談に臨むであろう学生にとっては非常に
有意義であると自負しておりますし、実際に参加した
学生からは大変好評なのですが、何よりも参加者が少
ないのです。その理由を参加した学生に尋ねたところ、
中大法科大学院の学生は自分に自信がなく、積極性が
足りないのではないかという声を聞きました。また、
法科大学院の教授からも、同様な声を聞きました。「法
科の中央」の伝統を持つ中央大学法学部・法科大学院
としては、これは由々しき問題であり、この現状を何
とかして打破するために、都心回帰を契機として大学
側と協力できないかと考え、本提言書を作成すること
を中大法曹会の幹事会で決定しました。

３．本提言書の内容

　本提言書の内容は、直接原文を見ていただくとお分
かりだと思いますが、大きく分けて二つの柱があります。
（１）学生への動機付け
　まず何よりも学生の消極性を打破するためには、法
曹となる強い動機を持ってもらうことが重要である
と考えました。「法科の中央」と呼ばれていたころは、
中大法学部に入る学生の多くは、強い意志を持って法
曹を目指していました。あれほど狭い門であった司法

中央大学と中央大学法曹会の	
新しい協力関係の提言

弁護士
池内　稚利

り会 よ法 曹 だ
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試験に一定年数浪人しながらも受験を続けて合格を勝
ち取った人たちがいたのはそういう強い意志があった
からだと思います。しかしながら、現時点では法学部
進学者の減少や法曹の魅力の低下が巷で話題となり、
その波に中大法学部・法科大学院の学生が呑み込まれ
ているのではないでしょうか。その対策として、我々
実務家法曹として法律実務の最前線で活躍している
OB・OGが、法曹の社会的意義や魅力を学生に伝え
る活動ができないかと提案しました。また、この際、
大学生のみならず、中大の付属四校の高校生にも支援
をすることを提案しており、付属高校に対しては、昨
年末に支援の申入書を作成し、現在、中大附属高校、
中大杉並高校、中央大学高校で検討してもらっており
ます。
　日本最大の法曹ＯＢ・ＯＧを有する中大法曹会の雄
厚な人脈を利用し、「法科の中央」独自の学生支援シ
ステムの構築を目指しております。
（２）ポスト司法制度改革を意識した「法曹教育」
　かつては、実務家法曹の仕事の中心は紛争解決（訴
訟）であり、国家としては「法曹養成」制度として、具
体的に裁判ができる実務家の養成を行ってきました。
具体的には、大学では六法を中心とする法律の解釈を
集中的に学び、司法試験により一定の法律解釈知識を
有していることを認定し、司法研修所では要件事実論
その他法律を実際に裁判に適用する技術を学び、そし
て司法研修所を卒業して実務家法曹となっていました。
　しかし、司法制度改革後、弁護士人口が増えたが裁
判事件数が減っている現状において、新しい弁護士た
ちはこれまでのような裁判中心の実務から、インハウ
ス弁護士が典型ですが、多角的に活動範囲が広がって
きております。もちろん、弁護士の最も中心的な職務（ア
イデンティティ）として紛争解決があることは厳然と
した事実ですが、ポスト司法制度改革の時代の弁護士
の業務は、①紛争解決及び②その経験と知識をベース
としたリーガル・リスク・マネージメント等の予防法
務が両輪になると予想しております。実際に、70期
代の若い弁護士の中には、法律事務所に入っていなが
らも、訴訟が業務の中心でないという人が増えてきて
います。現在でも「法曹養成」は、法学部、法科大学院、
司法試験、司法研修所で紛争解決を中心とした教育と
なっており、若い弁護士は、それ以外の分野について、
十分に学ぶことなく実務についています。顕著な例が、
契約書のチェックであり、殆どの修習生が十分に学ん
できておりません。ここに法曹に対する教育である「法
曹教育」の必要性があると考えております。
　こういった分野は、実務が学問に先んじて進行して
いますが、逆に、それがためにこういった分野に対す
る学問的追及が十分になされていないという実情があ

ると思います。こういった分野は、実務家と研究家が
協力して分析することにより、新しい法学が生まれる
でしょう。
　中大法曹会は、こういった新しい法分野について、
一方で法科大学院生に対し、実務法務の現状を伝えて
モチベーションを挙げてもらうとともに（但し、司法
試験を控えているので、法科大学院で深く掘り下げる
ことまでは考えていません）、都心回帰した法科大学
院で、リカレント教育として法律実務家に対して研究
要素も盛り込んだ教育（「法曹教育」）を行い、中大が
法曹の養成とともに、法曹の成長も支援する、一貫し
た法曹の教育機関となることを提案しています。

４．協議の現状

　既に、法学部及び法科大学院とはそれぞれ数回協議
を行い、今後も具体的な支援構築に向けて協議を進め
ていく予定です。この間、中大法曹会としても、中大
法学部学生は相変わらず優秀であること、一方、中大
法科大学院では優秀な中大学部生が他大学法科大学院
に入学してしまっているので、優秀な中大法学部学生
がそのまま中大法科大学院に入学する制度を作る等の
法科大学院の改革に取り組んでいることなどを知るこ
とができ、大学との共通認識を高めることができました。
　中央大学と中央大学法曹会がこれまで以上に協力関
係を深めて、往年の「法科の中央」の栄誉を取り戻す
ことを目指して、中央大学法曹会は活動しています。
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企業内弁護士の伸長と将来への課題
日清食品ホールディングス（株）　執行役員・ＣＬＯ

本間　正浩

一、企業内弁護士 1の現状と基本的視点
　2007年、ロースクール制度下の第1期生が弁護士登
録をした年において、企業内弁護士の人口は188人で
あったが、その数は急激に増え続け、2022年6月の時
点において2,965人となった 2。この数をしのぐ単位弁
護士会は、もはや東京三会と大阪弁護士会というメガ
弁護士会のみである。その弁護士全体に占める割合は
6.6%に当たる 3。今や、企業内弁護士の問題は、弁護
士業務の一部門として、弁護士業務そのものの問題と
いう性質を持つと理解するべきである。一部の特殊な
問題－例えば、就職対策－であるとして、一般の弁護
士には関係のない問題であるかのように考えることは
できない。
　ここで、現状につき、企業内弁護士の問題を考える
にあたり重要と考えるべき視点をいくつか指摘したい。
　第1は、定量的な視点である。各年毎に新しく企業
内弁護士となった人口中、その時点での経験年数を見
てみると、2009年に80％に達した研修所新卒者はそ
の後逓減を続け、2022年（令和4年）では37.0％となっ
ている。全体数でみると、2022年においては、企業
内弁護士総人口のうち、経験7年以上10年未満の層が
22％、10年以上15年未満の者が31.4％と、その過半
数が中堅弁護士で占められている。
　第2は、定性面から見たとき、企業内弁護士が極め
て多様な様相を呈していることである。一方で、10年、
20年といった期間にわたり、法律事務所において経験
を積んだ後に企業に迎えられ、法務部門の長として全
社的な法務リスクの管理を行うとともに、あわせて経
営の中枢に位置する「ジェネラル・カウンセル」ある
いは「チーフ・リーガル・オフィサー（CLO）」と呼ばれ
る一握りの弁護士がいる。他方において、新卒ないし
それに準じた段階で企業に入社した者には非資格者で
ある法務部員と職務内容が同一である場合が多い。両
者は同じ企業内弁護士といっても、権限・責任、期待
される機能や業務態様において、全く異質のものといっ

ても過言ではない。そして、その間には無数の中間項
が存在する。この状況下において、企業内弁護士を一
括りにして論じることを試みること自体、非現実的と
いわざるを得ない。

二、企業の法務機能の強化の必要性と	
　　企業内弁護士の意義の本質
　近年、ビジネスのグローバル化、イノベーションの
加速による新たなビジネスの展開とこれに対する法的
対応の必要性、コンプライアンスの強化の要請の高ま
りにより、企業が直面するリーガル・リスクが複雑化・
多様化し、企業における法務機能の強化の必要性がこ
れまでになく高まっているとされる 4。
　そこで議論される法務部門の機能は時に「パート
ナー」と「ガーディアン」と表現される。前者は、ビジ
ネスの「チームの一員」として、法を利用してビジネ
スを推進する機能であるとされ、後者は企業が違法行
為に手を染めることを抑止し、もって企業を守る機能
である 5。
　ここで認識する必要があるのは、企業の法務機能に
おいては、それが「パートナー」であれ、「ガーディアン」
であれ、ことを「実現する」こと、すなわち、「結果」
を出し得たかが問われていることである。法務部門が
企業組織の一翼を担う以上、これは当然のことである。
そして、かかる「結果」を出すことを責務として期待・
要求する鏡の他面として、組織上の権限と権威が結び
付けられている。
　法務部門が「結果を出すこと」を責務とするのであ
れば、その一翼を担う企業内弁護士の責務がこれと軌
を一にするのは必然である。

特　集特　集  法 曹 の 将 来 と 課 題

1�わが国では、企業内弁護士、すなわち民間企業において執務する
弁護士に加えて、行政機関等の政府機関等に勤務する弁護士を合
わせて「組織内弁護士」として議論することが多いが、本稿では
前者のみを取り扱う。行政機関等の弁護士は、所属企業に対して
法務サポートを提供する企業内弁護士とは異なり、それ自体権力
作用を営むなど、その業務を検討するにあたり、別に考えるべき
要素があるためである。
2�日本組織内弁護士協会ウェブ・サイトtransition.pdf�(jila.jp)
3�日弁連ウェブ・サイトmembers.pdf�(nichibenren.or.jp)
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　ここに、企業内弁護士業務の法律事務所の業務に対
する根本的な相違があり、また、その意義と価値がある。
企業内弁護士は単なる外部の「アドバイザー」ではない。
それは企業組織にあって、その意思決定および執行機
能過程に組み込まれている存在、企業を現実に動かし
ていく存在である。この点において、企業に対する寄
与の性質が、法律事務所のそれに比して質的に相違す
る。「法的意見はこうです。あとは依頼者がお決めに
なること」と言ってすますことはできない。それを超え、
その意見の通りに実際に企業を動かすところまでもっ
ていくことができるし、またもっていかなければなら
ない。その影響力は企業の行動に対して直接的なので
ある。ことを「実現」しなければならない、また実現
することが可能であるという意味において、企業内弁
護士の意義および価値は、法律事務所の弁護士に匹敵、
一面においてはむしろこれを超えるというべきである。

三、企業内弁護士の業務の困難さ
　そのように、企業内弁護士に高い意義と価値がある
としても、弁護士がその期待される機能を発揮するの
は決して容易なことでない。
　企業内弁護士の機能が「パートナー」と、法的リスク
から組織を守る「ガーディアン」の役割があると述べた。
これらは一面において背反するものであるが、それだ
けにとどまるものではなく、そこには一種の循環関係
がある。これまた、「結果」を追求する企業内弁護士
の本質から導かれるものである。
　一方において、「ガーディアン」であることは「パー
トナー」たる前提である。ビジネス目的の実現のため
積極的に法の限界を追求したことが、違法行為と指弾
され、大損害を被ることがありうる。むしろ、ぎりぎ
りを狙えば狙うほど、一線を踏み越えないためにより
的確な判断とコントロールが求められる。
　他方、実効性のある「ガーディアン」足るためには、
信頼される「パートナー」でなければならない。信頼が
あってこそ、企業は弁護士の言に従うのである。常に
「NO」を言うだけの者は、重要な議論や意思決定その
他主要な企業活動から排除されてしまう 6。それでは
企業の行動に影響を与えることはできない。「正しい
こと」を言ったとしてもそれだけでは責務を果たした
とは言えない。ここに、両者のバランスを取るという、
困難な責務がある。
　しかも、企業内弁護士の業務においては、きわめて
しばしば客観的・一義的な「正解」が存在しない。そ

こにあるのは種々のリスクと機会の程度問題でしかな
い。一方において、厳しい競争環境の中で、企業が生
き残り、さらに成功するために、ビジネスを前に進ま
せなければならない。他方において、企業が違法行為
に関与することを防ぎ、企業を守らなければならない。
それは自動車レースにおいて、山腹に穿たれた崖道を
深夜ヘッドライトだけを頼り切り抜けようとするよう
なものである。どこまでが道路で、どこから崖で、そ
れを踏み越えると谷底にまっさかさまとなるのか、明
確に認識することはできない。崖を避けようとして、
反対側にハンドルを切れば、今度は絶壁に激突するか
もしれない。「安全」をとってブレーキを踏めば、後続
車に追い越されるか、下手をするとこれに弾き飛ばさ
れるかもしれない。これは企業内弁護士として「結果」
にコミットしている限り、必然的に付きまとうジレン
マである。
　そのような困難な中にあっても、企業内弁護士は一
つの結論を出さなければならない。「Aは広きに失し、
Cは狭きに失し」といった「分析」を示されただけでは
企業は行動できない。具体的な行動に落とす「判断」
をする必要がある。必然的に、企業内弁護士は「リス
クをとる」という判断をせざるを得ないことになる。
さらに悪いことに、そこで検討しなければならない
リスクは法的リスクに限られない。財務リスク、オペ
レーション・リスク、人事リスク、システムリスク等、
その行動を決定するにあたって企業が直面するリスク
は多岐にわたる。そして、企業の行動に関する意思決
定に関与する以上は、企業内弁護士もまた、これら非
法的要素を度外視することは許されないのである。
　しかも、一般的に、弁護士、特に法律事務所におい
て業務している弁護士は、組織を動かすという観点か
らの教育を受けておらず、その訓練や経験に乏しい。
そのような者が、上記のような複雑かつ困難な状況
の中でいかに組織を動かして「結果」を出していくか、
それは経験を積んだ熟練した弁護士であってさえ、困
難な課題である 7。
　「企業内弁護士の役割は、法律家によって営まれる
機能のうち、最も複雑で、かつ困難な部類に属する」8�
と言われるゆえんである。

四、企業内弁護士の課題
　以上を背景として、企業内弁護士として考えるべき
課題のいくつかについて検討する。

4 経 済 産 業 省「 国 際 競 争 力 強 化 に 向 け た 日 本 企 業 の
あ り 方 研 究 会 報 告 書 」https://www.meti.go.jp/pre
ss/2018/04/20180418002/20180418002-2.pdf

5 ベン・W・ハイネマンJr、企業法務革命翻訳プロジェクト訳「企
業法務革命」63頁以下（商事法務、2018年）

6 ハイネマン前掲書66頁
7 池永朝昭「コンプライアンスと内部統制」日弁連業務改革委員会

編「企業内弁護士」64頁（商事法務、2009年）参照
8 ジェフリー・C・ハザード・ジュニア、筆者監訳「企業内弁護士の

倫理的ジレンマ」中央ロー・ジャーナル第18巻4号184頁
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１、企業内弁護士としての成長のための能力開発

　以上、企業内弁護士の意義、価値、困難さとして述
べたことは、150年に喃々とする歴史を持つ米国はじ
め欧州等でも現に共有され、あるいは共有が図られて
いる認識である。
　しかしながら、その歴史の蓄積の浅さからして、我
が国においてはかかる認識は未だ浸透していない。こ
れは我が国における企業内弁護士の歴史が、弁護士の
就職難という状況下における対策から出発したという、
ある意味不幸な事情に起因するところが大きいと思わ
れる。就職対策である以上、焦点は研修所新卒弁護士、
せいぜい登録後数年の若手弁護士に当てられ、企業内
弁護士の本質的な意義・価値に意識が当てられなかっ
た。前述の通り、企業内弁護士が価値を発揮するのは、
経験を積んだ弁護士にしてなお困難であるところ、い
わんや法律家としてまだ発展途上の若手弁護士の期待
値として議論することには無理があった。
　しかし、企業内弁護士の多くが弁護士としての中堅
層に達した今日、企業内弁護士の本質について認識を
新たにし、その成長のための能力開発を行うことは喫
緊の課題というべきである。さもなければ、我が国の
企業内弁護士は、世界的に認識されている水準に到達
することができず、したがって、強化を必要とされて
いる企業の法務機能のニーズに応えるべくもなく、こ
れ以上の発展を見込めないということになる。その結
果として、我が国の企業内弁護士は、企業法務社会の
中で、法曹として本来占めてしかるべき地位を失い、
その他の者の後塵を拝することになりかねない。企業
内弁護士に弁護士としての業務独占はない。すなわち、
外国資格者や弁護士資格のない法務部門員が、むき出
しの競争者として立ちはだかっているのである 9。

２、若手弁護士のキャリア開発の研究と支援

　冒頭に述べたように、企業内弁護士の多くは今や中
堅として活躍している。さらに、企業の採用行動にお
いて経験弁護士へのシフトの兆しがある。
　これは一面において積極的に評価するべきことであ
る。企業が単に「バッチをつけた一般社員」でなく、法
律専門家としての実質的な能力・資質に目を向けてい
るということだからである。
　しかし、鏡の裏面として、これは、かつては絶対多
数であり、現在においても多数存在する司法研修所新
卒弁護士や若手弁護士の将来のキャリアについて深刻
な問題を生じさせる。採用された新卒弁護士が当該企
業にとっての最初の弁護士であることも珍しくなく、
そこまで極端でなくとも、先輩に専門家がおらず、採
用した弁護士に対する指導・教育体制が成立していな

い企業は少なくない。そして、企業内で年季を積めば
積むほど、ポストの数が少なくなる。つまりは、一方で、
法律家の基礎を作るのに極めて重要な最初の時期を適
切な指導を受けることなく過ごし、他方で、法律事務
所等で経験を積んだうえ、採用時に選別を受けた者が
ただでさえ数少なくなっていく上級ポジションに就く
という事態が生じ得ることになる。したがって、彼ら
若手組織内弁護士たちのキャリアをどのように形成し
ていくのか、これをどのように支援するべきか、弁護
士社会としての深刻な問題となる。

３、組織内弁護士の論理的・理論的整理

　企業内弁護士の意義・価値に対する理解が未だ不十
分であることの結果として、その論理的・理論的な課
題に関する議論がほとんど進展していないのが我が国
の現実である。
しかし、課題は山積している。法的課題であれば、

職務基本規程50条および51条をはじめとして、弁護
士法3条、30条そして72条等との関係の整理が必要
である。
　特に重要なのは企業内弁護士を巡る倫理・職業規範
である。弁護士が「プロフェッション」であると唱えら
れるのは、それが独自の職業倫理・規律の下にあるか
らである。この本質的に重要な点においても研究・分
析は極めて初歩的な段階にとどまっている。ともすれ
ば、企業の中では企業の指揮命令に「従属」するとして、
企業内弁護士は「独立性」が脆弱性であるといった単
線的な議論になってしまっているきらいがある。
　しかしながら、ことはそのように単純なものではない。
企業内弁護士の意義は、企業内にあってその意思決定
と執行過程に参加し、企業を動かすという「結果」を
実現することにある。しかし、それは、言い換えれば
企業との「一体化」である。それでは、これを究極の「非
独立」であるとして問題ありとし、企業の意思決定か
ら離れることをより良しとするべきなのであろうか。
　しかし、「弁護士が独立であるということが、依頼
者の行動から距離を置くことを意味するのであれば、
しかし、それは、依頼者のやりすぎを抑制することに
ついて、なんの意義もない」10。さらには、「完全に独
立した弁護士はその行動について『無責任』というこ
とになるかもしれない。（強調引用者）」11�そして、か
かる「無責任」と、「自己満足」さらに「独善」そして「孤
立」との距離はそう遠くはないであろう 12。
　「独立とはその望む結果を実現することのできる『力』
であると定義することができる」とし、「その選択（中略）
を現実に実行できない力を持たない独立には価値がな
い」と、むしろ「力」を有することが「独立性」の一要
素であるとする論者もある 13。
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　ただし、ことを複雑にするのは、ことは単に「正し
いことを言えばよい」というものではないことである。
一方で、客観的な法的分析がある。他方において、
企業の具体的な行動を判断し、現実にこれを動かさな
ければならない。それは先に「パートナー」と「ガーディ
アン」との関係性として論じたように、一面において
矛盾し、同時に循環する関係である。このような複雑
な関係と職業倫理との関係でどのように考えるか、理
論的に分析し、行動指針を示さなければなければなら
ない。

４、	 ジェネラル・カウンセル

　企業においてことを実現するということであれば、
企業組織においてその意思を実現する影響力を有する
ことが最も重要であり、本質的な要素である。
企業内における影響力は、最終的には地位の高低や
権限の大小にとどまるものではない。むしろ逆に、企
業において地位や権限を与えられるということは、影
響力を評価されたことの結果であると考えるべきであ
る。
　さはさりながら、地位の高低が、その影響力の源泉
の一つであることを否定することはできない。この点、
米国において150年を超える歴史を有し、ここ10年ほ
どの間に欧州諸国企業においても伝播しつつある「ジェ
ネラル・カウンセル」の設置およびここに弁護士が就
任することが検討するべき課題の一つということがで
きる。
　ジェネラル・カウンセルは企業の最高幹部である。
その権限・権威は極めて高く、ジェネラル・カウンセ
ルが「ノー」と言う場合に、社長を含むビジネス側が
これを無視してことを行うには、「相当の覚悟と勇気」
が必要になるとされる 14のである。

５、	 法律事務所との弁護士業務との関係

　企業内弁護士は企業内弁護士だけの問題ではない、
ということは、それが法律事務所の業務に直接的に影
響をもたらすことで端的に表れている。
　欧米で起きている現象は、力関係が法律事務所から
ジェネラル・カウンセルを頂点とした企業法務部門へ
とシフトしていることである。ジェネラル・カウンセ
ルは自身シニアで有力な法律家であり、「自らがプロ
フェッショナルとしての能力を有しており、外部弁護
士が注力していたまさにその分野に対して同様の検討
をおこなう。かくして、戦略的な意思決定の場面、時
には戦術面においても、自ら判断を行う」のである 15。
ここに、法律事務所の弁護士はジェネラル・カウン
セルによって選択され、監督される立場となる。
　これには法律事務所の弁護士がその真の法律家とし

ての力で評価されるという積極的な面を有する。また、
企業に弁護士が（特にシニアな地位に）参加することで、
企業内においてより多くの問題を発見し、その結果、
外部弁護士に対する依頼が増加する傾向が生じるのは
確かな実務感覚である。しかし、他方において、まさ
に専門家としての真の実力が厳しく評価されるという
ことにもなる。これに対して、専門性のさらなる洞爺
を始めとして、法律事務所としてもその業務のあり方
を再検討して向上する必要が生じる。

五、結語　弁護士社会としての主体性
　以上、企業内弁護士を巡る諸課題のうち、根本的と
思われるもののいくつかについて論じた。ここで、忘
れてはならないことは、これらに対応するにあたり、
弁護士社会そして弁護士会は主体的・能動的な役割を
果たさなければならないということである。
　日本組織内弁護士協会（JILA）をはじめとして、企
業内弁護士、ひいては企業法務部門についてさまざま
な団体が存在し、活動を行っているが、弁護士会は自
ら主体として取り組まなければならない。各団体は独
自の目的と優先順位を持ち、それらが必ずしも弁護士
会のそれと一致するとは限らない。最も本質的なこと
は、弁護士が「プロフェション」として、基本的人権の
擁護と社会的正義の実現をその職業的使命としている
ことである。
　これに対して、弁護士社会がこの問題について主体
的な対応をするのに最も基礎的な問題は、まさに、弁
護士会内においては未だに組織内弁護士が弁護士全体
の問題であると認識、したがって、その意義・価値お
よびリスク・陥穽に対する関心が希薄なことである。
何を置いても、まずは弁護士社会内において、認識を
浸透させることが必要である。

9 弁護士資格を持たない部員で占められていたことが、むしろ、日
本企業法務部の優れた特徴を生んだという見解すらある。稲垣泰
弘「価値観・倫理観を大切にする日本企業らしい法務部門であれ」
ビジネス法務2016年5月号22頁、22頁。筆者はかかる見解は
事実的根拠が欠如していると考えるが。

10 Richard W. Painter, “The Moral Interdependence of Corproate 
Lawyers and Their Clients’”, 67 Southern California Law Review 
507, 516 (1993)

11 Suzanne Le Mire, “Testing Times: In-House Counsel and 
Independence” 14.1 Legal Ethics 21, 32 (2011)

12 荻野定一郎ほか「企業内弁護士、シリーズ・これからの弁護士(4)」
自由と正義23巻6号84 頁、84頁（1972年）における荻野発言は、
かかる懸念が現実のものでありうることを示している。

13 La Mire (2011) op. cit at 34 
14 サ ラ・ ヘ レ ン・ ダ ギ ン、 本 間 正 浩 監 訳「 企 業 の イ

ン テ グ リ テ ィ (Integrity) と 専 門 家 と し て の 責 任 の
推 進 の 中 核 と な る ゼ ネ ラ ル・ カ ウ ン セ ル の 役 割 」 
中央ロー・ジャーナル17巻2号47頁および3号95頁、(1)55-56
頁(2021年)

15 Abram Chayes and Antonia H. Chayes, “Corporate Counsel and 
the Elite Law Firm”, 37 Stan. L. Rev. 27 277, 298 (1984)
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私が独禁法ローヤーになった理由
弁護士

雨宮　慶

1.はじめに
　「中大法曹」の読者の皆様こんにちは。東京弁護士
会（東弁）所属の弁護士の雨宮慶です。1993年登録、
修習45期でちょうど30年目です。未だ「洟垂れ」ですが、
編集担当の先輩から、お前は少し変わったことをして
いるから、これから弁護士（法曹）になろうとする方や、
なってまだ日が浅い方に対して来し方と自慢話を書け
と依頼されました。変わり者の自慢話と言われて躊躇
していたら丸め込まれてしまったので、僭越ながら経
験をご披露します。

2.私の業務の特徴
　私の業務の変わっているところを一言で言えば、競
争法（日本では独占禁止法、略して独禁法）に特化し
ているということです。競争法は今でこそ司法試験の
選択科目（科目名は経済法）になっていますが、30年
前には事件も多くなく、標榜する人もごく僅かだった
と思います。
　競争法は企業の競争行動を対象とするビジネスロー
で、個人の依頼を受けることはまずありません。また、
基本的なコンセプトが主要国で共通すること、国境を
越える事案でよく問題になること、制度や理論が世界
レベルで発展することなどから、諸外国の議論をある
程度知っておく必要があるという特徴があります。
　以下では、私がそのような競争法に特化するように
なった経緯と業務内容、感じたことについて述べてい
きます。なお、「競争法」は広い意味での分野名、「独
禁法」は日本の法律名の意味で一応

4 4

使い分けますが、
厳密でないことをご了承ください。

3.独禁法ローヤーになるまでの経緯
　私は、弁護士登録してから約4年間、日本で会社法、
金融、知的財産権（知財）、倒産や個人破産、家事事

件から刑事事件までいろいろなことをしていました。
その後のキャリアが留学、米国勤務と進む中で関心も
業務も徐々に絞り込まれ、公正取引委員会（公取委）
に勤務することで競争法を専門とすることが決定的に
なりました。

(1)競争法との邂逅

　弁護士になったころは競争法が専門になるとは全く
予想していませんでした。
　最初に在籍した事務所は弁護士8名の中規模事務所
（当時日本最大の事務所は約50名）でしたが、フラン
スの事務所と協力関係があり、金融、保険などのほか
ブランド会社の代理など取引から紛争まで種々の業務
を行っていました。ブランドに関する商標法や不正競
争防止法に多少関心はあったものの、所長から独禁法
も勉強せよと言われた時には、全く興味もない分野で
戸惑ったものです。
　その事務所で、海外の高級化粧品会社を代理して、
日本のディスカウンターとの取引上のトラブルの事案
に関与することになりました。独禁法の世界では、商
品の供給拒絶の適法性が最高裁まで争われた「資生堂
事件」という著名な事件があるのですが、私の事案は
訴訟にこそなっていないものの争点はそれとほぼ同じ
です。これが私の記憶に残る最初の競争法の事案です。
　当時は資生堂事件の一審判決が出た直後で、資生堂
の供給拒絶が独禁法違反（再販売価格の拘束）とされ
たので、その論理に従うと私の依頼者も不利です。頭
を抱えて判例評釈など各種文献を熟読し、執筆した先
生の講演会で質問するなどして判決の問題点を整理し、
依頼者と作戦を練り、相手方と丁寧に交渉を続けまし
た。そうするうちに二審判決が出て資生堂が逆転勝訴
しましたので、判決の論理に沿って助言したところ、
依頼者の満足する形でトラブルを解決することできま
した。
　この件でいろいろ調べたことで、私は独禁法やビジ
ネスの実際の現象に関心を持ち始めたのです。ただ、

特　集特　集  法 曹 の 将 来 と 課 題
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入所の条件であった留学が見込めなさそうだったので、
この事務所を2年で退職し、別の事務所に移籍しまし
た。

(2)留学準備（お金を貯める期）

　自費で留学する決意をして移籍した事務所は、さら
に幅広い事案を取り扱う開設直後の小さな事務所で
す。個人事件も受任可能でしたので、僅かですが私自
身に来た依頼を受け、4年目の留学を目指しました。
国選弁護事件も積極的に受任し、（今では考えられま
せんが）受け手がいないと弁護士会から電話がかかっ
てくるほどになりましたが、それでもまる3年では十
分な資金をつくれず留学は1年先送りしました。
　その事務所の創立メンバーが倒産事件を多く扱って
おり、それを何件も補助したことや、個人破産の激増
など時代背景もあって、4年目にいわゆる和議くずれ
の破産事件の管財人をして報酬も得ました。ただ、出
願したその年の秋に1ドル110円前後だった為替相場が、
留学中に147円くらいまで急落し、出願を1年延ばし
て貯めた資金が雲散霧消したので（涙）、家族に借金
するはめになりました。
　留学のテーマは国際訴訟、国際倒産、競争法の三つ
で迷いましたが、とりあえず競争法にしておこうとい
う程度の感覚で競争法に決めました。

(3)留学期

　留学先は米国ミシガン大学ロースクール（LL.Mプロ
グラム）です。ペーパー（卒論）の要件があり、化粧品
の対面販売と独禁法という資生堂事件の争点の日米比
較について論文を書きました。
　コネクションも大事務所の後ろ盾もなく、修了後に
米国に残れる保証がない私は、プログラム開始直後か
ら米国中の事務所に履歴書を送って職を探しました。
電子版のデータベースなどない時代ですから、百科事
典のように分厚いディレクトリをめくって事務所を調
べるというアナログな方法で行います。約500通送っ
て返事が来たのが20通くらい、面接にこぎつけたの
が3事務所程度です。それでも何とかロサンゼルス（LA）
の事務所に採用されました。
　英語力不足なのに就職活動で予習復習ができず、朝
から深夜まで図書館、節約のため学期中家族と外食は
一切せず、11月後半からは延々と豪雪という状況で、
精神的にかなり追い込まれました。ただ、異国の地で
用意されたものは何もなく、すべて自分で行うサバイ
バルでしたので、この時に随分鍛えられたように思い
ます。

(4)米国事務所勤務期

　1998年秋から働き始めたLAの事務所は、米国進出
した多くの日本企業を代理しており、日本人のパート
ナーもいました。ですからよく言われる「研修」ではなく、
完全に働き手として使われました。業務は「よろずお
世話係」という感じで、不動産投資や商品の米国展開、
現地採用従業員の労働問題から駐在員のビザ取得まで
何でもありです。そうした中、複数の日本企業の米国
子会社どうしがカルテルを行った疑いで、司法省から
強制捜査を受け、私のいた事務所も1社を代理するこ
とになりました。担当チームのリーダーは米国人の反
トラスト法（米国の競争法）の専門家ですが、私は自
ら手を挙げてそのチームに入れてもらいました。この
事件が終わらないうちに私は帰国することになるので
すが、貴重な経験でしたし、依頼者の一部の方とは今
でも交流が続いています。
　LAの事務所に勤務したのは登録後6年目から8年
目の間ですが、その間私は常に、その後も米国で活動
を続けるか、帰国するか、帰国するなら生きる道は競
争法の専門家か、企業法務全般か、それこそ公取委に
研修という制度はないのかと思案していました。伝手
を辿って聞いてみると公取委も関心を持ってくれたの
で、一時帰国して公取委の方に会いに行きました。そ
して提案されたのは一般の公務員としての採用で給与
も公務員と同じ、弁護士登録は抹消というものでした。
　自費留学に加え、借金もあって苦しかった私は相当
迷いましたが、2000年末ころ、次の国会で成立が見
込まれる任期付き任用制度に乗せられそうだという連
絡を受けました。そうであれば登録は維持できますし、
給与も多少上乗せされます。そこで私は帰国を決断し、
任期付き公務員の一期生として2001年4月から公取委
で勤務することになりました。

(5)公取委勤務期

　公取委での本籍地は審査局の審判担当でしたが、か
なり以前の特殊な例を除けば公取委にとって弁護士の
本格採用は初めて、私もそれなりの年次で海外経験も
あるということで、審判に限らず、企業結合や外国当
局との意見交換、立法のための有識者会議、委員長（当
時は検察出身の根來泰周さんで、私の受験時の司法試
験管理委員長）をはじめ法曹出身者との交流や勉強会、
職員に対する研修など、様々な業務や行事に関与する
機会を得ました。
　一方、敵（弁護士）に戻る者には手の内を見せない
と現場の職員から言われたり、弁護士にとって当然の
主張・立証の考え方や訴訟技術、倫理などで意見の相
違から衝突したことも多くあります。ただ、それが外



特　集 27

中 大 法 曹

部の知見の提供を期待された者の役割と認識し、熱意
をもって伝えるべきは伝え、丁寧に仕事をすることで
信頼関係を築くよう努めました。
　公取委で得た独禁法の知識や実務経験もちろんです
が、それ以上に役所としての公取委と、そこで働く職
員の価値観や行動原理を知ることができたことは、弁
護士に戻って独禁法を扱う上で貴重な財産となりまし
た。また、法の解釈・適用では目的を実現できない場
合には法を作ることが必要で、そのための知見やリソー
スが必須であることも、弁護士をしているだけでは知
りえなかったことです。
　さらに、多くの部署と世代が多階層のピラミッドを
構成する大きな組織で、地位も能力も異なる人々を動
かし、動かされる時の法則や留意点も今さらながら再
認識しています。
　公取委で多くのことを吸収し、また提供することも
できたのは、その前に留学を含め8年くらい広範囲の
業務を行い、物事を批判的に見たり、提言ができる経
験を積んでいたことによるものと思います。

(6)弁護士復帰

　2004年に公取委の3年の任期を終了し、米国事務所
の東京オフィスで弁護士としての活動を再開しました。
この時採用の話をした日本の事務所は独禁法を有望な
分野と見ていませんでしたが、米系の事務所ではすで
に競争法が主要分野であるため、日本法の専門家を必
要としていました。この事務所には16年ほど在籍し
ましたが、今は修習時代の同級生が中心メンバーの事
務所にいます。次項でこれらの事務所での競争法実務
をご紹介します。

4.独禁法ローヤーの仕事

(1)依頼者に対する業務

　弁護士復帰直後は、大企業でさえ、欧米の競争法を
警戒するものの日本の競争法に対する感度はあまり高
くありませんでした。ですから、欧米の弁護士がリー
ドする電子機器の技術標準における必須特許とか、ク
ロスボーダーM&Aに関する競争法上の分析や戦略立
案の日本法部分を担当したり、それを基にセミナーで
講演したり、論文を執筆したりして、まずは競争法の
認知度と私自身の知名度を上げることに注力しました。
　そのうちに日本でもマイクロソフトやインテルの取
引条件に関する調査、橋梁談合の刑事告発など、公取
委が次々と重大事件を手掛け、2006年初頭にはリニエ
ンシー制度（違反行為を自主申告してペナルティを軽
減する制度）が導入されたことで、日本の独禁法も日

常のビジネスで当然に留意すべきものとなり、競争法
は弁護士の業務分野として確立したものとなりました。
私もこのころから「東京発」のクロスボーダー案件を多
く手がけました。新聞の一面で報道されたものがいく
つもあります。
　競争法に関する弁護士の業務は大きく調査系
（investigations）と取引系（transactions）に分かれます。
調査系は当局の調査に対するディフェンスで、国によっ
て刑事捜査もあれば、行政調査（強制・任意）もあり
ます。これに対して取引系はさらに企業結合とそれ以
外の取引に分けられます。前者は企業結合審査の対応
で相手は主に当局です。多くの場合、M&A取引に競
争上の懸念がないことを当局に説明して承認を得るこ
とが目標ですが、第三者を代理して当局の承認を阻止
する活動もあります。後者はバラエティに富みますが、
総じて言えばビジネスモデルや取引条件の適法性に関
する助言が多いです。例えば資生堂事件のようにブラ
ンド品のメーカーが販売店に対して要求する店舗や商
品陳列のデザイン、販売員の研修受講義務等の条件設
定とか、POSシステムの機械＝物＝だけでは販売せず、
全国の店舗の売上管理システムの設計と施工、保守を
一括して請け負い、料金はサブスク方式にするとか、
食品メーカーが、味覚を数値化してAIに学習させて新
商品を開発する技術を同業他社と共同研究することな
どについての助言です。

(2)依頼者に対する業務以外の業務

　依頼者に対する業務以外では、各種の研究会に参加
して勉強したり報告したりすることがあります。私が
役員をしている競争法フォーラムや東弁の独禁法部は
実務的な研究会、経済法学会は学術的な研究会の代表
です。
　 国 際 的 な も の で は International�Competition�
Network（ICN）という競争当局間の組織の非政府ア
ドバイザー（NGA）を弁護士復帰直後から務めています。
年次大会やワークショップが各国で行われ、そこで報
告したり、議論を聞いたりします。このほかに米国法
曹協会（ABA）の大会などにも時々参加します。知識
のアップデートだけでなく、諸外国の当局関係者や弁
護士との交流にも有益です。
　また、前述したように執筆も機会があれば積極的に
行います。ジュリストやNBLのような法律雑誌のほか、
業界紙や英文雑誌に寄稿することもあります。このよ
うな活動をしていると司法試験考査委員や大学院の教
員といった依頼を頂くことがあります。可能な範囲で
お引き受けしています。
　これらの活動は大変ですが、依頼者に対する業務に
も大いに役立ちます。
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　余談ですが、私が司法試験受験生のときに座右の書
であった判例百選の解説を自分が書いたり、根來委員
長の下で仕事をし、後に考査委員になったことにある
種の感慨を感じます（さらに余談ですが、私が考査委
員の時にあの「大事件」が起きました）。

5.専門化することの長所・短所

(1)独禁法ローヤーの魅力

　独禁法ローヤーの一番の魅力は、国内外の多様な分
野の最先端のビジネスに接して、知見を深められるこ
とだと思います。未だ公表されていない新規事業のフ
レームワークを知り、商品やサービスのコストと価格、
得られる利益、投資回収に要する時間をベースに、ラ
イバル企業との差別化や取引相手に対する影響を考え
つつ、いかに利益を確保するか。適法・違法が明白な
事案はむしろ稀なので、リスクはどの程度か、それを
減らす代替策は何か、それをいかに契約書やビジネス
文書に表現していくか、どのように消費者の誤解なく
魅力的に伝えるのか。これらを考えるのは、法的な分
析でありながらビジネス感覚と想像力が求められるや
りがいのある作業です。競争法に特化することで得ら
れる多様な産業分野の業際的な経験の積み重ねが、他
の分野に応用する際の土台になり、発想に厚みが増し
ていきます。
　こうして一つの分野を究めていくと、研究発表や教
育、立法に関与する機会を得ることもあり、それによ
る相乗効果も生じます。

(2)専門化することのマイナス面

　まず、ビジネスは営利を追求しますから、コストの
かかる紛争を避け、いかにウィン・ウィンにするかを
考えます。ですからビジネスローではどうしても紛争
になる前の作業が多く、訴訟活動の割合は相対的に
低くなります。これは見方によっては短所でしょう。
もちろん競争法の分野でも資生堂事件のような紛争事
案もありますし、調査系の事案では各国の当局と対峙
したり、集団訴訟もありますので、訴訟と無縁という
わけではありません。ただ、やはり紛争・訴訟以外の
業務が大半ですし、基本的人権を強く意識するような
事案もありません。
　次に、競争法に限らず、何かに特化して深く追求す
れば、他のことに割く時間が減るのは必定です。その
意味では、特化していない多くの分野の最新の知識に
ついて手薄になることは否めません。
　また、専門分野の需要がなくなれば途端に「食い扶
持がなくなる」ので、第二、第三の得意分野を持って

いるに越したことはありません。弁護士も職業である
以上、収入の確保は無視できない現実の問題です。私
の場合、競争法以外では、現在はデータ・情報関連や
製薬会社の仕事が割と多い気がしますが、波もありま
すので、常に悩み、もがいていることも事実です。専
門化したからと言って、自慢できるほど華やかでも楽
でもありません。

6.将来の方向性に悩む後輩の方へ
　弁護士の経済環境が悪化し、法曹志望者も減少して
いる中で、志を持って法曹の道に進まれる後輩の方に
心からエールを送りたいと思います。そのような方の
お役に立つかどうか分かりませんが、ここで変わり者
の経験上感じたことを少し書いてみようと思います。

(1)突拍子もない選択肢を

　折に触れて助言を頂く大先輩の弁護士の方から、依
頼者の苦境を打開する優れた方策に思い至るためには、
普通なら考えもしない極端な案も検討せよと言われま
した。私はこれがキャリア選択にも妥当すると思って
います。どの分野でも、先人がいればレールは引かれ
ていてあまり怪我はしませんが、後塵を拝します。天
邪鬼な私は、前例も先人もない極端なことに惹かれま
す。普通なら独立やパートナーを意識する時期に公取
委に行くのも、競争法をやるために米国の事務所に入
るのもその例です。苦悩も失敗も多かったですが、得
られたものも多かった気がします。

(2)専門分野は狙ったところにならず

　私の実感です。修習時代から目を付けていた分野も
あったのですが、登録前後にそれがブームになり、諸
先輩が活躍し始めたので、1年生の私に出番はありま
せんでした。私の今の専門分野は、当初考えもせず、
むしろ敬遠していた競争法です。偶然頂いた仕事から
そうなりました。結果論ですが、私はモノ作りとか商
品開発、マーケティングが好きだった（好きになった）
ので、競争法に惹かれ、徐々に傾倒していきました。

(3)先輩を頼るべし

　司法試験合格直後に知り合った中大卒の先輩弁護士
には、ことあるごとにキャリアについて相談しています。
その都度丁寧に助言し、激励してくれます（その代わ
り時々無茶な手伝いをさせられます）。
　LAの事務所時代、伝手がなかった私を公取委に紹
介して下さったのは、独禁法の大家で中大出身の弁護
士の方です（その方には後に東弁の独禁法部でご指導
いただくことになります）。そして、その大家の先生
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に引き合わせて下さったのは、前述の中大卒の先輩弁
護士とその恩師の教授の先生です。
　司法試験考査委員をしていた時は、経済法がご専門
の金井貴嗣中大教授とご一緒して議論し、多くのご示
唆を頂きました。金井先生には今でも学会でお世話に
なっています。
　この他にも多くの中大出身の先輩方の懐に飛び込
み、時には無礼に教えを請い、助言を頂きました。そ
のすべてが私のキャリア形成に役立っています。
　これから法曹界の中心を担っていく世代の方にも、
ぜひ中大法曹のネットワークを上手に使って、助言や
気づき、ご縁を得て頂きたいと思います。

7.おわりに
　ここまで変わり者のキャリアについて、回顧録とも
経験談ともつかないダイジェストで書き連ねてきまし
た。年配者の自慢話は鬱陶しいのが常ですが、私の経
験や所感が、後輩の方の進路の決定に少しでも参考に
なるか、せめて一利もないが百害もない程度にとどまっ
ていれば嬉しく思います。
　文字にできない話もありますが、もしお聞きになり
たい方があれば、年配者の必須アイテムである米か葡
萄の果汁を飲みつつ語り合いましょう。
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新潮流「web3」の分野横断的
ルールメイキングの現場
～ある弁護士の分野横断的なキャリア形成～ 弁護士

増田　雅史

特　集特　集  法 曹 の 将 来 と 課 題

　岸田政権は2022年6月7日に閣議決定した「経済財
政運営と改革の基本方針2022」（いわゆる骨太方針）に
おいて、「web3」の推進と環境整備をわが国の成長戦
略に盛り込むに至った。
　web3（ウェブスリー）とは、特定の管理者がいない、
ブロックチェーン技術によって実現した分散型インター
ネット、あるいはその利用法を指す概念だ。いわゆる
GAFA（Google、Apple、Facebook、Amazon）をは
じめとするビッグテックによる個人情報管理への懸念、
ブロックチェーン技術の発達、仮想通貨の普及などを
背景として台頭したアイデアであり、後述する「NFT」
分野の勃興をきっかけとして、2021年後半から全世界
的に注目されるようになった。
　小職はこの政策決定に至る過程に深く関与する機会
を得た。そこには小職自身の分野横断的なキャリア形
成が深くかかわっているので、いただいたテーマであ
る「法曹の将来と課題」という観点からも示唆的な内
容をお示しできるものと考え、この場を借りて紹介さ
せていただく。

法科大学院制度の当初理念
　小職は、中央ロースクールの誕生と同時に白門を叩
いた、いわゆる「一期未修」である。
　ご存じのとおり、わが国の法科大学院制度のモデル
となった米国の大学システムは、基本的に「法学部」を
持たない。法律は他の学問領域を修めたのち、大学院
であるロースクールで学ぶ仕組みである。したがって
米国の法律家たちは、必然的に法律以外の学問的バッ
クグラウンドを有しており、元来学際的だ。いわゆる
STEM1教育を受けた者も多数存在する。
　小泉政権下での司法制度改革は、既に非法曹の領域
においても一定の役割を果たしていた法学部の在り方
にまでは及ばず、各大学に法学部が存置されたまま法
科大学院制度がスタートした。しかし、各法科大学院
には未修者コースが設けられ、米国同様、3年の課程

を修めた者にJ.D.（Juris�Doctor：法務博士）の学位を
与え、それを司法試験の受験資格とした。
　このようなプロセス重視の法曹養成の仕組みは、多
様な人材を法曹として育成するという法科大学院制度
の当初の理念を体現するものであった。

分野横断的なキャリア形成
　小職は大学生活の4年間を理系学生として過ごした
のち、その卒業のタイミングで開学した中央ロースクー
ル（CLS）の門を叩いた。2004年のことである。
　わが国ではこうした選択を「文転」（文系への転向）
と評する向きがあるが（実際よく言われた）、小職は
むしろ、理系学生としてのバックグラウンドに法律を「掛
け算」したつもりであったし、実際、今の弁護士業務
においても両方のセンスが求められる場面が多い。元
来、社会で生起するさまざまな事象は文系や理系といっ
た色分けをもっているわけではなく、よって両者を区
別したり、まして出身の大学・学部によって将来を規
定したりすること自体が、本来的にはおかしなことな
のだ。
　このように、旧来的なキャリア観に疑問を抱いて来
た小職は、2008年に弁護士登録（修習61期）し、森・
濱田松本法律事務所に入所した後も、大手ローファー
ムにありがちな特定の法分野に特化した専門性の獲得
ではなく、IT・デジタル分野を横断的に取り扱うこ
とを一貫して志向してきた。米国留学前はとりわけデ
ジタルコンテンツ分野に深く関与し、例えば、経済産
業省メディア・コンテンツ課（現・コンテンツ産業課）
初代弁護士出向者としての経験を起点として 2、スマ
ホの普及とともに急速に規模を拡大したオンラインゲー
ム業界における諸問題に取り組んだ。中でも、2012
年のいわゆる「コンプガチャ」騒動に前後して、業界
団体における複数の自主規制ルール策定に関与し、「ソ
フトロー」（法令に基づく拘束力を前提とする「ハード

1 Science（ 科 学 ）、Technology（ 技 術 ）、Engineering（ 工 学 ）、
Mathematics（数学）の頭文字をとった語。
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ロー」に対置される、緩やかな社会規範）的アプローチ
による問題解決の最前線に立つ経験を得た。
　弁護士生活7年目の2015年には、スタンフォード大
学ロースクールに留学した。スタンフォード自体、シ
リコンバレーの誕生に深くかかわり、現在もシリコン
バレー・エコシステムの枢要部を担うという特質から
テック全般と非常に親和的であったが、とりわけ小職
が修めたLL.M.�in�Law,�Science�&�Technology（LST）
プログラムは、「科学技術の交錯する法律実務を最高
のレベルで実践」することを掲げ、法律実務家のみな
らず企業・政府その他の公共部門を巻き込む形で、科
学技術の発展が生起するさまざまな社会問題に対して
イノベーティブな答えを発見することを志向するという、
極めて分野横断的な発想で設置されていた。現に所属
したLL.M.課程には、既にこうした経験を積んだ世界
各国の法律家や学者が集結し、法分野・社会分野それ
ぞれの視点でさまざまな情報や考え方に触れることと
なった。怒涛の速さで変化する社会に対して、法制度
や政策を動員してどう問題を解決するかという、ルー
ルメイカーとしての思考を磨くに適した場であった。
　その後の米国ローファームでの研修やシンガポール
駐在という3年の海外生活後は一転、金融庁の常勤専
門官として2年にわたり、急速に発展し種々の問題を
抱えるブロックチェーン分野に関わる金融関連法制の
改正を担当した。企業法務弁護士の一般的なキャリア
観からすると、これは専門分野の「転向」である。現
に小職は、改正作業の主担当となった金融商品取引法
について、そもそも弁護士として取り扱った経験すら
なく、この出向は一見する限り異例なものであった。
しかし、小職は弁護士となることを決意した時と同様、
これは転向ではなく「掛け算」と考えた。あらゆるも
ののIT化が進行する現代において、ブロックチェーン
技術が最も先鋭的に法制度と衝突する金融規制の領域
は、むしろ「本丸」に思えたのだ。
　2020年、無事に改正作業を完遂し事務所に復帰し
た小職は、理系のバックグラウンドをもち、デジタル
コンテンツ分野に加え金融分野という専門性を獲得し
つつ、ソフトロー的アプローチに加えてハードローに
よる問題解決の経験も有するという、特異なキャリア
を有するに至った。

社会課題の複雑さ：	
「Web2.0」から「web3」へ
　前記のとおり、社会で生起する新たな事象は文系や
理系といった色分けをもっていないし、従前の思考様式・

方法で簡単に整理・解決できるものとは限らない。ま
してIT社会の在り方が変革を迫られるとすれば、発
生する問題は極めて複雑である。
　ネットの利用が情報の取得に限定され、情報の送り
手と受け手の関係が固定化されていた時代と異なり、
特にスマホの普及が本格的にはじまった2010年前後
から、一般大衆が情報の送り手として振る舞うように
なった。この変化が、いわゆる「Web2.0」である。もっ
とも、Web2.0は消費者の情報の大規模な集積と、そ
れを利活用する事業者の「勝者総取り」を招くに至り、
GAFA等のビッグテックによるネット空間の支配が強
まるに至った。わが国はこの大きなトレンドの中で主
役としての地位を占めることができず、「デジタル敗戦」
を迎えたとも評される。
　ここで登場するのが、新たな概念「web3」である。
冒頭で述べたとおり、これはビッグテックによる個人
情報管理への懸念、ブロックチェーン技術の発達、仮
想通貨の普及などを背景として台頭した、ブロック
チェーン技術によって実現される分散型インターネッ
トのアイデアだ。web3はWeb2.0を置き換えるもので
はなく、棲み分けつつ共存するという考え方が主流で
あるが、いずれにせよ、大衆のネットへの接し方を大
きく変化させる点で、社会に変革を迫るものである。
　web3が全世界的に注目されるようになったのは
2021年後半になってからであるが、そのきっかけとなっ
たのが、2020年末頃から急速に台頭した「NFT」だ。
NFT（Non-Fungible�Token）とは、ブロックチェーン
上で発行・取引されるデジタルトークン（トークン＝
お金の代わりになる印のようなもの、のデジタル形態）
のうち、ビットコイン等の仮想通貨のように1つひと
つが無個性なものと異なり、それぞれ個性的なトーク
ンのことである。当初はデジタルアート分野での活用
が注目されたが、その後、デジタル資産の取引インフ
ラとしてブロックチェーンを用いる際のツールとして
の利用可能性を見据え、多種多様なチャレンジが行わ
れている 3。
　NFT分野においては、デジタルコンテンツ領域と
ブロックチェーン領域が必然的に交錯することとなる
が、コンテンツビジネスの分野と、主なブロックチェー
ン規制である金融分野とでは、求められる専門性が大
きく異なる。その両面を同時に扱える法律実務家はほ
ぼ絶無であり、必然、両分野に深く関与してきた小職
には、様々なご依頼をいただくこととなった。
　遡れば、世界にNFTという概念自体が生まれたの
が2017年後半のことであったが、小職はシンガポール
駐在中であった同年末にはすでに、国内第一号と思わ
れるNFT活用サービスへのアドバイスを行っていた
こともあり、その後の金融庁でのキャリアとあわせ、

2 弁護士1年目での部分出向（週2日のフルタイム）という異例な形
であったが、急に必要性が高まり決まった話であったため、学生ア
ルバイトと同じ扱いでの勤務であった。小職の任期満了後は出向弁
護士のための課長補佐ポジションが設けられ、現在も存続している。
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故スティーブ・ジョブズ氏が説いた“Connecting�the�
Dots”を感じずにはいられなかった 4。

新たなルールメイキング手法の萌芽
　急速に台頭したNFTは、既存の法規制・税制との
衝突や消費者保護をはじめとするさまざまな課題を浮
き彫りにした。政・官はその対応を迫られたが、のち
のweb3につながるように、関連する領域は極めて多
岐にわたるため関係省庁の特定が難しく、また、その
新規性のため、具体的な課題の抽出や解決策の提示自
体が簡単なことではなかった。他方で、政府の一部に
は、Web2.0時代におけるデジタル敗戦をweb3時代に
もふたたび繰り返すのではないかとの危機感から、こ
のトレンドを機動的・積極的に政策立案に活かすべき
だという動きが生じていた。
　そこで自由民主党デジタル社会推進本部は一計を案
じ、平将明議員を座長とする「NFT政策検討プロジェ
クトチーム（PT）」を組成した上で、政策提言の策定
のため、複数の外部弁護士で構成されるワーキンググ
ループを設置した 5。小職はその一員として、とりわ
けNFTに関する諸問題をもっとも横断的に把握する
者として政策集の目次づくりから関与することとな
り、その成果は2022年4月公表の「NFTホワイトペー
パー」6に結実した。その作成過程では、課題ごとに特
定された省庁関係部局とのすり合わせを実施し、ペー
パー公表後も進捗状況をヒアリングする場が設けられ
るなど、政策の実行に向けたフォローアップにも余念
がない（現に、各省庁での検討は着実に進行しており、
小職も多くの会議体で構成員を務めている）。さらに、
名称変更を経た「web3PT」は同年12月、「web3政策
に関する中間提言」を公表 7。2023年春には再度のホ
ワイトペーパー公表を計画している。
　政権与党の政策提言といえば、関係省庁が事実上関
与する形で策定するのが一般的なやり方であり、少な
くとも、外部弁護士をドラフターとして積極的に起用
する進め方は先例がなかったようである。しかし結果
として、分野横断的な社会課題をスピーディーに整理
し提言化することに成功したため、政治主導の新たな
ルールメイキングの手法として定着するかもしれない8。

まとめ
　小職はこうして、分野横断的なキャリア形成を志向
してきたことにより、様々な立場から、また従来には
なかった形も含め、ルールメイキングに関与する機会
を多く得ることとなった。日々の弁護士業務の中でも、
先端領域において次々と生起する問題について、そう
した新規な情報を常に追いかけつつ、場合によっては
ソフトロー・ハードロー両面でのルール形成をも視野
に入れ、どうすればクライアントの希望を実現できる
か（または何が望ましい事業判断か）という問題解決
型アドバイスを行うこととなる。
　これは伝統的な弁護士業務を超え、多分にコンサル
タント的であるが、いわゆる職域拡大に寄与している
こと自体は確かだろう。2004年に始まった法科大学院
制度は、その後明らかに踊り場を迎え、多様な人材の
育成という当初理念の達成は覚束ない状況にある。し
かし、社会における法曹の役割を拡大していくためには、
法曹となる前後いずれの段階においても、分野横断的
なアプローチは重要なはずである。小職の経験はあく
まで一例であるが、将来における中央ロースクールの
教育・運営や若き法曹のキャリア形成にとって、何ら
かの参考となれば幸いである。

3 ご関心ある諸先生方には、拙著で恐縮だが『NFTの教科書』（共編
著、2021年、朝日新聞出版）、『NFTビジネス見るだけノート』（監
修、2022年、宝島社）をお薦めしたい。

4 2005 年のスタンフォード大学卒業式に招かれたジョブズ氏が、
スピーチの中で話した3つのテーマの1つ。将来を見据えて点と
点を繋ぐことはできず、後になって振り返ることしかできないか
ら、いつか点と点が繋がると信じよ、と説いた。

5 弁護士チームの結成にあたっては、長島・大野・常松法律事務所パー
トナーから転じて2021年に衆院議員となった塩崎彰久議員（修習
55期）が大きな役割を果たされた。

6 2022 年 4 月 26 日『デジタル・ニッポン 2022 ～デジタルによ
る 新 し い 資 本 主 義 へ の 挑 戦 ～』（https://www.jimin.jp/news/
policy/203427.html）別添1。

7 https://www.taira-m.jp/2022/12/web3-1.html
8 敢えて注文をつけるならば、きちんと報酬を支払うほうが仕組み

としての永続性があるだろう…。現在は完全な手弁当だ。
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テクノロジー時代の法曹の在り方
～法務機能についての再考と法務案件の課題解決方法から～

弁護士
山本　俊

はじめに
　AIをはじめとするテクノロジーが法曹業界にも登
場してから早くも数年が経過して、いよいよテクノ
ロジー時代の法曹の在り方を意識せずをえない状況に
なってきました。筆者が経営するGVA�TECH株式会
社においてもAIによる契約書レビュー支援ツールや
法人の変更登記作成支援ツールを提供しています。少
なくとも現段階ではテクノロジーは万能ではなく訓練
された法曹に劣る部分が多いものの形式面の文書の
チェックであったりリサーチのスピード等は法曹を上
回る場面も出てきています。

　本稿においては筆者がテクノロジー時代においても
変わらない法務の価値を探求するために、研究を重ね
ていた法務機能についての再考、法務機能のポテンシャ
ルを発揮するために最も重要なことは何かについての
考察を加えた上で、テクノロジー時代における法曹の
在り方について述べることとします。

　なお、法務機能についての考察等は、企業内の法務
部門と事業部門を想定していますが、本質的には企業
と外部の弁護士との関係も同様であると考えています。

法務機能についての再考
　2018年から経済産業省が有識者と共に議論してま
とめた報告書があります。非常に有益な議論がなされ
ており、改めて読み直しつつ、法務機能について再考
察を加えようと思います。

経産省が考える法務機能の定義

まずは議論の出発点として経産省が考える法務機能の
定義を確認したいと思います。
�

　

このスライドでは法務機能を「社内外の関係者との対
話を通じて、法令や契約のみならず、社会的評価等も
意識した調整を行い、健全で持続的な価値を共創する
機能」と定義しています。

　経産省は法務機能を法務部門に限らず様々な関係者
を巻き込んで実行していくニュアンスを取り込んでい
ます。法務機能は法務部門だけではないのはもちろん
事業部門を含む社内にもとどまらずに関係者を広く巻
き込んでいく機能であると言えます。

データからみる法務機能の分散

　GVA�TECH株式会社で2022年12月に行ったアンケー
ト結果があります。
3476人の法務部門外のポジションの方々に法務関連業
務の対応状況についてアンケートをとりました。

　法務部門外のポジションの方々も様々な法務関連業
務を行っていることがアンケート結果からみてとれます。

特　集特　集  法 曹 の 将 来 と 課 題

法務機能実装の方向性_のストーリー（案）　から
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ソニー創業者の盛田昭夫氏

　30年以上前のジュリストに以下のような文章があり
ます。
　「ビジネスのリスクを的確に分析し、説明し、トッ
プに決断を求めるこの機能こそが企業法務の基本だと
思う。だから私は最後の決断は必ず自分で下すが、法
務の人のいうことをいつもよく聴くようにしている。」
　経営者のみた法務戦略……盛田　昭夫（ジュリスト
857号,1986年）より

　日本を代表する企業ソニー（現ソニーグループ株式
会社）の創業者である盛田昭夫氏の言葉から、専門的
な部分については法務部門があくまでもスタート地点
であるが、専門的な知識を噛み砕いて説明してもらい
経営者である氏が法務機能を経営に吸収している様子
が伺えます。

	法務機能のあるべき姿

　法務機能は法務部門だけが保有するものではなく、
経営や事業部門をはじめとする全部門に分散して、各
機能と不可分一体になって存在しています。経営や事
業部門も法務に業務時間を割いていますし、法務のこ
とを理解していないと自らの機能も本質的には果たす
ことができません。裏を返せば、法務部門も経営や事
業部門をはじめとする他部門についての理解がないと
法務機能を本質的に果たしていないこととなります。

　法務機能のあるべき姿は「法務と事業が一体となる」
ことではないかと考えています。

　そうすることにより、法務機能のポテンシャルを最
大限に発揮することにより、他部門の機能のポテンシャ
ルも最大限に引き出されることになると考えます。

　「法務と事業が一体となる」状態やその有益性は企
業の業種業態・フェーズや企業戦略によっても異なり
ますが、法務機能が法務と事業での区別なく企業価値
や企業の競争力の向上に貢献している状態であると言
えるでしょう。

法務の案件の特徴と課題
　あるべき姿に向かうため、現状とのギャップである
課題を法務案件の特徴とデータによって整理していき
ます。

法務案件の特徴

　法務案件の特徴は大まかに3つあります。
●複数関係者を巻き込んで処理に向かうこと
●案件の単位が一つのドキュメントに固定化されな
いこと
●別の業務プロセスの一部として法務案件化される
こと

法務案件の課題

　こちらもアンケート結果から確認します。（2022
年12月に法務部門771名、非法務部門2476名の合計
3247名から集計）

　まずは契約書関連の課題について確認します。

　法務部門の課題TOP5はこちらとなります。
1.　過去の案件を調査するのが手間
2.　依頼を受ける時の情報が少ない
3.　事業部等からの背景をヒアリングするのが手間
4.　締結済みの契約管理が手間
5.　電子契約と紙が併存していることが手間

　次に非法務部門の契約書関連の課題意識について確
認します。

　非法務部門の課題�TOP3はこちらとなります。
1.　過去の案件を調査するのが手間
2.　電子契約と紙が併存していることが手間
3.　�担当者によって回答の方針が変わり一貫性がな
い

ポジション別　法務関連業務の対応状況
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　契約書以外の法務案件の課題意識がこちらです。

法務部門の課題TOP5はこちらとなります。
1.　�依頼を受ける時の情報が少ない、的を得ていな
い

2.　�過去の回答内容や対応履歴の検索・調査に時間
がかかる

3.　回答作成や調査に時間がかかりすぎる
4.　回答に自信が持てない
5.　事業部等が無理な期限設定や催促をしてくる

　非法務部門の課題TOP3はこちらとなります。
1.　回答までのリードタイムが長すぎる
2.　回答内容がよくわからない
3.　�過去の回答内容や対応履歴の検索・調査に時間
がかかる

法務案件における課題の構造

　法務案件についての課題はこれらのデータに限らず、
大きい課題から小さい課題まで様々なものが存在して
います。さらに法務案件の特性が複数関係者が複数の
ドキュメントやコメントを様々な業務プロセスの中で
生成することから課題が複合的に入り組んで解決がし
にくい構造になっています。

課題解決のための幹
　課題が一定整理されたことより現状からあるべき姿
に近づくための道のりについての検討を進めます。

複合的な課題の根本は何か

　データで確認したとおり、法務部門も非法務部門も
様々な課題を抱えています。

　法務機能に関わる課題は、部門を越えて複合的に入
り組んでいるにもかかわらず、表層的な課題解決に飛
びつき新たな課題を生み出してしまったり、部分最適
的に課題解決してしまい逆に残った課題の解決が難し
くなったりしてしまうことが多々あります。

　複合的な課題を根本的に解決するためには「ナレッ
ジマネジメント」←「法務案件の集約」←「案件の受付
管理」という一本の幹をしっかりと作ることが重要だ
と考えます。

　特に回答が多かった「過去案件を調査するのが手間」

という課題を解決するためにはナレッジマネジメント
の手法を活用することが効果的です。

　ナレッジマネジメントとは「企業や社員の持つ知識・
経験などを共有して、創造的な経営を実践すること」
と一橋大学名誉教授・経営学者である野中郁次郎先生
は定義しています。

ナレッジマネジメントの効果と課題

　まずナレッジマネジメントの目的・効果について整
理をします。「企業法務におけるナレッジ・マネジメント」
（商事法務）によると、下記の6点を挙げています。

①業務の効率化
②生産性および質の向上、競争力の強化
③リスクの低減
④人材育成
⑤職場環境に対する満足度の向上
⑥法的アドバイスに対する一貫性の担保

　ナレッジマネジメントは成功すると複合的な法務機
能における課題が一挙に解決される素晴らしい効果を
生む概念です。

　しかし、前述した法務案件の特徴が法務機能のナレッ
ジマネジメントの難易度を高めてしまっています。

　法務案件の特徴から導き出されるナレッジマネジメ
ントにおける最大の課題は「法務案件の集積の難易度
が高い」ということです。法務案件は複数の関係者が
様々な業務プロセスの中で関わり、案件の単位や形式
も1つのドキュメントやコメントに集約されるもので
はないのです。

法務ナレッジマネジメントための受付案件管理

　法務案件のナレッジマネジメントを実現するために
重要なのは、まず「法務案件の集約」と「案件受付管理」
を表裏一体で実現することです。

　そのためには人力では限界があるため、テクノロジー
によって依頼者からの案件が自動で蓄積され、法務部
門と依頼者とのやりとりについても契約書等のドキュ
メントと紐付いて自然にバージョン管理される仕組み
が必要でしょう。

　これらが実現されることにより、従来は法務部門個
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人個人に属人化されていたノウハウが組織で再活用さ
れることにより、飛躍的に品質の向上と業務効率化を
実現することができます。さらには全ての法務案件の
やりとりがデータ化されることによって、AIの学習の
機会も増えることから現状AIの限界とされている課
題もデータが集まることによって軽々と突破する可能
性があります。

テクノロジー時代の法曹の在り方
　ここまで考察を加えてきたように法務機能の課題は
テクノロジー以前のものが大きいですが、これらの課
題もテクノロジーによって解決されると、その先はAI
がデータを学習することにより現在の法曹が行ってい
る業務を代替する可能性は大いにあります。

　最近話題になっている会話型AIのChatGPTが日本
語の書籍や裁判例を学習した場合は弁護士法上の問題
は別として出典を明らかにした上で適切な法律相談の
回答を行うことも可能になるかもしれません。これは
企業内においても過去の案件を蓄積してAIが学習す
ることによって、同様の問題については会話型AIが
回答をすることになるかもしれません。

　仮にそのような状態になった時、テクノロジーが浸
透しl価値を提供している時代に法曹はどうあるべき
なのでしょうか。本質的な部分は今も昔も変わらない
のではないかと思っています。

　法曹は変わりゆく時代の変化の中で法律を解釈した
り、法律を使って交渉をしたりしていきています。経
済社会が変化した場合はトレンドに合わせて対応し、
法律が変われば変わった法律に合わせて対応をしてき
ました。

　現在のところAIは過去のデータを学習して対応し
ていくことが限界です（その限界を超える可能性はゼ
ロとは言えませんが）。法曹は新しい時代の変化、新
しい法律、新しい人間の変化に対応して、未来を作っ
ていくのが仕事だと思います。

　テクノロジーという外圧はありつつも、改めて法曹
の価値を見直すことにより、より大きな価値を発揮で
きるのではないでしょうか。
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中大法学部からマスメディアへ
～朝のテレビから爽やかに～

中央大学法学部・法科大学院にご縁のある方々へのインタビュー企画として、生田竜聖さんにご登場
頂きました。生田さんは高校も中大附属とのことで、高校・大学と正しく「自由の天地」を謳歌され、
現在では日本の朝の顔としてご活躍中です。

生 　 田　（ＩＣレコーダー２台について）ダブルスタン
バイですね（笑）。

矢部・髙木　はい（笑 ）。本日はよろしくお願いいたします。
髙 　 木　最初に、今回のインタビューの趣旨からご説明さ

せていただきます。事前にご連絡させて頂きまし
たとおり、中央大学出身の法曹で中央大学法曹会
という会を組織しております。中央大学法曹会で
は隔年で『中大法曹』という雑誌を発行しておりま
す。このような雑誌です（注・髙木事務局次長か
ら生田様に『中大法曹』前号を一部差し上げる。）。
ご覧いただければおわかりのように、硬い感じの
ものですので、読者の方にも少々飽きられてしま
うようなところがございます。そこで、新たな試

みといたしまして、中央大学出身で活躍されてい
る著名な方のインタビューをさせていただき、そ
の記事を載せさせて頂きたいということになりま
した。

矢  部　まずインタビュー企画第1号の方として、どなた
にお聞きしようかなというところがありました。
実は、生田さんにという発案をしたのは私でござ
います。私、毎朝番組を拝見しておりまして。是
非生田さんをと思いました。

生 　 田　ありがとうございます。私が第1号というの
はちょっと申し訳ないのですが、ハードルを
下げるという意味で、よろしくお願い致しま
す（笑）。

座談会　左より
矢部先生　　生田アナ

特　集特　集  卒 業 生 イ ン タ ビ ュ ー

フジテレビアナウンサー
生田　竜聖さん
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矢 　 部　本日は、学生時代、中央大学の頃の思い出や、生
田さんご自身の今までのキャリアなどを中心にお
聞きしたいと思っています。まずは、中央大学法
曹会があることに関して、法学部ご出身というこ
とですが、ご存じでしたでしょうか。

生 　 田　もちろん存在は知っていましたけれども、そ
んなに接点がなかったので詳しいことは知り
ませんでした。中央大学法曹会からインタ
ビューのご依頼があると伺った時は、率直に、
まず驚きましたね。果たして実りあるインタ
ビューにできるのだろうかと、大変不安にな
りましたが、せっかくご指名いただいている
ので、精一杯お受けしたいなという気持ちで、
今日はこちらに来ました。

②【中学、高校時代のお話】
矢 　 部　ありがとうございます。最初に、中学、高校時代

のお話から伺いたいと思いますが、中学校時代に
取り組まれたことはありますか。

生 　 田　中学の頃は、剣道部がメインでしたね。放課
後や夏休みも冬も稽古をしていました。初段
まで取ることができました。ただ、高校に進
学するに当たって、自宅から中央大学附属高
校の場所が遠いため、これは防具を持ち運ぶ
のは大変だなと思って高校では剣道部に入り
ませんでした。

矢 　 部　今お話に出ていましたけれども、なぜ自宅から遠
い中央大学附属高校に行かれたのですか。どなた
か身の周りにおられる方から勧められたりしたの
ですか。

生 　 田　卒業生の知り合いもいないですし、周りから
勧められたということはないのですが、自分
で調べている中ですごく魅力的に感じました。
校則も本当に少なく自由度が高そうで、いろ
いろなことができそうだなと思いました。そ
こがやはり決め手でしたかね。

矢 　 部　実際に中央大学附属高校に入ってみた感じとして
は、いかがでしたか。自由な雰囲気の中で、剣道
の代わりに何かこれに凝ってみたとか、打ち込ん
でみたとかありましたか。

生 　 田　みんな伸び伸びとしていましたし、楽しかっ
たですね。かといって別に自由だからみんな
好き勝手やっているというわけでもなく、学
びにも積極的で。本当に居心地が良くて、い
い選択だったなと思います。中学3年間は剣
道を一生懸命やっていましたが、高校では部

活には入らず自宅の近くの焼肉屋さんでアル
バイトをしたりしていました。あと、高校の
メンバーでバンドを組んで、音楽活動もして
いました。バンドではギターを弾いていました。

矢 　 部　今でもやっておられるのですか。お仕事のお仲間
とかと一緒になんてこともあるのでしょうか。

生 　 田　今は会社の同僚でバンド活動をしています。
それも趣味の範囲ですけれども。今、楽器は
ベースをやっています。

矢 　 部　私たちの業界にも好きな人がいます。数年前に弁
護士の国際会議みたいなのがあった時にはバンド
大会みたいな企画もございました。我々の業界か
らも「生田さん、やりますよ」みたいな声をお掛け
するかもしれません（笑）。

髙 　 木　ちなみにバンドは誰かのコピーとかされていたの
ですか。それとも、オリジナルで曲を作られてい
たのですか。

生 　 田　GLAYとかコピーをしていました。メン
バーが好きな音楽のコピーをしましたね。X�
JAPANとかも。そっち系です（笑）。

矢 　 部　いいですね、伝説中の人ですからね。GLAYなんて。
そうすると、もう自由に伸び伸びと高校時代をお
過ごしになられたのですね。ただ、附属校からだと、
勉強も一生懸命しないと希望の学部にはいけない
かとも思いますが。

生 　 田　そうですね。3年間、定期試験の成績とか。
3年間のトータルという感じですね。なので、
一応真面目に勉強はしていました。

③【大学時代のお話】
矢 　 部　大学では法学部法律学科ですよね。伸び伸びとし

た高校から大学へ行ってみて、いかがでしたか。
しかも場所ももっと奥になりましたが。

生 　 田　遠かったです、本当に（苦笑）。

髙 　 木　法学部を選ばれた理由は、何かあったのですか。
生 　 田　自分自身、文系だったので、高校3年間も結

構本を読むカリキュラムがありました。それ
で文系には強いと思っていたので、法律も読
み込んで学んだらいけるのでないかと思って
法学部にしました。

矢 　 部　法学部に行かれて実際に法律学の勉強を始めてみ
て、苦手だなとか、こっちは興味があるな、などといっ
たことはありましたか。
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生 　 田　プロの方を前にして言うのも何ですけれども、
本当に難しいじゃないですか。だから、何が
苦手とかいうのもなくて、本当に全部、おし
なべて全部難しかったですね。

矢 　 部　それでは、勉強の仕方などはいかがでしたか。何
かゼミに入られたりしたのですか。

生 　 田　ゼミは会社法のゼミに入っていました。高橋
先生のゼミです（注：高橋紀夫白鴎大学教授。
中大法学部・大学院出身で、中大法学部にて
会社法ゼミを担当）。

矢 　 部　会社法ですから株式の話ですとか、取締役の責任
など組織の話が出てきて結構、難しいですよね。

生 　 田　難しかったです。同級生の中でも炎の塔に行っ
て、すごく一生懸命勉強している人とかを見
ていると、法曹界に行く人はものすごい人な
のだなということを肌で感じました。そこで、
自分には法曹界は厳しいかもしれないと思っ
て、会社員になるかもしれないし、それなら
会社法を学んだらよいのではないかと思って
会社法をやったのです。けれども、それでも
やはり難しかったですね。

矢 　 部　会社に実際入ってみて、何となく役に立っていた
りしますか。日常的には、あまりないと思います
けれど、ニュースを読まれたりする時とか。

生 　 田　普通の会社員としては使うことは、あまりな
いですけれど、ニュースを読む際に、その知
識が役立つこともあります。

矢 　 部　難しかったということですけれど、法律学で身を
立てようかなというのは、ちょっと荷が重いかな
という感じでしたか。

生 　 田　そうですね。割と早々に決断しました。

矢 　 部　それでメディアへ行こうという感じが生まれたの
ですね。

生 　 田　メディア、つまり違う「放送」業界ですよね。
就活を意識し始めたぐらいの時からですね。
自分は何をしたいのだろうと思った時に、テ
レビ局かなと感じ始めたのは3年生ぐらいで
す。放送研究会とかにも入っていなかったので、
本当に真っさらな状態で就活を始めたという
感じです。インターンシップに行って、インター
ンシップの仲間と横のつながりを作って情報
を共有していった感じでしたね。

矢 　 部　放送局で働くにあたり、アナウンサーになるとい
う方向が強かったのですか。制作とか報道とか、
そのような方向性もあるかと思うのですけれども。

生 　 田　もともとはテレビ局で制作に携わるイメージ
をしていましたが、アナウンサーのインター
ンシップが早い時期にあるのです。それが大
学3年生の夏ころだったかな。3年生の夏に
向けて、まずはテレビ局の空気を知りたいと
思って何でも行こうと思い、アナウンサー職
に願書を送って。そこからですね、アナウン
サーを意識し始めたのは。

矢 　 部　大学時代をトータルにふり返って、思い出という
感じではどうですか。就職活動以外に何かありま
すか。

生 　 田　そうですね、高校が中大附属だったので、大
学でも高校の仲間がそのまま一緒にいたとい
う感じです。他の学部の同級生もいるので、
授業と授業の合間や食堂で集まったりしてい
ました。

髙 　 木　ヒルトップに行かれていましたか。何階派だったとか、
覚えていますか。

生 　 田　行っていましたね。3階に行っていた気がし
ます。

矢 　 部　なかなか不思議なメニューがたくさんありましたね。
カツはトンカツではなくチキンカツばかりとか。

髙 　 木　高校時代は、バンドをされていたということでしたが、
大学時代もバンドはされていたのですか。

生 　 田　大学でもバンドを高校の頃のメンバーでやっ
ていました。アルバイトも続けていましたし、
高校のつながりが結構メインでしたね。

④【法学部の都心移転について】
矢 　 部　法学部が今度都心に移転します。文京区の茗荷谷

に移転する予定になっています。赤れんが風の法
学部の建物が、茗荷谷の駅のすぐ近くにできます。

生 　 田　そのようですね。今回頂いた質問で、移転す
るというのも初めて知りました。もう完全に
4年間ですか。

矢 　 部　少なくとも、法学部は4年間全部ということになっ
ています。市ヶ谷に法科大学院があるので、でき
るだけ連携した形での勉学ができるかなと思いま
す。都心に戻ってくると聞いて、いかがですか。

生 　 田　いやもう、うらやましいしかないです。楽で
すよね。私の場合は、やはり通学の道のりが
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なかなか大変だったので。いいですよね。う
らやましいです、本当に。

髙 　 木　今、中央大学の人気がちょっと落ちかけていると
ころもあって、都心回帰じゃないですけれども、
そういうのも目指してということなのだろうと思
います。

生 　 田　立地もかなり影響しますものね。

矢 　 部　アナウンサーの道を目指された頃も、多摩キャン
パスを出てからどこか行くというのも、結構大変
でしたか。

生 　 田　そうですね。大変でした。モノレールですか
らね。あの八王子の中央大学の駅から行って
いました。

矢 　 部　もう、モノレールはできていたのですね。我々は
古い時代でモノレールもなかった時代です（笑）。
バスか、バスがなければ歩きでした。

生 　 田　モノレールも大変だなと思っていたのですけ
れども、モノレールもなかったのですね。

髙 　 木　なかったです。生田さんが学生のころには、キャ
ンパスの周りに何かお店とかありましたか。僕ら
の時は何もなかったのですけれども。

生 　 田�なかったですね。山でした。それで、立川と
かにみんな出て。

矢 　 部　今は大分、いろんなものが出来てきて、ついにスター
バックスまでできました。モノレールの駅の前に
あります。今度、何か機会がありましたら見て来
てください。

⑤【アナウンサーのお話】
矢 　 部　大学時代のことはいろいろ、今、お伺いしたとこ

ろですけれども、アナウンサーとしてこの業界に
入られて、どういったところにやりがいみたいな
ものを感じていらっしゃいますか。

生 　 田　やりがいは、やはり情報を皆さんにお届けす
るということに尽きますかね。

矢 　 部　そのために何か心がけておられたりするようなと
ころがありますか。

生 　 田：とにかく分かりやすく、誰にでも伝わるよう
にという気持ちでやっていますね。もちろん
テレビを見ている人は、小さい子からお年寄
りの方まで本当にいろんな方が見てくださっ
ているので、早口になり過ぎないとか。言葉

使いも難しくなり過ぎないとか、回りくどく
ならないようにとか。いろいろ考えながら情
報をお届けするということが一番ですかね。

矢 　 部　今まで伝えた情報とか事件の中で、ご自身として
印象に残ったものというのは、何かありますか。

生 　 田　一番記憶に残っているというか、悔しい思い
という記憶なのですけれども、金正日が亡く
なったというニュース速報があった時のこと
です。たまたまその日ニュースを読む担当だっ
たので、報道センターに控えていたら、本番
1時間くらい前に金正日が亡くなったぞとい
う速報が入って、みんなもう本当にばたばた
という混乱の中、ニュース原稿が来ました。「生
田、そのまま行って」と言われて、本番を迎
えて。下読みもできない。もらった原稿をガーッ
と読み始めたら、時間の管理が全然うまくい
かなくて。ちゃんと伝えなきゃいけないとこ
ろを思うように伝えられなくて、本当に悔し
い思いをしたというのが一番記憶に残ってい
ますね。

矢 　 部　下読みもできない緊急な状態というのは、難しい
ですね。通常アドリブはあり得ないということな
のですか。

生 　 田　そうですね。ニュース原稿ではアドリブはな
いですね。細かい言い回しとかを変えたりは
しますけれども、記者のみなさんが取材して
得た貴重な情報ですから、一言一句大切に伝
えなくてはいけないと思っています。

矢 　 部　そこは、やはりアナウンサーとしての使命なのですね。
やや失敗したかなという思い出もあれば、すごく
大成功だったという思い出もあるかと思いますが、
いかがですか。

生 　 田　やはり一番の失敗は、その金正日の日ですか
ね。大成功というと、難しいけど、うれし
かったこととしては、スポーツ実況でしょう
か。バスケットボールの実況を担当していた
ことがありまして。高校生のバスケットボー
ルの大会でウインターカップという大会ですが、
高校生のバスケをしている生徒たちにとっては、
そのウインターカップが終わると引退すると
いう節目の大会なのです。その決勝の試合を
実況すると、バスケットボール部が青春をか
けて一生懸命やってきた全ての集大成の場に
自分もいられて、そういう瞬間に立ち会える
時は、うれしく思いますね。きっと録画して
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見返すだろうなと思いながら、なるべくみん
なの、全員の部員の名前を呼んであげたいな
とか。いろいろ考えながら実況するのは、楽
しかったです。

矢 　 部　最近テレビで拝見しているスケジュール感から見
ると、非常に朝早く仕事に出られているように思
われます。しかも、連日だと思うのですが、休日
が入った時には、どうやってお過ごしになってお
られるのですか。

生 　 田　「めざましテレビ」の日は、2時台に起きてい
ます。休日は、とにかく早起きをしなくてい
いので、アラームをかけずに寝るというのが、
喜びです。でも、たまに癖で3時ぐらいに目
覚めてしまう時があるのですよ（苦笑）。

矢 　 部　そうすると、そういう形で休日には自然に自分の
使いたいように時間を使うというのがリラックス
方法ですか。

生 　 田　そうですね、家でのんびりしたり、音楽が好
きなのでライブに行ったりとか。

矢 　 部　音楽で現在、凝っているというか、はまっている
曲はありますか。

生 　 田　今私がMCを務めている「めざましどようび」
のテーマソングを歌ってくれているバンドで、
Saucy�Dogというバンドがいます。テーマソ
ングも提供していただいているのでお世話に
なっていますし、ライブにも行かせてもらっ
ています。自宅でも結構、音楽をかけて聞い
ています。

矢 　 部　アウトドアに行かれるとか、スポーツをやられる
とかという感じではないのですか。

生 　 田インドアです、基本。なるべく家にいたいです。
でもライブに行く時だけは、アグレッシブに
（笑）。

矢 　 部　ところで、最近特に若い人がテレビ以外のメディ
アへ行ってしまっていることがあります。それでも、
生田さんご自身として「ここら辺がやはりテレビ
のいいところだよね」と思われることはありますか。

生 　 田　やはり幅広い方々に見ていただいているとい
うことではないでしょうか。他の媒体ですと、
今の時代、好きな人が好きなものだけ見るな
ど、層が偏ってしまうものもあると思います。
テレビは広く、小さい子からお年寄りまで情
報を届けられるという点でいうと、やはり強

みだと思います。

⑥【これからの中央大学について】
矢 　 部　仕事関係で「お互い中央大学だ」とかという話にな

られたような方は、いらっしゃいますか。
生 　 田　会社の上司とかは声をかけてくれることもあ

ります。「中大だよ」と。その他では、「とく
ダネ！」のMCをやっていらっしゃった中大附
属出身の小倉智昭さん。あと、アーティスト
のナオト・インティライミさんとか。高校の
話をする方は、結構いますね。

矢 　 部　やはり中附つながりですね。

矢 　 部　先ほど司法試験を目指す人たちについての話があ
りましたが、弁護士ですとか、検察官、裁判官と
言われる人たちの一般的イメージというのがある
と思うのですけれども。生田さんが持つイメージ
というのは、「勉強をする人」という感じなのですね。

生 田 ：本当にそうです。勉強せずにはなれないでしょ
う。まず試験をクリアするまでに、あれだけ
努力できるというのは本当にすごいことだな
と思います。

矢 　 部　ちょっと言っていることが分かりにくい人とかと
いうのも、法曹として結構テレビに出ているよう
にも感じるのですがどうですか。

生 　 田　そうですね。しかし、テレビに出られている
方は、お話も嚙み砕いて言われる方が多いの
で、こちらが聞いていても分かりやすいと思
います。

矢 　 部　今回、このインタビューの機会をつないで頂いた
犬塚浩弁護士（注・「ワイドナショー」に出演。）み
たいな感じで、気さくに分かりやすく説明できる
人もおられますね。

生 　 田　そうですね。

矢 　 部　都心回帰ですとか、イメージ作りが必要かみたい
な話が少し出ましたけれども、今後の中央大学に、
もうちょっとこういうことをしたらいいのではな
いかな、などはありますか。

生 　 田　私みたいなものが何を言ったらいいか、、、い
ずれにしても都心に来るというのは、本当
にいいことだと思いますね。多分、これま
で中大を選択肢に入れている学生がいても、
「ちょっと遠いな」というそのハードルを越え
られずにいた学生もいたと思うのですよ。そ
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こがなくなるというのは、大きいと思います。

矢 　 部　そうやって、（人を）引寄せる努力は必要というこ
とですね。

髙 　 木　個人的には中大は女性人気が低いようなイメージ
があるのですけれども（苦笑）。

生 　 田　そうですね。立地だったのでしょうか？。青
山とかだと、ちょっとおしゃれなイメージが
ありますものね。

⑦【最後に】
矢 　 部　最後の質問になりますけれども、今後アナウンサー

として、あるいはメディアに関わる人として、何
か目標にされているようなことがあればお聞かせ
いただければと思います。

生 　 田　同じ情報を伝えるにしても、伝える人によっ
ても伝え方が違うと思います。この人が言う
から説得力が増すというか。そういう存在に
は、まだ（自分が）到達できていないと思う
ので、こつこつと今の仕事を続けて存在感の
あるアナウンサーになっていきたいなと思い
ます。この人の言うことは聞きたいと思える
ような、そんな人になりたいです。

矢 　 部　ありがとうございました。最後のお答えのポイン
トは重要ですね。

矢部・髙木　本日は長い時間、大変ありがとうございました。
� 以　上
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１　はじめに

本日は、中大法曹会の皆様にお話
をする機会をいただきありがとうござ
います。
私は、昭和53年（1978年）3月法学

部法律学科を卒業し、同年4月司法修
習生、昭和55年（1980年）4月に東京
地裁判事補に任官しました。以後、令
和2年（2020年）5月に名古屋高裁長官
を最後に退官するまで40年余り裁判
官として勤務を続けて参りました。
その間、司法行政に携わっていた期

間もありますが、約21年地裁、高裁
で民事、行政事件を担当し、約8年最
高裁調査官として最高裁の判例形成に
携わってきましたので、自分としては、
民事行政事件の実務裁判官であると自
負しています。
そんな経歴の中で感じてきたことを、

思いつくままに本音でお話させていた
だくことで、本日の責めを果たしたい
と思います。面白おかしくお聞きいた
だくために、誇張した表現、過激な表
現がありますことを予めお詫びしてお
きます。

２　�長大な準備書面は百害あって
一利なし

私が任官した昭和53年ころは、ま
だ準備書面の原稿は手書きで、タイピ
ストにタイプで浄書してもらうものだっ
たと記憶しています。若い方には想像
もできないかもしれませんが、手書き
の原稿をタイピストに渡して、タイ
プ印刷用の薄紙（複数枚に印字できま
す。）に印字をしてもらい、その薄紙
の間に紙を挟んだB５袋とじで準備書

面は作成されていました。その頃の準
備書面はそんなに長大なものはなかっ
たように思います。青焼きのコピーが
使われるようになっても、準備書面が
長大になっていったという印象はあり
ません。青焼きのコピーが使われるよ
うになっても、手書きで原稿を書いて、
タイピストに浄書をしてもらうという
作業は、基本的には変わらなかったか
らであると思います。万年筆でタイピ
ストに渡す原稿を書いていた時代は、
長い文章を書くと手は疲れるし、しっ
かり頭で文章を練ってから書かないと
修正だらけでタイピストが読めない原
稿になってしまうのですから、原稿が
推敲され、凝縮したものになったのは
自然なことだったのかもしれません。
それが、昭和60年ころから、ワー

プロを使う弁護士さんが増え、アッと
いう間にPC全盛期を迎えます。それ
に伴って、カット＆ペーストで同じこ
とが繰り返される準備書面の全盛期を
迎えます。100頁を超える準備書面が
当たり前のようになってきます。PC
のキーボードを打つだけであれば、手
はちっとも疲れません。カット＆ペー
ストの機能を多用すれば、どんどん文
章は長くなっていきます。短く凝縮し
た文章の中に述べたいことをきちんと
盛り込むのは、実はとても大変な作業
であり、思いつくままにキーボードを打っ
て、簡単に修正を掛けてということで
準備書面の質が大きく変わったと思い
ます。
さて、ここで、読み手である裁判

官のことを考えてみてください。何と
いっても、準備書面は読み手である裁
判官に読んでもらい、理解してもらっ

て初めて意味を持つのです。
東京地裁であれば、各裁判官は、

単独事件200件から250件、合議事件
100件程度を手持事件としています(最
近の実情は承知していないので多少
の違いはあるかもしれません。)。週
3回の開廷日には、弁論10件程度と証
拠調べ1，2件、その他の2日は、弁論
準備手続期日や和解期日で昼間の時間
はほぼ埋まっています。
そんな中で、当事者から提出され

る準備書面を読み、証拠を精査して期
日の準備を行います。それに加えて、
判決起案です。東京地裁ですと、月に
30件程度は既済にする必要がありま
すから、和解ができる件数にもよりま
すが、判決起案に取られる時間も相当
なものです。部総括になると、各種委
員などを引き受けることになりますか
ら、更に時間的には制約されます。
そんな裁判官の日常の中で、いった

い準備書面の検討に充てられる時間は
どれほどあると思われるでしょうか。
そこに、何十頁にも上る準備書面

が何通も出てくることを想像してくだ
さい。とても丁寧に全ての準備書面を
読み込むことなどできようはずもあり
ません。
私自身の経験では、集中して読み

込むことができる準備書面はせいぜい
20頁程度まで。それ以上になってくる
と冗長で、無駄が多く、読み手である
裁判官は目で文字を追うことはできて
も、理解しようという気力を失います。
ですから、私は、ことあるごとに、「準
備書面は20頁以内！」と言っておりま
した。
これは笑い話のような実話です。

〈講演録〉　
本音の民事訴訟
元札幌高等裁判所長官、元名古屋高等裁判所長官、弁護士

綿引　万里子先生
（令和4年5月27日　中央大学法曹会講演録）
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毎回毎回、期日に100頁を超える繰
り返しの多い「力作」の準備書面を提
出される代理人がおられました。
私が、長大な準備書面はとても集

中力が続かないから、次回は、３つの
論点に絞って、20頁以内で準備書面を
作成してほしいと、論点を具体的に指
摘して準備書面に関する要望をしたこ
とがありました。すると、その代理人
は、何と、20頁の準備書面を３通出
してこられました。いやはや何をか言
わんやです。

３　�主張は無限、証拠は有限／そ
の主張に証拠は付いてきてい
ますか？

勝ち筋の事件は、主張も単純明快
なことが多いと思います。
あれやこれや、様々な法律構成で主

張を組み立てている事件というのは、
大抵どこか無理があることが多いもの
です。
主張の組み立てだけならいくつも

のストーリーを組み立てることは可能
でしょう。でも、そのストーリーに証
拠が付いてきているかどうかが問題な
のです。ストーリーＡでだめなものが、
法律構成を変えたストーリーＢなら成
り立つということは極めて少ないと思
います。もちろん、法律構成を誤った
ために、本来勝訴できる事件で敗訴す
るということがないとは言いませんが、
それは極めて少ない。というか、弁護
過誤に近いもののように思います。
私が札幌高裁の長官をしていたと

きのことです。ある地裁の左陪席裁判
官が、原告の請求について、弁論準備
で法律構成の問題点を指摘すると、次
の法律構成を考えて主張してくるので、
いつまでたっても主張整理ができない
と嘆いていたことがあります。そのとき、
私が彼に話したことは、主張は無限、
証拠は有限ということでした。次々法
律構成を変えてきたとしても、本来的
に請求権が立たない事件であれば、ど
こかに隘路があるものです。証拠を見

て、事件の本質をつかみ、それにそっ
て主張整理を試みるようにアドバイス
をいたしました。
その後、その事件の争点整理がど

うなったかは確認しておりませんが、
主張は無限、証拠は有限ということを
念頭に置くことで、無駄な主張の応酬
を避けることができるのではないでしょ
うか。

４　�陳述書や本人尋問は決定打に
あらず

多くの裁判官は、契約書等の契約
関係書類や当時交渉経過を記載した記
録文書等のいわゆる客観的証拠によっ
て心証の大筋を固めており、立証にお
いて、人証や陳述書が決定的な役割を
果たすことは少ないと思います。
少し話が逸れますが、皆さんは、

人証を「にんしょう」、「じんしょう」い
ずれの読み方をされますか？最近は、
「にんしょう」派が９５％を超えるよう
に思うのですが、私の初任のころの裁
判長のお一人は、職人肌のこだわりの
ある方で、物的証拠だから「ぶっしょ
う」、人的証拠だから「じんしょう」と
言っておられました。最初の親鳥の言
葉だからでしょうか、私は、今でも「に
んしょう」と言われると、何か気持が
悪いのです。最初に指導を受けた方の
影響って大きいなと思います。それだ
けに、若い人の指導をするときは、変
な影響を与えないように、できるだけ
オーソドックスな訴訟指揮の在り方や
判決の書き方を伝えたいと思ってやっ
て参りました。
話をもとに戻します。人証や陳述

書の役割です。私が、研修所教官を務
めていた当時、人証を聞くまでに心証
が全く固まっていない事件は５％もな
いと話したのに対し、当時の弁護教官
の方は、ひどく驚いておられましたが、
実態はそのようなものだと思います。
人証や陳述書は、客観的証拠によっ

ては立証しきれない部分を立証する役
割、いわば、証拠の隙間を埋めるよう

な役割を果たすもののように思います。
客観的証拠によって認定できる動かし
がたい事実を核とした場合に、それら
の事実をつなぎ合わせるのが人証や陳
述書の役割であり、動かしがたい事実
を前提とした場合に、人証や陳述書に
よってつなぎ合わされたストーリーが、
動かしがたい事実と矛盾がないのか、
整合的に説明ができているのかといっ
た観点から人証や陳述書を見ることが
多いということができます。
例えば、客観的証拠によって認定で

きる動かしがたい事実は概ね原告が主
張するストーリーに沿うように見える
けれども、一つ、二つそのストーリー
とは矛盾する、整合しないように見え
る事実があるときに、それをストーリー
と矛盾なく説明できるかどうかという
観点から人証や陳述書が役割を果たす
ことが多いように思います。一つ、二
つある矛盾点が解消できない場合、何
故そのような矛盾点が生じているのか
を人証によって明らかにできる場合、
それがそのストーリーの致命的な欠陥
であるという場合は少なくないといえ
るのではないでしょうか。
時々、契約書等の契約関係書類や

当時の交渉経過を記録した文書等の客
観的証拠の裏付けのない主張をされる
代理人がおられます。「その主張事実
をどのように立証される予定ですか？」
とお尋ねすると、胸を張って「本人尋
問です。」とおっしゃる。「それは、『立
証できません。』と言っておられること
と同義ですよね。」と心の中では思い
つつ、「本人尋問だけで立証をするの
は少々厳しいのではありませんか？」
といったお返事をしたものです。

５　和解案と判決

退官して弁護士になった後でよく聞
かれるのは、「裁判所は、自分が示し
た和解案と異なる判決をすることがあ
りますか？」という質問です。
これは一概には言えません。例えば、
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人証調べ前の段階で、暫定的な心証に
基づいてお話しますといって提示され
た和解案は、それに沿った判決がされ
るとは限りません。他方、弁論終結間
際又は弁論終結後に裁判所が裁判所案
であるといって示した和解案について
は、基本的にはそれと大きく異ならな
い判決がされることが多いと考えるべ
きでしょう。
もちろん、判決を書いているうち

に和解提案をした当時は気付かなかっ
た問題点に気付くことがないとは言い
ませんが、そのような場合はそれほど
多くはないと思います。また結論を大
きく変える問題点に気付いた場合には
弁論を再開することが多いようにも思
います。ですから、弁論終結間際又は
弁論終結後に裁判官が裁判所案である
として示す和解案については、特段の
留保がない限りは、和解の線に沿って
判決がされることを想定して、和解を
受けるか受けないかの利害得失を考え
るべきでしょう。
もう一つ、「和解を蹴ったら判決で

不利益になることがありますか？」と
いう質問もよく受けます。少なくとも、
私は和解を蹴ったからといって意趣返
しのようなことをしたことはありませ
んし、多くの裁判官は意趣返しのよう
なことはしないはずです。ただ和解だ
から丸めていたところが丸められなく
なったり、和解だから目をつぶってい
た遅延損害金が付いたりということは
ままあるでしょう。ですから、和解を
受けるか否かの利害得失を考えるとき
には、そうしたことも十分に考慮する
ことが大切ですし、ある意味、和解の
損得を判断するための材料には十分に
目を配ることが必要だということにな
るでしょう。

６　民事控訴審は「事後審」

民事控訴審は「事後審」であると答
えたら、司法試験に落ちてしまうこと
確実です。しかし、民事控訴審の裁判

官の多くが事後審的な審査をしている
ということを知っておいていただくこ
とは大切かと思います。
控訴審の第一回弁論期日において、

「原審の口頭弁論の結果は原判決記載
のとおり」という確認がされると思い
ます。この確認がされると、少なくと
も、主要事実のレベルにおいては、当
事者の主張とこれを前提とする争点に
ついて、高裁は、原判決に記載されて
いるとおりであることを前提に判断す
ることになります。
もちろん、記録に照らして、原判

決の主張整理が明らかにおかしいとき
などは、釈明権を行使して主張を補充
していただいたり、原審において提出
された準備書面に記載された主張を改
めて明確にしていただいたりしますが、
当事者が原判決の主張整理、争点把握
はここがおかしいと具体的に指摘しな
ければ、原則として、原判決の主張整
理、争点把握を前提とした審理が行わ
れます。
ですから、もし、原判決の主張整

理、争点把握に問題があると思う場合
には、原判決の主張整理、争点把握の
どこに問題があるのかを控訴理由書で
明確に指摘し、「原審の口頭弁論の結
果は原判決記載のとおり」という確認
については、控訴理由書に指摘した点
を除きという留保を付けることが大切
かと思います。そうすることで、裁判
所は、争点の把握の仕方について、改
めて慎重に検討をすることを余儀なく
されます。単純に「原審の口頭弁論の
結果は原判決記載のとおり」と述べな
がら、裁判所は、原審で提出した準備
書面は全部頭から読んで理解するはず
と思っていると、それはちょっと裁判
官を買いかぶりすぎということになり
そうです。
次に、原判決の事実認定、法的判

断についての不服についても、事後審
的審理がされることを意識して主張す
ることが大切です。続審だからといっ
て、原審での主張の続きをするのでは

なく、原判決の事実認定、法的判断の
うち不服のある部分をターゲットにし
て、何故その事実認定が間違っている
のか、法的判断が間違っているのかを
攻撃することが有効だと思います。
そして、事実認定の批判であれば、

生の社会的事実の認定の誤りをいうの
か、生の事実の評価を争うのかをしっ
かり分けて説得的に指摘することが大
切です。ここでは、事実の存否自体を
争っているのか、ある事実の存在を前
提とする事実の評価を争っているのか
がはっきりしない準備書面が多いとい
うことを申し上げておきたいと思いま
す。事実の存否と事実の存在を前提と
する評価との違いをいつも念頭におい
ておくことが必要かもしれません。

７　�日本の裁判は三審制にあらず
／三審制の意味を間違えない

高裁で仕事をしてたときに、心証
を開示した和解の提案に対し、それが
ご不満なご本人に対し、代理人が「ま
だ最高裁があります。」と言われるの
を聞いたことが何回もあります。
民訴法が定める上告理由がある高

裁判決は本当に稀有です。調査官室に
おりますと、「理由不備」、「理由齟齬」
の主張を山ほど見ます。でも書かれて
いることは単なる認定非難にとどまる
もので、調査官は、「理由不備」、「理
由齟齬」を主張するけれども、単なる
認定非難にすぎないという報告書を書
き、裁判官方もそれを確認して書面審
理で上告が棄却されているのが実情で
す。理由不備、理由齟齬が認められる
のがどのような場合であるのかをきち
んと理解して上告理由を書いておられ
るのかしら、とよく疑問に思ったもの
です。ここで申し上げるまでもないこ
とかと思いますが、理由不備とは、消
滅時効の抗弁が主張されているのに、
その判断を忘れているような場合です。
理由齟齬とは、弁済の事実を認めなが
ら、請求原因である消費貸借契約に基
づく請求を認容するような場合です。
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極めて極端な場合以外、理由不備、理
由齟齬とはならないということなの
です。
上告受理申立ても、判例違反又は

法令の解釈に関する重要な事項を含む
場合でなければ受理されません。要は、
最高裁はあくまでも法令の解釈に関す
る見解の統一を使命とするもので、事
実認定がおかしいと思っても、それが
経験則違反、信義則違反という法令違
反の域に達しない限り取り上げないと
いうことです。年間に受理申立てが受
理される件数を確認していただけば、
法令の解釈に関する重要な事項を含む
という判断がいかに狭き門であるのか
を分かっていただけるものと思います。
このようなことを敢えてお話する

のは、事実審である地裁、高裁でしっ
かりと事実についての争いはしておい
ていただくことが大切だということを
お話したかったからなのです。
これも高裁時代のエピソードになり

ます。ある外国人労働者の女性（母子
家庭でした）が、工場で機械に手を挟
まれて障害が残ったという事件があり
ました。原告は、安全配慮義務違反だ
と主張するものの、具体的にどのよう
な注意義務違反があったのかについて
の主張は明らかではありませんでした。
会社側は、先手を打った形で、安全教
育や安全点検の実施状況や、機械に故
障がなかったことを主張立証しており、
原告が安全教育に従った手順を踏んで
いなかった可能性が高いように思われ
る事件でした。安全配慮義務違反と主
張しただけでは被告の債務を具体的に
主張したことにはならないのではない
のかといったことを説明しても若い代
理人は耳を貸してくれません。
それでも、母子家庭の原告に障害

が残り、生活も苦しい状況を踏まえ、
資力が十分にある被告に和解金として
相応の金額の支払をすることができな
いかを主任裁判官が熱心に説得してく
れて、確か数百万の和解金の支払を承
諾してくれるところまで進んだところ

で、件の若い代理人殿は、「大丈夫、
まだ最高裁があります。こんな金額で
和解をすることはありません。」と断
言したのです。被告の債務を具体的に
主張もできておらず、証拠上も被告の
具体的落ち度を窺わせるものはないの
にです。
そのときは、本当に原告が気の毒

でなりませんでした。件の若い代理人
は、基本的リーガルスキルに欠けてい
るだけでなく、最高裁の何たるかも分
かっていない。簡単な控訴棄却の判決
を書きながら、法律家の仕事の責任を
痛感した瞬間でもありました。
これからも、リーガルマインドとリー

ガルスキルを備えた法曹を社会に輩出
するために、中央大学法曹会にご尽力、
ご活躍いただくことを祈念して、本日
の講演の結びとさせていただきます。
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Ａ：それでは、合田悦三先生のご経歴
をご紹介させていただきます。合田
先生は昭和54年中央大学法学部卒業、
司法修習34期でございまして、昭和
57年東京地方裁判所判事補にてスター
トし、その後司法研修所教官、最高裁
判所刑事局課長、東京地方裁判所部総
括判事、東京地方裁判所所長代行者を
歴任された後、平成27年前橋地方裁
判所所長、平成28年東京高等裁判所
部総括判事、平成31年千葉地方裁判
所所長、令和2年札幌高等裁判所長官
をされ、令和3年8月に定年退官され
ております。現在は総務省の情報公開・
個人情報保護審査会常勤委員で会長代
理兼部会長を務められております。そ
れでは、合田先生、よろしくお願いい
たします。
合田：合田でございます。以前この会
で先輩である綿引高裁長官が民事関係
について話をされたと聞いております。
私の方は刑事関係の話ということで、
演題は「退職裁判官の刑事裁判よもや
ま話」ということにしていますが、あ
まりよもやま話という表現で抱かれる
イメージの話ではなくなるかもしれま
せん。40年ほど裁判官をやりまして、
若い頃は民事担当の時期もあったので
すが、判事になってから後はほとんど
刑事関係の仕事ばかりでしたので、お
そらく私は自他ともに認める刑事裁判
官ということになるはずでありまして、
そのような経験がある者から見て現在
の実務等についてどのような問題意識
を持っているかといったあたりをお話

したい。そして、この中央大学法曹会
の場合、私も裁判所側の役員を勤めた
経験があり、会員の大多数が弁護士の
方であると分かっておりますので、「特
に当事者サイドの皆様に」と副題を付
けましたが、刑事弁護に関連するあた
りを意識しながら話させていただきた
いと思います。
レジュメの最初のところですが、裁

判員制度導入の前後で変わらないこと
と変わったこと、そういう趣旨のこと
を書きました。ご承知のとおり、現在
の刑事第一審では、一部の起訴罪名の
事件について裁判員が入った公判が行
われています。この制度は、司法制度
改革審議会の答申に創設の提言が盛り
込まれたことを受けて法律が作られ、
更にしばらくの準備期間を置いて、平
成21年の5月から実施され、概ね13
年半運用されているという制度です。
現在の我が国の裁判制度は明治時代に
欧米の制度を参考にして作られたもの
ですが、広く一般国民が裁判の判断者
に加わるという制度は初めてで、100
年に一度の大変革とも言えるものです。
実は、私、この制度には非常に長いこ
と関わっております。司法制度改革審
議会が設置されていたのは2年間なの
ですが、その間を通じて当時の私のポ
ジションが最高裁刑事局の課長という
ことでありましたので、改革審の刑事
司法関係のテーマについてはすべて最
高裁の担当課長として関与しておりま
した。その中で、国民の司法参加とい
う論点があり、最初は司法参加の是

非や陪審か参審かといった議論から始
まって、最終的には、陪審でも参審で
もない裁判員という名称で、実質的に
も参審と陪審を足して二で割ったよう
なところがある、そういう制度が提唱
されるに至ったわけでありますが、そ
の当初の議論のときですから、裁判員
という名前が付いていないいわば胎児
の段階からのお付き合いなわけです。
改革審が終了して約半年後、私は東京
地裁に移りまして、裁判員法などの必
要な立法が行われてから施行までの数
年の準備期間に、それこそ法廷その他
の設備の改造から、裁判員の方をお迎
えするのは初めてですから接遇をどう
するのか、もちろん裁判をどうやって
やるのか、東京地裁では法曹三者で模
擬裁判を百何十回もやりましたけれど
も、そういうことを含めて、いろいろ
受け入れ準備をやり、必要に応じて他
の裁判所にも発信しました。そして、
施行後は、所長代行者になるまでです
ので件数的には30件に満たないので
すが、東京地裁の部総括として、実際
に初期の裁判員裁判の裁判長を勤めま
した。振り返ってみれば、刑事局から
移って前橋に出るまでの13年3カ月間
東京地裁にいたのですが、それは改革
審を経験した者として裁判員制度の助
走の段階から実施後まで裁判員制度に
関わっていたからという理由以外には
考えられないと思います。所長代行者、
所長、高裁部総括、高裁長官の立場で
も裁判員制度のバックアップに携わっ
ていましたから、主観的には自分の子

〈講演録〉　

退職裁判官の刑事裁判よもやま話
～とりわけ当事者サイドの皆様に～

元札幌高等裁判所長官　合田　悦三先生
（令和4年11月24日　中央大学法曹会講演抄録）
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供のように捉えている制度なわけです。
そのようなわけで、今日の話も裁

判員裁判に関係する部分が多くなって
しまうと思うのですが、さて、話の都
合上、この裁判員制度の導入によって
変化したところから述べていきたいと
思います。少なくとも裁判員裁判につ
いては、今傍聴されると、私たちなん
かの期が修習生の頃に傍聴していたも
のとは全く法廷の様子が違うというこ
とが一目瞭然にお分かりいただけるは
ずです。検察官と弁護人の主張や立証
が、用語にしても内容にしても、一般
の人たちに分かるような説明になって
いますし、そもそも法廷に出てくる証
拠の量が違います。以前は、殺人事件
といえば記録の厚さは少なくとも数十
センチ、それより薄い殺人の記録なん
て見たことがなかったのですが、今は
殺人でも普通は10センチまではない
ですね、それが一審の公判部分の記録
の全てというような状態です。それから、
公判の進行ですが、以前は罪状認否で
認めたいわゆる自白事件については、
検察官が証拠調べ請求した証拠書類に
ついて弁護人が同意し、それが採用さ
れて、法廷では要旨の告知ということ
で書証のさわりだけを検察官が告げて
弁護側立証に移り、そういう事件では
弁護側は普通情状立証が主眼で、既に
被告人の供述調書の要旨も告知されて
ますから、被告人質問では、犯情より
も一般情状面が中心にやり取りされて
終わり、あとは、論告弁論といったよ
うな流れだったのですけれども、今は、
事件によって例外はありますけれども、
自白事件であっても罪体証人を調べる
ということをやりますし、それから被
告人の供述調書は基本的に調べず、被
告人質問で犯行の状況も含めて法廷で
被告人が述べます。ですから、以前と
比べて書証よりも人証的な部分の比重
がすごく多いわけですね。司法記者と
話していると、あの人たちは以前の法
廷の模様を知っていますから、全然前
と違う、傍聴席で何をやってるか分か

るような法廷になったと、こういう具
合に言われる。そのぐらいガラッと変
わっているわけです。アンケートを採っ
たことはありませんが、一般の傍聴人
の方でも法廷で何をやってるか分から
なかったという方は裁判員裁判事件で
は少ないのではないかと思います。
このような変化は、模擬裁判や施

行後の運用の状況を基に我々が意識的
に変えてきたものです。裁判員は判断
者として参加するので、最終的には評
議の場で意見を述べてもらわなければ
ならないわけですが、それは法廷に出
てくる当事者の主張・立証の内容を理
解して初めて可能になるものです。
もちろんそれまでも、法律の建前

上は、法廷で調べた証拠のみによって
判断することになっており、裁判所と
してはそう説明していたわけですが、
内容と量の双方の点で証拠の主要な部
分を占める証拠書類の取調べについて
法廷で行われるのは、先ほど述べたと
おり要旨の告知だけで、法令上、それ
を行えば告知されない部分も法廷で取
り調べたものと扱われるからそういう
説明になるのであって、実際のところ
裁判官は、法廷で告げられなかったが
証拠として調べたことになっている部
分を裁判官室で読んで、それも併せて
判決していたわけですね。そうすると、
このような実態を直視すれば、判決の
基礎となる心証は法廷ではなくて裁判
官室で形成されていたという見方を完
全に否定することはできないことにな
るわけです。
しかし、とりあえずその当否の点

は措くとしても、裁判員裁判ではその
ような心証形成方法を採用することは
できません。裁判員は、他に仕事や家
庭の用事などを抱えている方たちで、
それをせずに裁判所に来ていただくの
ですから、負担を必要最小限にするた
めに、連日的開廷かつ全体の期間もな
るべく短くして、ご負担を減らそうと
いう具合にしているわけで、法廷のな
い日も裁判所に来て書類を読んでくだ

さいとは言えません。それと、仮に書
類を読むために来てもらうことをやっ
たとして、すべての裁判員に内容を理
解してもらうことができるのかという
点もあります。私、裁判官のときには
供述調書を何の違和感もなくパパパッ
と読んでいました。供述調書って、最
初の方に誰がいつどこで任意次のとお
り供述したなどという前文があってか
ら、「私は朝起きてなんとか」などと
本文が書いてあるわけですね。供述者
と作成日は見ることがありますが、そ
の他の前文のところは普通飛ばしてし
まいますよ。でも、私はっきり覚えて
いるのですが、司法修習生の前期修習
の時に最初に読んだ刑事裁判記録の白
表紙、供述調書が出て来たとき、端か
ら全部読みました。書いてある以上、
判断に欠かせない何かの意味があると
思ったからです。裁判員も供述調書な
んて見たことがないですからね。端か
らじっくり読むでしょう。でも、そう
すると言葉は難しいし集中力が肝心の
部分まで続きませんよ。それと、世の
中には書類を読むことが苦手な人もい
ます。その方の職業とか社会生活では
別にそんなに書類読まなくたって十分
暮らしていけるという方はたくさんい
て、それは別に悪くも何でもない。劣っ
ているわけでもない。それはそれで仕
事や生活が回ってるんだから結構なこ
となわけです。ところが、そういう方
に来ていただいて、しかも、こんな形
式がかっちりしていて分かりづらい言
葉もたくさん使ってある大量の書類を
読んで内容を理解してくださいと求め
るというのはどういうことなのか。出
頭を義務づけておいて、裁判関係者が
国民に合わせるのではなく、国民に裁
判に合わせろと強要することです。せっ
かく国民の司法参加に意義があるとし
て作っても、そんな制度は長持ちしま
せんよ。
答えは一つしかありません。法廷

で心証が形成できるように審理の方法
を変えるしかないのです。「見て聞い
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て分かる審理」、つまり、法廷で主張・
立証の内容を裁判員が見て聞いて理解
できる、そういう公判が必要だという
ことです。それによって、初めて裁判
員が評議で適切に意見を述べることが
可能になり制度導入の目的実現につな
がるわけで、そのような公判審理をや
らないと回らないというか、もたない
というか、裁判員裁判ができないと、
このように考えるに至ったわけであり
ます。その他にも、場面に応じて、公
判中心主義、直接主義、口頭主義ある
いは核心司法など様々なフレーズをス
ローガンにして審理のやり方を考えて
きたわけですが、私に言わせれば、基
本的な発想は同じです。
そのような見地から、最初に共通

認識となったのは、証拠書類の取調べ
方式を要旨の告知ではなく全文朗読で
行うということです。裁判員が内容を
聞かされていない部分が判決の基礎に
なるなんてあり得ないということです。
また、模擬裁判では証拠が多くなるほ
ど裁判員の理解が困難になったことか
ら、証拠の厳選・絞込みが必要である
ことも意識され、更にそれでも請求す
る必要のある証拠書類もできるだけ抄
本にして請求するという運用も産まれ
ました。
そして、そのような見直しをする

中で理解しやすい供述証拠としての人
証の優位性が意識されるようになりま
した。供述調書と人証を比べると、前
者は供述者の話した内容を録取者にお
いて要約したもので情報がギュッと詰
まっています。例えば10分間という
同じ時間をかけた供述調書の全文朗読
と一問一答の人証を比較すると、法廷
に出てくる情報量は圧倒的に前者の方
が多いわけで、訴訟経済としては合理
的に見えますが、普通の人が一回聞い
て理解できるかどうかという見地から
すれば後者の方が優れています。普通
の人の集中力には限界があるので全文
朗読で出てくる多くの情報は数分で処
理できなくなります。人証は、問いの

部分は聞くだけでいいので格別の集中
はいらず、答えの部分に集中して理解
すればよく、一問一答で情報がゆっく
り順番に入ってくるので咀嚼しやすい
のです。それと書類は書いてあること
が全てですが、人証は分からなかった
ことは質問すればその場で答えが返っ
て来ますので、理解の助けになります。
そのようなわけで、制度施行前か

ら「書証から人証へ」というスローガ
ンを作って検討を進めました。一つは
鑑定書です。鑑定書は専門家が後日の
検証に耐えることを見越して作成する
ものなので、専門用語が多く難解で一
般に大部です。模擬裁判のときに、こ
れを何とか圧縮しようとして抄本化を
試みたのですが、どれもうまくいきま
せんでした。そこで、いっそ作成した
専門家から口頭でかみ砕いた説明を受
け、分からないところは質問して更な
る説明をしてもらえば理解しやすいと
考えました。そして、この場合は、い
きなり一問一答に入るよりも、ある程
度まとまった説明を聞く方が分かりや
すいだろうということで、プレゼン型
といって、最初に専門家にプレゼンを
してもらい、それを基に質問をしてい
くというスタイルを基本としました。
もう一つは、被告人の供述です。証人
と違って被告人は必ず公判に出頭しま
すから、法廷に来る負担を考慮する必
要はありません。そこで、被告人の供
述については、供述調書の請求があっ
ても、その採用を留保し、まず被告人
質問を行う人証優先のスタイルを原則
にすることにしました。被告人質問先
行型と呼んでいます。この場合、罪体、
犯罪事実ですが、その関係の被告人の
供述は法廷に出てきていないので、そ
こも質問する必要があります。被告人
には防御権がありますので、まず弁護
人から質問し、その中に罪体に関する
具体的な質問を必ず入れるようにして
もらいました。従前から否認事件では
その点の質問もありましたが、自白事
件では情状だけということも多かった

ので、そちらの変化が大きい運用です。
そして、検察官が罪体を含めて反対質
問をするわけです。その結果、捜査段
階と公判段階での被告人の供述内容が
同じなら、自白事件でも否認事件でも、
供述調書は必要性がなくなりますから、
検察官が請求を撤回するか、裁判所が
却下します。供述調書の必要性が残る
のは、捜査段階で自白していたが公判
で否認した類型だけになるわけです。
このようなところまで検討をして

制度施行に至りました。ただ、被告人
以外の者の供述調書については、出頭
の負担や全体の審理時間の長期化など
の問題もあり手を付けませんでした。
否認事件では、調書が不同意になるの
で証人が呼ばれるのが以前からのスタ
イルですから、自白事件について手を
付けなかったということです。ご存じ
のように証拠書類の中核を占めるのは
供述調書ですから、抄本化するとして
も相当量にはなり、これを全文朗読で
調べることにしたのです。その結果、
以前は要旨の告知でしたから、そのと
きにはなかった延々と朗読が続く法廷
が自白事件において出現したのです。
先ほども述べた集中力の限界はここで
も現れました。裁判長席に座っていて、
これが目指していた分かりやすい法廷
なのかと自問自答していました。方針
を改めるきっかけとなった事件があり
ます。犯行態様についての被害者と被
告人の言い分が違うが犯罪の成立は認
めるという自白事件で、被害者の供述
調書について、弁護人は「同意。ただ
し信用性を争う。」との意見を述べた
ので調書が採用されました。被害者の
言い分を内容とする調書と被告人の言
い分を内容とする被告人質問の双方が
証拠となり、検察官は論告で被害者の
言い分が信用できると主張し、弁護人
は被告人の言い分が信用できると主張
しました。評議で、裁判官がいずれの
言い分が信用できるか裁判員の意見を
尋ねました。すると「被告人の言い分
は直接聞いたけど、被害者には全く
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会っていないからどんな人かも分から
ない。一体どうやって信用できるかど
うかを決めればいいのか、裁判官はど
うしてるんですか。被害者の人も法廷
に来ると思ってました。」と言われたの
です。その合議体の裁判官は、それに
対して明瞭な返答ができなかったそう
です。考えてみると、警察や検察はい
つも「まず会って話を聞いてみないと」
ということで仕事をしているはずです。
弁護修習のとき、私は指導弁護士から
「合田君、紹介者のいない依頼者には
必ず会って話を聞いてみないと危ない
よ」と教えてもらいました。兄弟喧嘩
を仲裁するとき、親は兄弟の双方から
話を聞きますよね。人の話の信用性を
吟味する最もポピュラーな方法は会う
こと。社会常識ですよね。それなのに、
正しい判断を求められているはずの刑
事裁判の判断者だけは、なぜ調書が同
意されると紙の文字だけを頼りに信用
性を判断しなければならないのでしょ
うか。従来当然のように行なわれてい
た確立した実務の運用に、私たちは疑
問を持ったのです。更に、全文朗読では、
調書には「殺すぞ」と言ったとしか書
いてないのに、とてつもない恐し気な
口調で「殺すぞ」と読み上げるような
検察官が次々に出現したという問題も
ありました。これは過剰演出と言うよ
りも、証拠の内容を曲げて自分の方に
有利にしようという不当な訴訟活動で
す。仮に「語気鋭く言った」と書いてあっ
ても、それ以上でもそれ以下でもない
ので、勝手に解釈した「語気鋭い」様
子を出してはなりません。朗読であっ
て演技ではないのです。関連して言え
ば、正しく朗読されたとしても、この
「語気鋭く」というのは、聞く人によっ
て受け取り方、思い浮かべる情景が違
う可能性がありますよね。「犯人は構
えた包丁を前後に動かした」などの表
現も同じで、これは調書の限界です。
ところが被害者が証人で来て、自分の
記憶にある「語気鋭い」口調や犯人の
動作を再現した場合、それは証人の体

験した事実ですから、記憶の正確性の
吟味は必要としても、正当に証拠の内
容が明確になることに他ならず、それ
を見聞きした者全員が同一のイメージ
を持つことができるのです。このよう
なことを踏まえて、私たちは、ついに
手を付けずにいた「書証から人証へ」
の最後の「被告人以外の者の供述調書」
の人証化、具体的には自白事件にお
ける罪体証人の尋問に踏み切ったので
す。しかし、抵抗はものすごいものが
ありました。自白事件で被害者が来る
のですから検察官にとっては意味があ
ると思うのですが、テストが大変だと
か、証人の出頭の負担などと言って協
力しません。どうも最大の理由は、何
度も事情を聞かれて不満に思っている
ことが多い被害者に対し、自白事件で
は、検察官がこれが最後だと告げてい
たようで、今更来てくれとは言いにく
い点にあるようでした。そこで、裁判
所が分からず屋で来てくれと言ってい
ると説得してほしい、これからは検察
の調べで最後だとは言わないでほしい
と求めました。今は、そうは言ってい
ないようです。他方で、弁護人の抵抗
も大変なものでした。調書は内容が固
定されているので、それ以上被告人に
は不利になりませんが、法廷では何を
言われるか分かりませんから、調書の
方が守りが楽なのです。せっかく示談
ができたのに法廷で処罰感情があると
言われては困るという弁護人もいまし
た。弁護士さんからすれば、ひどい話
かもしれませんが、私は「失礼ながら、
もし、被害者がそういう証言をすると
すれば、成立させた示談は、もともと
処罰感情や被害感情との関係ではその
程度のものにすぎなかったということ
ではないですか。」と言いました。と
もかく、紆余曲折はありましたが、強
力に推進した結果、この自白事件にお
ける罪体証人の尋問も安定した運用に
なりました。なお、誤解のないように言っ
ておきますが、この運用は裁判員に理
解してもらうためにどのような審理方

法を採るべきかという見地からのもの
で、あくまで書証に対する人証の「優
位性」に着眼したものです。書証では
およそ心証形成ができないと言ってい
るのではありません。そのため、他に
優先して守らなければならない利益が
あれば行わないときがあります。典型
は性犯罪の自白事件です。このときに
まで、いわゆるセカンドレイプと言わ
れる問題を無視して被害者の証人尋問
を行う裁判所なんて、今、全国のどこ
にもありません。その場合は書証によ
ることになります。この性犯罪の被害
者の点なんかは、そういう場合にやる
なんてとんでもないから自白事件にお
ける罪体証人の尋問はすべきでないと
いう反対論の論拠になりましたね。で
も、私は、「何か一つ問題がありそう
なケースを挙げて全体に反対するとい
う非建設的な議論をしたがるのは法律
家の悪い癖だ。そういうのを守旧派と
言う。」と言っていました。検討してい
るのは、あくまで軸足をどこに置くの
かの問題だからです。必要な場合に臨
機応変の修正をすることは当然の前提
として、審理の基本的スタンスやスタ
イルを従来の発想から転換・変革した
ということです。
なお、関連して、このような裁判

員事件における運用が非裁判員事件に
どう波及するのかという点があります。
我が国の刑事裁判制度は一国二制度で
はありませんし、裁判員に分かりやす
いものは裁判官にとっても分かりやす
いので、発想の方向性は同じで、ただ
罪種や裁判のインフラなどに応じたカ
スタマイズをしていくということにな
ると考えていますが、詳細は割愛します。
大分、この関係の話が長くなってし

まいましたが、このように裁判員制度
は刑事裁判の運用に大きな変化をもた
らしました。しかし、他方において、
この制度が導入されても変わらないも
のもあるはずだ、というところに話を
移します。それは、裁判というものは
どのようなものでなければならないか
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ということです。もちろん一件一件中
身は大切なんですが、全体として見た
時の目標は何かというと、以前からずっ
と裁判所は「適正・迅速な裁判の実現」
であると言っております。適正と迅速
というのは、たまに矛盾するように見
えるときもあるかもしれないけれど
も、これは車の両輪であって両立させ
ていかなければならないんだというこ
とで、裁判員制度が入るずっと前から
そう言っておりまして、この点は別に
裁判員制度が入ったからといって変わ
るものではないと考えています。
適正な裁判というのは、事案に見

合った適切な判断による裁判というこ
とですから、裁判に求められるものと
しては当たり前の目標だと思うのです
が、迅速という点についても、ご承知
のとおり、憲法で迅速な裁判を受ける
権利というものが保障されているわけ
です。したがって、裁判を主宰する立
場の裁判所としては、訴訟進行の速度、
迅速性の確保というところも目指さな
ければならないということで常に意識
しております。
ご承知の方もいるように昭和40年

代から50年代にかけて、いわゆる荒
れる法廷と言われた学生運動の関係の
法廷があった時は、統計などを見ても、
とにかく刑事裁判が遅延しました。現
実が迅速という要請と乖離しているの
で、いかにそれを取り戻すのかという
ところで一番苦労した時期だったと思
います。今は、時代や状況が異なりま
すが、しかし、これは憲法が保障して
いることですから、迅速の点も確保し
ていきたいと、裁判所は変わらず考え
ているわけです。
もちろん、迅速な裁判といっても、

事件には一件一件の個性がありますの
で、それについての配慮というのは当
然必要で、拙速、つまり準備が十分に
行われていないのに速度だけ追い求め
るということをすれば、法廷を始める
と審理が混乱し、かえって迅速性の要
請が損なわれ、裁判の適正さにも影響

しかねないことになるわけです。特に
裁判員裁判は連日的開廷ですので準備
をきちんとやっておかないと混乱した
ときの修正が容易ではありません。し
たがって、事案に応じた必要十分な準
備は確保しつつ、同時に、その上で迅
速性が失われないように進めなければ
ならないと裁判所は考えているわけで
す。
そして、ここで申し上げたいので

すが、この迅速性という憲法上の要請
の実現について、今述べたとおり、裁
判所はそこに意識を向けているのです
が、その確保は裁判所だけの責務なの
だろうかというところについては、私
はそうではないだろうと思っています。
もちろん個々の事件レベルでは、検察
官あるいは弁護人がそれぞれの立場で
訴訟活動を行うのですけれども、運用
全体として見たときには、迅速な裁判
を受ける権利というのは憲法上の保障
ですから、この実現に向けての意識は、
日本国憲法の下で活動する法曹三者の
いずれもが持っておかなければならな
いのではないかと思います。憲法上の
人権保障を実現するのは法曹三者共通
の課題であるということですね。
このような迅速性の確保の観点か

ら現状を見るときに浮かび上がるのが
公判前整理手続です。この手続は、裁
判員裁判対象事件については必要的、
その他の事件では裁量的に行われるも
ので、実際の件数としては大多数が裁
判員裁判対象事件です。
裁判員裁判が始まる前の平均審理

期間、これは起訴から一審判決までの
平均期間のことですが、例えば殺人だ
と、自白事件で10カ月、否認事件で
は概ね1年半ぐらいでした。ところが
今は、それよりもずっと延びてるんで
す。裁判員裁判では、殺人事件で法廷
を開くのは、例外的事件は別とすれば、
否認事件を含めて長くて１週間程度で
しょう。それが連日的開廷で行われ、
続いて評議に入りますが、結審から判
決までは長くて１週間くらいです。そ

うであるのに起訴から判決までの期間
が長くなっているということは、公判
開始以前の公判前整理手続の期間が長
期化しているということです。他の罪
名の裁判員裁判でも傾向は同様で、こ
れが現在の一審における最大の問題点
であるというのが裁判所の認識です。
先ほども述べたように、拙速だと

公判段階で問題が生じるので、個々の
事案に応じて十分準備はしなければな
らない。他方で、そのような個々の事
案の積み重ねとして全体があるのです
が、全体的に見たときに迅速性が失わ
れているということはあってはならない。
そのバランスを取らなければならない
のですが、そうなると、やはり個々の
事件レベルでは軋轢が起きるわけです
ね。当事者サイドは、この事件は準備
に時間がかかると言い、裁判所は、そ
うは言ってももっと準備が促進できる
にではないかと言うわけです。
これ実はですね、裁判員制度が始

まった時、普通の平均的事案だと、集
中的にやれば公判前整理手続は3～4
カ月で終わるんじゃないかと予想して
いたのです。ところが、スタート時点
は慎重になるとしても、ある程度経過
したものの、その期間ではなかなか終
わらなかったんですね。それで私ども
も、この十何年ただ手をこまねいて見
ていたわけじゃありませんで、原因を
分析して対策を講じてきました。
まず、立ち上がりがすごく遅いと

いう点がありました。証拠開示や証拠
の検討を経てから初めて三者で打合せ
をすると何ヶ月も先になるのです。そ
こで、だいたい起訴後一週間ぐらいの
時点でまず打合せを持つことにしまし
た。もちろん、その時点では証拠の検
討が終わっていませんから、話し合え
る範囲でという前提で、全体としてど
のようなスケジュール感で進められそ
うかとか、どのような形で争点整理を
進めていくことになりそうかといった
あたりについて三者で共通認識を持ち
ましょうということです。今は被疑者
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段階から付いている弁護人が公判も担
当するのが普通なので、接見はしてい
ますからね。場合によっては、この席
で証拠開示の進め方についても話しま
す。関連して、具体的な整理手続では、
まず検察官の最初の証拠調べ請求と証
明予定事実記載書面の提出がないと弁
護側の対応が始まらないので、庁とし
て原則起訴後2週間でやる運用をして
くれるように検察庁に依頼し、受け入
れてもらって、その運用になっています。
それから、期間がかかる次の原因

として、類型証拠開示があるんですね。
最初の頃の類型証拠開示では、せっか
くできた制度だということもあるので
しょうが、満遍なく請求しようという
のが弁護側の一般的スタンスで、当時
は証拠の目録とかもなかったので、想
像でこういうものがあるんじゃないか
として、あれもこれも出せという内容
の率直に言って電話帳みたいな厚さの
請求書を出すわけですね。この作成に
すごく時間がかかるわけです。で、そ
れを受けた検察官の方も請求が多岐に
わたるので検討に時間を取られる。も
ちろん類型証拠開示は重要な制度なの
で、それを使うのはいいのですけど、
初めから明らかに自白事件になるよう
な事件でも同じ電話帳みたいな請求書
が出てくるケースも度重なりました。
しかし、裁判所からすれば、重要なの
はプロセスよりも弁護人が検討したい
証拠が開示されるという結果なのでは
ないかと思うのです。そこで、類型証
拠開示は権利ですから、その行使は弁
護人の判断だとして、それとは別に任
意開示の活用を打診しました。類型証
拠開示への対応が負担だということも
あったのか、最初はともかく、検察は
これに応じてくれるようになり、今で
はほとんど拒むことはない状況だと思
います。弁護人に対して、検察官は多
分任意開示に応じるので、任意開示で
あっても、とにかくこういう証拠が手
に入ればというものがあれば言ってく
ださいと、裁判所が仲を取り持つよう

な話もしています。
それから、意外だったのが、最初は、

公判前整理手続を終結してから公判期
日を指定していたのですが、その段階
になってみると、当事者のスケジュー
ルがいっぱいで、もう4カ月とか半年
先しか入りませんみたいなケースがあ
る。しかもよく調べるてみると、当事
者ではなく裁判所のスケジュールが入
らないのが原因だというケースもある
ことが分かったのです。その期間は単
なる待機期間で準備に必要な期間では
ない、無駄に長期化する期間でしかあ
りません。そこで、公判期日の予約の
運用を始めました。これは、争点と証
拠の整理を進めて、公判に要する期間
のめどがついた段階で、更にその後の
整理で事情が変われば変更するという
前提の下に期日を予約し、当事者と裁
判所のスケジュールを押さえてしまう
というものです。今は普通に定着して
いると思います。予約して、でも実際
支障が生じたからということで変更し
たことも何回もあります。他方で、やっ
ぱり一回予約すると、他の事件もあり
ますから、三者とも共通して、この事
件はできるならそこの期間でやりたい
なという気持ちにはなるんですね。だ
から、予約を変更すべき事情がない限
りは、それ以降は、三者がそこに向け
て準備を進めていくということになり、
無駄なただ待機している期間がなくな
るか少くとも大幅に減少するという効
果がありました。
今話したあたりは、比較的対策が

うまくいった部類ですが、一番困るの
はですね、時間がたっても、弁護人か
ら争点が出てこないことなんです。
例えば、若手の弁護人の場合に多

いんですが、多分どこを争点にすべき
か弁護人が決められないのじゃないか
と私が見ていたケースです。そういう
指導を受けているから、何か争わない
といけないと思ってるんですよ。で、
その事案では争うとしたら責任能力の
関係ぐらいしかない、だけど、本当に

争うべきかどうか判断がつかない。そ
こを見極めるため、あるいは争うとし
たら、今自分がどういう作業をすれば
いいかの見当がつかない。公判前整理
を進める中で、次回までにこういうと
ころを検討してくださいねと言って、
次の時にあの点はどうなりましたかと
聞いたときの反応とかやり取りの中で
分かるんですよ。迷ってるけど、経験
も少ないだろうし、どうしたらいいか
分からないんじゃないかと見当がつく
んですね。
それで、元教官の癖が出たという

わけではありませんが、「一般的に言
えば、こういう場合は、弁護人は、こ
ういうことを調べてこういう検討をし
てね、こういう具合に判断することが
多いようだよ。」と言ったこともあるん
ですよ。でも、反応は「はあ」とか言
うだけなんです。どうしてそうなるのかっ
ていうと、ある時中堅の弁護士さんが
教えてくれましたね。合田さん、若い
弁護士の間にはメーリングリストって
いうのがあって、そのメーリングリス
トにはね、それぞれの弁護士が、あそ
この裁判所へ行ってこう言ったらこん
なひどい目にあったというような話ば
かりが載っていて、良かったというこ
とは書いてないんです。それで、ネガティ
ブな話ばかりが流れてるんで、うかつ
なことを言うと、どんな目にあわされ
るか分からないという不信感で固まっ
ているから、助言されても「うん」と
は言わないんですと教えてくれました。
それで、私は、それ以降、「そういう
場合にはこういうことをやってみたら
いいんじゃないかと思うけど、裁判所
からそう言われてもだまされてると思
うかもしれないよね。だったら、あな
たの弁護士会の刑事弁護委員会に相談
してみたら。刑事経験ある先輩弁護士
がたくさんいるはずだから。その人た
ちの助言だったら信用できるでしょ。
多分僕と同じことを言うと思うけど。」
と言うことにしました。最後の一言は
余計かもしれませんがね。ともかくこ
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れを言う場面が何回もあったんです。
それだけでトントン拍子に進むという
わけでもないのですが、なんとか進行
させるために裁判所もいろいろなこと
はしているというエピソードとして紹
介しました。
関連して、経験のある弁護人の場

合を含めて、争点にすべきかどうかの
レベルの実質的な検討の中で一番出て
くることが多いのは、やはり責任能力
絡みの話です、喪失や耗弱だけではな
く情状として出てくる場合もあります。
その中で長期化要因になるのが50条
鑑定の問題です。これは、裁判員裁判
では公判審理が始まってからそれを中
断して精神鑑定を行うのは困難なため、
公判前整理手続の段階で裁判所が精神
鑑定を実施することができるという制
度ですが、起訴前の検察段階でいった
ん鑑定をやっているケースでは、50条
鑑定の必要性を裁判所に理解してもら
うには、弁護人において協力してくれ
る医師を見つけて意見書を書いてもら
い、それを添付して請求する必要があ
るというのが弁護人側の認識で、その
協力医を探したり書面を書いてもらう
のに長期間を要しているという事件が
少なからずあるという状況でした。実
際に精神鑑定をしている期間ならその
事件に必要な準備期間と言えるのです
が、その前提となる部分に数ヶ月から
1年近く要するというのは問題があり
ます。それで、協力医の意見書が必要
だという認識を変えようと、50条鑑
定の採否の判断に際して裁判所はどう
いう点を知りたいのか、つまり鑑定請
求書に書くべき事項を弁護人側にお示
しをして、責任能力の問題は法律判断
の範疇の事柄ですから、協力医の意見
書がなくても、法律家から見てこうい
うところからして鑑定が必要だと指摘
もらえればいいのだと伝えました。同
時に、裁判所内部では、50条鑑定は
迷ったらやる、こういう方針で運用し
ようと話し合いました。もともと、公
判を中断して精神鑑定ができないから

50条鑑定の制度ができたわけですから、
必要性に迷うようならやっておくとい
う運用をしようということですね。そ
うであれば、採用のハードルは下がり
ますから意見書が必須といった話には
ならないわけです。
その他にも、原因に応じて対策を

講じてきましたが、それでも公判前整
理手続の長期化は解消していません。
むしろ、対策が難化しているところが
あるように思って大変危惧しています。
一番は、制度施行から10年以上たっ

て、裁判員裁判の事件だと公判前整理
はこのぐらいの期間かかるのが普通だ、
そういう相場感みたいなのが出来上が
りつつあるような感じがあって、そう
なると事件の内容に関係なく気分的に
ゆっくり構えて取り掛からないんです
よ。
この事案ではどうせ有罪なんだから、

被告人に急ぐメリットがない、こんな
ことを言う人までいます。
それから、裁判所に準備が進まな

い理由を言わないんです。多分、言う
とそのうち進捗していない理由が説明
できなくなり、自分が本腰を入れてい
ないことが分かってしまうからです。
先ほどから述べているように、裁判所
は個々の事件に応じて必要な準備なら
ば十分やっておいてもらったほうがい
いんですよ。だから、こういうことを
検討しているとか、今こういう状態に
あって見通しはこうだ、あるいはこの
辺がネックになっているといった話を、
言える範囲で裁判所に伝えてくれれば、
裁判所も、そういうことならこのくら
いの時間がかかっても仕方がないなと
いう具合に思うんですよ。何も積極的
に説明せず、問いかけても同じような
反応しかせず、目に見える進展もなけ
れば、ただ引き延ばそうとしているの
ではないかと疑いたくなるのはやむを
得ません。裁判所は、必要十分な準備
と訴訟促進を両立させようとしている
わけですからね。
準備と促進というのは場合によって

軋轢を起こしますが、特定された準備
の要否とか要する時間といった具体的
なテーマなら出口はあります。しかし、
今述べた三点のような病理現象では具
体的な取っかかりがないのでなかなか
そうもいかず、不信感と対立だけが高
じていく危惧があるのです。迅速な裁
判の実現は当事者サイドも含めた法曹
三者が訴訟活動に当たって常に意識し
ておくべき課題であるということを改
めて指摘しておきたいと思います。そ
れを放置しておくと、やがては改革審
のときに話の出た公務員である弁護士
から成る公設弁護事務所の必要性の議
論が出てこないとは限りません。
残り時間が少ないですが、レジュメ

は先がありますので。各ポイントに若
干触れたいと思います。
まず、裁判員は普通の人たちとい

うことで、見て聞いて分かる主張、立
証、資料のことを書きました。既に述
べたところ以外で言うと、まず、主張
も立証も端的に行う必要がある点が非
常に重要だと思っています。そして、
冒頭陳述では主張だけを述べ、提出す
る資料は、審理の合間に見るものだか
ら、一覧性があって何が主張したいか
分かるように柱のみを書く。弁論は証
拠調べの内容を踏まえて行うものなの
で、端的だけど結論だけでなく理由付
けして言わなければいけないですね。
そして、弁論の時にも資料を出します
が、これは評議のときに振り返る資料
なので柱だけでは足りない。延々字が
書いてあると読む気にならないのです
けど、柱だけじゃなくて、証拠調べに
基づく根拠の主要な点は書くのがいい
のじゃないかと思います。それから、
人証化したので証人尋問をやるのです
が、裁判員は普通の常識のある方たち
です。重箱の隅をつつくような尋問、
分かりやすい例えで言うと、目撃証人
の証言の信用性を争いたくて、目撃し
た日の朝食について何食べたか聞くわ
けです。それでパンと答えると、捜査
段階ではご飯だったと言ってるじゃな
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いかとして、その食違い・変遷を理由
に目撃証言の点も信用できないとの主
張に持っていく。私は朝飯尋問と呼ん
でるんですけど、そういう類の場面が
出てくる場合があります。しかし、裁
判員は「そんなのおかしいですよね」っ
て言います。私だって3日前の朝ご飯
に何食べたか覚えてませんけど、その
後重要なことが起きたら、それは覚え
ていますよと。そんな些細なところを
覚えているかどうかが何故信用性に影
響するんですかねと言います。また、
私が絨毯爆撃型と呼ぶ主尋問をなぞっ
て一つ一つ全部同じことを細かく聞い
ていく尋問についても、裁判員は、弁
護人は時間をかけて検察官が聞いたの
と同じことを確認したけど何をしたかっ
たんですかねと言います。裁判員は弁
護人が聞くことには必ず何か意味があ
ると思っているのです。裁判長として
は「うーん、聞かれたとおりです。」み
たいな答えしかできない。最近はそう
いうのはだんだん減ってきたらしいん
ですけど、ともかく見抜かれます。尋
問も端的に。聞かないのが最良の反対
尋問だっていう場合もあるわけで、そ
この切り分けというのは勇気を持って
やる必要があるんだろうなと思います。
それから、量刑評議の関係では、

量刑検索システムというもので、それ
までの先例ではどのくらいの位置づけ
かということを見ます。一般の方で刑
罰の相場感を有している人はいません
から、必ず参考として目安を質問され
るからです。特に有期刑の数値が一番
戸惑うようです。どのような条件の検
索結果を使う予定かについて公判前整
理で話が出ることも多いと思います。
このシステムは当該事件を担当してい
る検察官と弁護人にオープンにしてい
ますから、裁判所に行けば検索できま
す。それを基に弁論で科刑意見を述べ
る弁護人も増えてきました。その場合、
弁護人の意見の内容について事前に被
告人に説明しておかなければならない
のでしょうが、検察官が求刑意見を明

確に述べますから、弁護人が科刑意見
を述べることは、幅のある中で決める
量刑判断の性質に照らして有用なこと
だと思います。
次に、「実務法曹であることとは？」

と書いた部分の話です。皆さんはこん
な文句を言う対象ではないので恐縮な
のですけど、最近私たちが修習生の頃
習ったのと違って、当事者サイドの法
律家に第三者性がなくなってきてるん
じゃないかと感じることがよくありま
す。私は修習生の時、実務修習とかい
ろんなところで「法律家は、当事者じゃ
なく第三者なんだよ。第三者だからや
れるんだよ。」と繰り返し言われました。
「だから、弁護人はもちろん被告人の
利益のために活動するのだけれど、で
も被告人自身でも親族でもない第三者
だから、第三者から客観的に見た時に、
この人の一番利益になるのはどういう
ことなのかということを考えて助言す
るということができるんだ。自分のこ
とじゃできないけど、第三者だからで
きるんだ。」と言われました。実際そ
うですね。私、裁判官として弁護士が
被告人の事件を何件かやりましたけど、
証人への質問を認めたときにまともに
質問できることは希です。法律家では
ない人で、自分の主張を述べるばかり
で質問にならない場面がありますが、
それと同じになります。弁護士でも自
分が被告人だとそうなる。ですから、
第三者として客観性を持ってやってる
からできるんだというところがあると
思うんですよ。ところが最近は、あん
まりそういう感じがなくて、発想も当
事者になりきっているんじゃないかと
か、当事者の言ったとおり、希望した
とおりにやってるのではないかと感じ
る場面が再三あります。そりゃあ、法
廷に出てきたときの姿勢はね、そこで
被告人の足引っ張るわけにはいかない、
裏でいろいろ説得や助言をした末のこ
となのかもしれませんが、でも、そう
いう隠れた経緯の有無は裁判官もプロ
だから感じますからね。むしろとこと

ん同化してしまっているんじゃないか
と思うケースが増えている気がします。
今は誠実義務って言います。私が修習
生の頃には聞いたことがない概念です
が、弁護人の行動準則を統一的に説明
する概念としては理解できます。しか
し、第三者として客観的に誠実義務を
果たせばいいのであって、当事者と同
化し言うとおりにするのが誠実義務だ
というのは誤解に思えます。年寄りだ
からと言われると困るんですけど、や
はり若手の弁護士にそういう人が増え
てきてるような気がするんですよね。
それから、事件に応じたメリハリ

がきいてない人も目立ちます。私はラ
バースタンプ弁護と呼んでいますが、
どの事件でもゴム印で押したような同
じ内容のことをやる。勾留に対する準
抗告、勾留理由開示請求、保釈請求、
類型証拠開示請求等々どんな事案でも
みんなやる。フルコース弁護と言って
いるようです。司法研修所の刑事弁護
科目では、基本的に押さえておくべき
ことを教育するわけですから、楷書体、
それをフルコースと言っているのかも
しれませんが、それを教えているはず
なんですね。で、それを教えられて社
会に出て、先輩弁護士もそうだと言う
と、そのとおりにやるんでしょうけど、
問題はその社会にいる弁護士の中で力
のある弁護士、指導的立場にある弁護
士は、以前から事件に応じて弁護活動
の内容にメリハリをきかせてやってて、
今もそうしている。ラバースタンプな
んてやっていないのです。本当に徹底
的にやるケースもあれば、そこまでは
しないケースもあって、事案に応じた
メリハリをきかせているのです。しか
し、その人たちも自分の事件はともか
く、指導としては画一的な線を維持し
ていることが多い。私は、その人たちに、
メリハリのきいた弁護士はいつ育つん
だと聞くのですが、緩めちゃって手抜
き弁護が出てきたら弁護人というもの
に対する社会の信頼が損なわれて困る
というのが返ってくる答えです。しかし、
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いつもフルコースが被告人のためにな
るとは限りません。そのへんは弁護士
会の教育・育成の問題で、私が明確な
答えを持っているわけではないのです
が、一部の弁護士会で試みが始まって
いるチューターのような制度を使うな
りして、メリハリのつけかたを見分け
られる弁護士を育成してほしいと思い
ます。いつもフルコースのラバースタ
ンプしかない弁護人とは、裁判所も合
理的な土俵上での話ができなくて困る
のです。
次に、私選弁護と国選弁護の本質

の違いについて触れます。国選弁護人
から被告人との信頼関係が維持できな
いので解任してほしいという申出があ
ることがありますが、裁判所は認めま
せん。今は刑訴法38条の3第1項の解
任事由に当たらないからというのが説
明になりますが、平成16年にこの条
文ができる前から、その理由による解
任はしていません。それはなぜかとい
うと、国選弁護においては、被告人と
弁護人の信頼関係の存在が本質的要請
ではないからです。私選は委任ないし
委任類似の契約が選任のベースにある
ので信頼関係が破綻すれば選任のベー
スが失われるとも考えられますが、国
選は被告人との関係に関わりなく裁判
所の選任によって弁護人となるわけで
す。過去には、被告人が私選弁護人の
選解任を濫用的に繰り返して訴訟進行
を妨害した事案や、被告人が接見を拒
み一切の弁護人との交渉を拒否した
ケースもありましたが、必要的弁護事
件では、このような場合も訴訟が進め
られるようになっていなければ被告人
に違法・不当な利益を与えることにな
ります。国選弁護制度は、そのような
場合にも対応できるものとして設けら
れているので信頼関係を本質としない
のです。今述べた各事件も国選弁護人
を付して手続が進められました。平成
16年の立法で定められた解任事由に
その点が入っていないもの同様の理由
です。もちろん、国選においても信頼

関係があった方が弁護活動はしやすい
でしょうし、信頼関係を構築してはな
らないということではありませんが、
本質ではないので破綻しても解任には
ならないということです。第三者であ
る法律家として客観的に被告人の利益
のために行動すれば誠実義務にも反し
ないと考えています。
最後に控訴審の関係について述べ

ます。控訴審における事実誤認の判断
については、論理則経験則違反説によ
るという最高裁の判例が出たので、今
は、控訴審が一審の判決を事実誤認と
して破棄するためには一審判決に論理
則経験則違反があると示さなければな
らないわけです。ですから、控訴趣意
書において事実誤認を主張するなら、
一審の事実認定が論理則経験則に違反
すると具体的に指摘しないと採用され
る見込みはありません。ところが弁護
人の控訴趣意書の事実誤認の部分の控
訴理由がそういう記載にはなっていな
いんですよ。そういう記載をしてくる
弁護人も少しずつ増えてきたけど、で
も私が高裁の頃で10％ぐらいですね。
10件のうち9件は事実誤認って書いて
あっても論理則経験則違反説に照らす
と分からないのです。原審は、ある経
験則とか論理則を適用して、一定の証
拠から結論を導き出しているわけです
が、そこで用いられた論理則経験則が
その場合に適用するのがおかしいもの
なのか、そもそも論理則経験則と言え
ないものを使ってるのか、使っている
ものはいいんだけど事案への当てはめ
がおかしいのか、論理則経験則違反と
言ってもいろいろあるわけで、そこを
きちんと書かないとならないのですが、
論理則経験則という言葉すら出てこな
い事実誤認の主張というのがたくさん
ありまして、それだとまず通らないで
すよね。また、事後審において論理則
経験則違反かどうかを判断するという
ことは、当然、一審で調べた証拠に基
づく判断にそれがあるかどうかですか
ら、一審で調べた証拠だけで判断する

わけで、控訴審での証拠調べは原則な
いわけです。例外は、情状に関する一
審判決後の事情で、それは一審当時に
なかった証拠だから調べることはあり
ます。だけど、事実誤認については、
新しい判断資料を持ってくるというの
は基本的にはおかしいわけですよ。綿
引さんは民事控訴審も実は事後審だっ
てレジュメに書いたそうですけど、民
事は法律上は続審だから運用のことで
すよね。でも、刑事は元々法律上事後
審ですから、事後的に審査する判断の
基準時は当然一審の時です。だから、
そういう意味で言うと、今まで高裁は
事実誤認について証拠を取りすぎてい
たと考えています。もちろん控訴審は
一審判決に問題があれば是正するとい
うことが仕事でして、そうじゃないと
上訴する意味がないので、そこはきち
んとやるのですが、どういう場合に破
るのかという物差しが事実誤認につい
て言えば先ほどから述べているものな
ので、そこに当たるかどうかで結論が
決まっていくということです。これは、
日本全国の高裁、刑事の高裁全部がそ
ういう運用になっています。参考にし
てください。
時間を超過してすみません。苦言

が多くなってしまい、また駆け足のと
ころもありましたが、本日お話したい
のは以上です。ご清聴ありがとうござ
いました。
※本稿は、講演の内容に基づき、

講師において加筆・修正・整理したも
のです。
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中央大学法曹会大阪支部だより

普段東京を離れ、大阪、関西にいる者にとって、
母校中央大学は、距離的に遠く離れていますが、学
生時代・青春時代を振り返るたびに懐かしい思いに
浸る特別の存在です。
中央大学法曹会大阪支部は、中央大学及び中央大

学法科大学院出身の大阪の弁護士を中心に関西一円
の弁護士、裁判官、検察官、公証人を会員として構
成されており、現在、約３００名の会員を擁してお
ります。本会は、会員相互の親睦をはかるとともに、
中央大学学員会支部である中央大学法曹会（本部会）
の支部として、中央大学の興隆と司法の発展に寄与
することを目的としています（支部会則）。
大阪支部では、例年、幹事会、総会、「先輩法曹

を囲む会」、ゴルフ懇親会などの行事が活発に行わ
れています。その他に、正副幹事長会を年に数回開
催し様々な企画等をしています。
今年度は、副幹事長に馬場康吏さん（３０期）、

亀田悦廣さん（４２期）、岸本佳浩さん（４２期）、
入江寛さん（４６期）、東重彦さん（４８期）、田中
一郎さん（４９期）、山本和正さん（５９期）、加藤
明俊さん（新６３期）、松井孝明さん（６９期）、東
井瑞起さん（７０期）にご就任頂き、熱心に活動を
して頂いています。
例年総会では、東京から本部会の会長等の役員の

方々やコロナ前には学校法人からも理事長等の役員
のご出席を賜り、最近の学校の様子や中央大学法学
部及び法科大学院の都心回帰の話などをしていただ
き、若手・中堅・ベテランの法曹が一堂に会し会員
相互の親睦をはかり、懇親の実を上げています。
本年もコロナ禍の中にもかかわらず、令和４年７

月２５日（月）の総会・懇親会に、本部会より鈴木
雅芳会長、平賀修事務局長、野中英匡事務局次長に
ご臨席を頂き、また、学校法人より大村雅彦理事長
様及び河合久学長よりご丁重なる祝電を頂き、開催
に華を添えていただきました。
総会では、コロナ前は、校歌斉唱に始まり、締め

には、「惜別の歌」を全員で斉唱し、大阪弁護士会
館の中で中央大学の校歌等が流れています。
本紙面を借りまして、学校法人の皆さま、法曹会

本部の皆さまに感謝申し上げます。
幹事選出については、出来るだけ若手からベテラ

ンまで幅広く幹事に就任頂き、若手の参加促進につ
なげています。
また、ここ数年前より、毎年「先輩法曹を囲む会」

と銘打って、以下のような講師、タイトルで、若手
とベテランの交流を図るため、先輩裁判官や元検察
官、弁護士が若手会員に今までの法曹生活の中での
思い出話をお話いただき、有益なアドバイスを頂く
とともに、その後の懇親会では、さらにざっくばら
んに様々な話の交換会が行われています。普段の研
修等ではおよそ聞けない、中央大学法曹会大阪支部
限りのオフレコのお話をしていただいております。

第 １回　平成３０年１月２５日 
三山峻司弁護士（３３期）　「知的紛争から見た弁
護士業務の有り様を考える～これからの弁護士業
務（と自身のあり方）～」

第�２回　平成３０年１１月１４日 
桑原豊弁護士（２７期）　「株主総会よもやまばな
し――――いろんな総会を見てきて」

第�３回　令和元年１１月１２日 
宇田川力雄弁護士（元検察官、公証人）（２８期）　
「法曹人生よもやまばなし――――検察官時代を
中心として」

第�４回　令和２年１１月１７日 
河合裕行判事（３７期）　「民事裁判雑感－若手へ
の若干のアドバイス－」

第�５回　令和３年１１月２４日 
加藤明俊弁護士（６３期）　「私的整理の進め方～
中小企業再生支援協議会の有効な活用方法～」

第�６回　令和４年１１月２１日 
岸本佳浩弁護士（４２期）　「保険金請求事件との
出会いとその後～車両盗難を中心に～」と題して、

中央大学法曹会大阪支部幹事長　　塩路　広海
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最高裁での逆転判決の過程等をお話頂きました。

ゴルフ懇親会も活発です。数年前までは、中央大
学法曹会の会員のみのゴルフコンペでしたが、３年
前より早稲田大学の大阪支部（法曹稲門会）との対
抗ゴルフコンペになり、令和４年秋には、慶応大学
の大阪支部（法曹三田会）も加わり、「白門・稲門・
三田対抗ゴルフコンペ」が８組にて賑やかに行われ、
楽しく活動しています。
最近、中央大学及び中央大学法科大学院出身者の
大阪、関西での弁護士登録者が少ない傾向にあるよ
うで少し残念です。今後、大阪、関西での多くの方
の登録を期待します。
学校法人、本部会の皆様には、今後ともいろいろ
お世話になりますが、引き続き大阪支部に変わらぬ
ご支援を賜りたく、よろしくお願い申し上げます。
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機構改革特別実行委員会活動報告

1. 諮問事項

当委員会に対しては、鈴木会長から下記の諮問が
ありました。
（1）�本会支部の現状、活動状況を調査・報告すると

ともに、具体的な組織強化策、活性化策につい
て企画・立案・実行されたい。

（2）�本会の組織を全国規模に拡大するために、本会
支部及び支部分会設立に向けた具体的な方策を
企画・立案・実行されたい。

2. 活動方針

コロナ禍により当委員会もしばらく活動を休止せ
ざるを得ない状態が続いていたため、引継ぎ時には
なにから始めてよいか困惑したところがありました。
そこで、手近なところから組織強化を図ろうとい

うことで、①実務庁に配属された中央大学、中央大
学法科大学院出身者（以下、両者をまとめて「中大
出身者」と申します。）に対し、地元の中大法曹の先
輩方により懇親会を開催してもらい、将来の組織強
化につなげる、②各支部、分会に連絡をして活動状
況を報告してもらい、より一層充実した活動をお願
いしていこうと考え、活動を始めました。

3. 修習生と中大法曹との交流

従前の情報から比較的活発に活動されているとう
かがわれた支部、分会の会員に連絡をして、配属さ
れた中大出身者に対して懇親会の開催をお願いしま
した。お願いしたところではご快諾を頂きましたが、
個人情報保護の関係から実務修習の配属先データが
十分集まらず、中大出身者とうまく連絡がついたと
ころと、つかなかったところがありました。また、
双方で連絡が取れても、コロナ禍のために懇親会の
開催が中止ないし延期になっているところもあった
ようです。

4. 支部、分会活動の活性化等

（1）活動状況の確認
従前の中大法曹ニュース（第11号）に活動報告が

掲載されていた支部、分会に当委員会から連絡をし
て活動状況を報告してもらいましたが、残念ながら
コロナ禍のために活動を休止しているところがほと
んどでした。ただ、コロナ問題が終息すれば、活動
再開の意欲を持っておられることが分かりましたの
で、これに意を強くしてウェブ会議を開催しようと
いうことになりました。

（2）ウェブ会議
ア.�令和4年6月17日（金）17時半~19時ウェブ会議
を行いました。�
参加者は、本部から鈴木会長ほか私を含め4名、
旭川、福島、栃木、大阪、福岡、鹿児島、以上
6府県から各1名の会員が参加されました。

イ.�本部から、都心キャンパスの整備状況、募金活
動の状況、司法試験合格者数の報告、中大の現
状を踏まえた鈴木会長作成の「提案書」の説明が
行われました。

ウ.�栃木、大阪、福岡から懇親会、懇親ゴルフ会な
ど支部としての活動を行っているとの報告があ
りました。旭川、福島、鹿児島からは、支部と
しての活動は行っていないが、学員会を中心と
して中大法曹が集まって活動をしているとの報
告がなされました。
各地から本部に対して、①講演会を行うことがで

きる著名な方、先生などの紹介等、人的支援、②中
大出身の裁判官・検察官の情報共有、③経済的支援
（総会開催に資金援助）等が要望されました。
これに対して、本部からは中大出身者の情報につ

いて、本部・支部にて相互交換を行いたいとの要望
が出されました。
今後の支部活性化案として、支部単独で活動を行

いつつも、「広域的」に活動を広げること、様々な活
動と合体させて支部活動を行っていくことがよいの
ではないかという議論が展開されました。

機構改革特別実行委員会委員長　　横井　弘明
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5. 総括

以上、現時点までの活動をまとめました。遺憾な
がらコロナの問題が中大法曹の活動に影を落として
いることは否めませんが、コロナ禍のためにウェブ
会議が一つの活路を開いたのではないかと思ってい
ます。従前全国各地で活動されている会員が一堂に
会することは大変でしたが、現在はウェブという手
段により容易に意見交換の場が持てることが分かり
ました。
今回のウェブ会議で出た各地の会員の意見を参考
にすることはもちろんですが、今後もウェブ会議を
活用することによって、より充実した活動が展開で
きるのではないかと思い至った次第です。
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広報委員会活動報告

1.はじめに

中央大学法曹会は、①会員相互の親睦を図ること、
②中央大学の興隆に寄与すること③司法の発展、法
曹の向上、法学の進歩に寄与することを目的として
おり、広報委員会もこの目的を実現するための広報
活動を行っています。
主な活動は、隔年での中大法曹ニュース、中大法

曹の発刊及び中大法曹会ウェブサイトを通じての広
報です。これらの準備、検討のために、令和3年度
は計6回、令和4年度は本報告書執筆時点において
計6回委員会を開催いたしました。そして、令和4
年3月末に「中大法曹ニュース」第12号を発刊し、こ
のたび、「中大法曹」第31号（本号）を発刊する運び
となりました。また、中大法曹ウェブサイトのコン
テンツについても随時更新するなど、情報発信に努
めました。以下、これらの具体的活動状況について
若干ではございますが、いくつかのポイントについ
てご報告致します。

2.「中大法曹ニュース」第12号の発刊

法学部の茗荷谷移転、それに引き続いての駿河台
キャンパスの建設を機に、大学全体としての都心に
展開する各キャンパスの役割と連携、これを支援す
るための寄付金募集活動についてお伝えしました。
また、全国各地で活躍されている先生方のご活躍の
様子についてもご寄稿頂き、それぞれの地域での実
務の在り方や地域貢献のあり方をご紹介頂きました。

3.「中大法曹」第31号（本号）の発刊

「中大法曹ニュース」第12号を発刊した直後から、
委員会においてコンテンツや発刊までのスケジュー
ルの検討を行いました。
検討過程の中で、読者である会員の皆様により関

心を持っていただくため、新たな試みとして、中央
大学出身である著名人へのインタビュー記事を掲載
することとしました。色々な候補者のお名前が挙がっ

たのですが、中央大学法学部の出身であり、多数の
番組に出演され、知名度抜群のフジテレビ・アナウ
ンサー生田竜聖様にインタビューをさせて頂き、記
事として掲載することができました。ご協力頂いた
フジテレビ様、生田様にはこの場を借りて厚く御礼
申し上げます。
なお、生田様には、私がインタビューさせて頂い

たのですが、私個人としては非常に興味深い経験と
なりましたものの、証人尋問をする代理人弁護士と
は勝手の違うところでした。インタビューアーとし
て、いささか器量不足は否めせんでしたが、読者の
皆様にはご容赦頂ければ幸いです。著名人へのイン
タビュー記事の掲載については、是非、次年度以降
の広報委員会においても適宜継承して頂ければ有難
く存じます。

4.中大法曹会ウェブサイトからの広報

（1）�　「中大法曹」は、1972年4月に創刊号が発行さ
れ、本号で第31号に至ったわけですが、創刊号
からすべて所持している会員はいないと思われ
ます。そこで、若手会員にも昔の先輩方の想い
や活動状況を知って頂く良い機会になるのでは
と考え、令和4年4月にバックナンバーを中大法
曹会ウェブサイトに掲載いたしました。掲載当
初には創刊号を欠いていたのですが、その後、
中央大学日本比較法研究所より創刊号をご提供
頂き、全巻を揃えて掲載することができました。�
なお、この機会に、従来「中大法曹」誌上に掲載
していた当会会則等の規則関係については、中
大法曹会ウェブサイトに移しまして、利用の便
を図ることと致しました。

（2）�　本号の池内稚利先生のご報告にある通り、中
央大学法曹会では中央大学法学部の茗荷谷移転
及び法科大学院の駿河台移転を機に、「法科の中
央」の栄誉を取り戻すため、中央大学に対して
どのような貢献、協力ができるかを検討してお
ります。令和4年5月に開催された総会において
は、「提言書」を採択し、中央大学へ提出しました。

広報委員会委員長　　矢部　耕三
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当該提言書とその後の経緯については中大法曹
会ウェブサイトに掲載いたしましたので、是非
ご覧ください。

（3）�　「中大法曹ニュース」と「中大法曹」の発刊は、
主として会員の皆様の中大法曹会との関わりを
高めることを目的とした情報発信活動ですが、
中大法曹会ウェブサイトは、一般の方々も閲覧
することができるため、中央大学や中大法曹会
の活動に興味を持たれる方々（現役学生やご両
親、中大受験を考えられている中高生やそのご
家族など）にも中大法曹会を知って頂く役割を果
たしています。そこで、当会総会、他士業団体
との交流会等の行事が開催される都度、その様
子を掲載して、コンテンツ更新の頻度を上げる
ように努めております。

5. 終わりに

広報委員長を拝命してから気が付けば任期の二年
が早くも終わろうとしています。鈴木会長、平賀事
務局長、髙木事務局次長をはじめ皆様の多大なご協
力のお蔭を持ちまして、何とか無事職責を全うする
ことができたように思います。
「中大法曹ニュース」と「中大法曹」においては、
変化著しい近年の法律実務の中で、その最前線にお
られる中堅・若手会員の活動・業務や、多様な地域
と専門業務に精励されている方々の経験に加えて、
法曹ではない中大法学部出身の方のお話もご紹介す
ることで、「開かれた中大法曹会」の読み物となる
ことを目指してみましたがいかがでしたでしょうか。
広報委員会の今後の活動をより充実させるべく、
会員の皆様にはご遠慮なく様々なご意見、ご指摘を
広報委員各位まで頂戴できますと有難く存じます。
引き続き宜しくお願い申し上げます。
� 以上
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交流委員会活動報告

当委員会は，中央大学の他士業団体等との勉強会
や懇親会を開催することによって，研鑽を積みなが
ら業務を拡大し，また，人脈を形成することを目的
としています。
新型インフルエンザウイルスの感染拡大により，

令和２年度と令和３年度は交流会を開催できません
でしたが，令和４年度は，行政書士白門会，不動産
建設白門会及び社会保険労務士白門会とそれぞれ交
流会を開催しました。また，本稿執筆時点では未開
催ですが，公認会計士白門会との交流会も予定して
います。

・�令和４年３月３１日　行政書士白門会 
名刺交換を兼ねた懇親を主眼とし，各テーブルご
とに話題の合ったテーマでのグループディスカッショ
ンを行いました。会場は，行政書士白門会からご
紹介いただいた，ベトナム料理店「ハノイのホイ
さん」であり，普段それほど食する機会のないベ
トナム料理は，大変おいしく，懇親会にふさわし
い場所となりました。�
グループディスカッションのテーマは，ウクライナ
からの避難民と難民認定や難民行政といった問題
から農地転用といった話まで幅広く，興味深い交
流会となりました。

・�令和４年８月２日　不動産建設白門会 
自己紹介と懇親会を行いました。�
不動産建設白門会は，不動産業や不動産関連業に
携わっている中央大学卒業生で構成されています。
そのため，不動産業者や建設業者のみならず，解
体業、引越業、内装業、保険業、用地仕入れ、弁
護士や税理士、不動産鑑定士，宅建士や不動産仲
介業者等，非常に多くの業種の方が所属されてい
ます。おかげで，自己紹介と懇親会を開催するこ
とで，非常に広い範囲の人間関係ができました。�
また，不動産建設白門会の会員同士で取引が成立
した場合，一定割合を不動産建設白門会に寄付す
る仕組みは，法曹界としても参考になると思われ
ました。

・�令和４年１１月９日　社会保険労務士白門会 
講演会と懇親会を行いました。�
講演会では，社会保険労務士・生方隆先生から、
「育児・介護休業の実務～労務の現場から～」と題
し、令和4年4月から順次施行されている育児休
暇と介護休暇についてご講義いただきました。従
業員から育児休暇と介護休暇の申請があったとき
に，会社においてどのような対応が必要となるの
か，紛争になる前の人事労務状況について最新の
知見を得ることができました。�
当会からは、山口純子先生により、「コロナ禍の
労務に関する法律相談～解雇を中心に～」と題し、
コロナ禍により売上げ及び利益が減少した会社に
よる解雇事例を中心にご講義いただきました。売
上げが激減した会社であっても，解雇回避努力の
重要性がよく分かり，また，先の生方先生の講演
を思い出し，紛争発生前の手続きを履践する重要
性も改めて実感できました。�
懇親会では，ヒルトップのどのお店によくいたの
か，多摩動物公園の思い出，モノレールの有無等，
大学時代を思い出せる楽しい会合となりました。

・�令和５年１月２３日　公認会計士白門会（予定） 
研修会と懇親会を行う予定です。研修会は，弥永
真生先生により，『「一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準」と「一般に公正妥当と認められ
る企業会計の慣行」』というテーマで講演をしてい
ただく予定です。公認会計士は，直前3事業年度
で合計120単位以上の、当該事業年度において20
単位以上の研修を履修すること等が義務付けられ
ています。弁護士よりも相当多くの研修を義務付
けられていることは，見習うべきことと感じられ
ます。

交流委員会委員長　　松田　啓
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法職教育検討委員会活動報告

法職教育検討委員会の令和３・４年度の委員長を
拝命しました東京弁護士会所属の小峯健介（５７期）
です。日頃から大変お世話になっている森田憲右先
生からお声がけをいただき、僭越ながら委員長職を
拝命することとなりました。

1.法曹養成に寄与する活動の検討

当委員会では、鈴木雅芳会長からの「中央大学法
曹会が、中央大学法学部・法科大学院と連携して、
法曹養成に寄与する具体的な方策を、大学問題委員
会とともに企画、立案、提言されたい。」との諮問
を受け、大学問題委員会（根岸清一委員長）との合
同開催（Zoom）にて、中大法曹会が法曹養成のため
にどのような活動を行うことができるのか等につい
て検討を行いました。この点につきましては、池内
稚利先生の別稿をご参照いただけますと幸いです。

2. 法廷傍聴会

当委員会では、令和４年１１月２日に中大法学部
の学生を対象とした法廷傍聴会を開催いたしました。
法学部事務室と連携して毎年この時期に開催してい
る恒例の企画でしたが、コロナ禍の影響により令和
２年、３年は開催が見送られたため、３年ぶりの開
催となりました。
私は、学生等にお話をすることが大好きなことか

ら裁判傍聴の引率が大好きであり、これまでも、東
京弁護士会の委員会活動等として裁判傍聴の引率を
多数担当させていただき、中大法曹会主催の裁判傍
聴会にも複数回参加させていただいておりましたの
で、今回、３年ぶりの開催を大変嬉しく感じており
ました。
当日は、山本高興先生、小川ゆり香先生、川口真

輝先生、小峯の４名で引率を担当し、法学部事務室
ご担当者様２名と学生１７名（女性１５名、男性２
名）が参加されました。
参加された学生との質疑応答等を通じて、真面目

で意欲的な学生の熱意を感じ、大きな刺激を得るこ
とができました。私が中大に入学したのは平成１１

年４月のことですので、今回参加された学生とは
２０年前後学年が離れているということになります
が、中大卒の一先輩として、未来ある若い学生に対
して法曹の姿の一端をお見せすることができたので
はないかと感じております。
コロナ禍の影響のため、法学部事務室からの要請

により昼食（お弁当）の提供を中止せざるを得なかっ
たこと、弁護士会館内の会議室の確保が従前にも増
してより一層困難になったこと等の課題もありまし
たが、参加された学生から寄せられた感想は大変好
評であり、コロナ禍でも開催をした意義は大きかっ
たと実感しております。
法学部事務室からの情報によれば、参加希望者が

募集定員を大きく上回ったために多くの方にお断り
せざるを得なかったとのことですが、意欲ある若い
学生の参加希望に応えられないのは大変もったいな
いことだと思いますので、次年度以降は、開催規模
をより拡大して、より多くの学生に参加いただける
機会を提供することが必要ではないかと感じました。
新設される茗荷谷キャンパスに法学部移転後は、霞
が関の東京地裁本庁とは地下鉄丸ノ内線を利用して
一本で移動が可能となりますので、たとえば、一つ
の案として、傍聴後の質疑応答は同キャンパスを利
用するなどの工夫があってもよいのではないかと思
います。

3. 雑感

コロナ禍ゆえに委員会は全面Zoom開催であった
ため、移動時間が節約できる等から便利である反面、
どうしても議論に制約があったようにも感じており
ます。次年度以降は、リアルに会議を開催できる日
が訪れることを強く祈念しております。

最後に、当委員会の活動を陰に陽に支えていただ
きました多くの関係者の皆様、とりわけ、裏方で各
種事務作業等の負担を担っていただきました担当事
務局次長の山本高興先生には、この場をお借りして
深く感謝申し上げます。

法職教育検討委員会委員長　　小峯　健介
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令和4（2022）年度　法曹会賞学生支援活動

この度は、法曹会賞という名誉ある賞をいただき、誠にありがとうございました。このような賞を頂けましたのは、
中央大学や法曹会、炎の塔の先輩方のお力添えのおかげです。
私は、高校生の頃から、法律や政治に興味があり、法学部に進学することは決めていました。中央大学法学部を選んだのは、

浪人した際に通っていた予備校に中央大学の職員の方が来て、伝統ある法学部の強みを説明してくださったのがきっかけ
です。その際、炎の塔の存在を知って、法曹になれる道筋が見えた気がしたので、中央大学に入って司法試験にチャレ
ンジしてみたいと思うようになりました。実際に入学してみても、恵まれた環境で、大学在学中の司法試験合格を果た
すことができたので、説明を受けた法学部の強みは本当だったと実感しております。中央大学に入学していなければ司
法試験を目指すことはなかったですし、仮に目指していたとしても今のような結果を残すことはできなかったと思います。
中央大学に進学できたことは、私の人生の大きなターニングポイントでした。
合格した今では、自分に何ができるかを考える日々です。現在は、大学が司法試験の勉強をサポートするために運営

している法職事務室で、専任指導員として後輩の受験指導をしています。先輩から受けた恩を後輩に返していくという、
中央大学の伝統を次の世代に繋げていく所存です。
指導にあたっては、自分の合格のための勉強以上に準備する必要があり、日々の勉強の継続が必要になります。勉強

の継続は、指導だけでなく、実務に出てからも必要になると伺っております。中央大学で身に着けた「勉強する力」は、
これからも大切にしていきます。
自身の進路としては、現在、司法修習に参加しております。修習では、刺激的な日々を過ごしており、これまでの勉

強が実務に繋がってきている感覚をひしひしと感じております。
修習後は、実務家として社会に貢献することが、翻って中央大学の発展に資すると考えております。学部・法科大学

院の移転という大きな節目をむかえるのが今の中央大学です。自分に何ができるのか、一生の課題として考えていきます。
最後になりますが、改めて、このような賞をいただき、誠にありがとうございました。今後とも、ご指導ご鞭撻のほ

どよろしくお願いいたします。

法曹会賞受賞に際して
市野　陽己

中央大学法曹会賞は，中央大学法曹会HP（http://
chuo-u-hoso.org/）の「中央大学法曹会会則」の中の「中
央大学法曹会賞授与に関する内規」にあるとおり「一
世紀を超える母校の歴史と伝統を受継ぎ，これに続こ
うとする後輩の直向きな研鑽の足跡を讃え，母校の新
たなる発展を願い」創設されたもので，「学業成績優
秀または文化活動に顕著な功績を上げた卒業生」に対
して授与するものです。賞状に副賞（金5万円）が添え
られます。
現在行われている実際の選考は，対象が法科大学院で

はなく法学部等学部の卒業生で，在学中に司法試験に
合格した者です。受賞者には，賞が単に早期合格を称
えるのみではなく，後輩への指導助言等法曹会活動へ
の協力を通して母校の発展に寄与することを願って与
えるものであることを良く理解してもらうこととして
おります。
� （編集部）

中央大学法曹会賞について
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この度は、法曹会賞を受賞することができ、大変光栄に思います。私が司法試験に合格できたのは、炎の塔での先輩
方のお力添えや素晴らしい学習環境のおかげです。
私が弁護士を目指したのは、高校３年生のときです。家族が仕事で過労を強いられるなどの労働トラブルに巻き込ま

れてしまったとき、弁護士の先生に助けていただいたことをきっかけとして、私も将来、困った方々の人生を助けられる
人になりたいと思うようになりました。
司法試験に向けた勉強は、高校３年生のときから始めましたが、その当時は周りに法曹の方も、法曹志望の友人もおらず、

勉強法や法律についてもわからないことがたくさんありました。
ですが、中央大学に入学し、正法会研究室に入室することができ、素晴らしい先輩方や友人と出会うことができまし

た。研究室には、いつでも質問や相談ができる学習環境があり、わからないことがあったときや行き詰まった時はいつ
も研究室の仲間に助けてもらいました。特に、先輩方は皆様後輩思いで、時に何時間もかけて親身になって私の相談に乗っ
てくださいました。私は、そのような優しく、優秀な先輩方にご指導いただいたからこそ、在学中に司法試験に合格す
ることができました。
司法試験の受験を終えてからは、研究室の同期や後輩から試験対策について質問や相談を受けることがあり、少しで

も力になれたのであれば嬉しいですが、今後は試験対策だけでなく、進路や仕事の相談でも力になれるよう、自分自身
も成長していきたいです。そして、大学を卒業して以降も、自分が受けた恩恵以上に、これから法曹を目指す方々の力
になれるよう努力して参ります。
私は、今年から司法修習に参加します。今後は、司法試験の勉強とは異なり、実際の事件と向き合うことになるため、

初めてのことばかりでこれまで以上に勉強が必要になりますが、実務家の方々から多くを学び、修習を終える頃には大
きく成長できるよう、一日一日を大切に過ごしていきたいです。また、将来、様々な分野の事件を扱える弁護士になれ
るよう、今のうちから法律以外の分野にも積極的に興味をもち、教養を深めていきたいです。
改めまして、このような名誉ある賞をいただき、誠にありがとうございます。これからも、この賞に恥じぬよう精進

して参ります。

法曹会賞を受賞して
貝羽　莉緒
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この度，法曹会賞という名誉ある賞を受賞することができ，大変嬉しく思います。中央大学法曹界の皆様には深く感
謝申し上げます。
私が法曹の道を志したきっかけは、高校２年生時に、日弁連主宰の高校生模擬裁判選手権において東京地裁の法廷で

被告人質問をしたことにあります。支援弁護士の先生方のご指導の下、用意した原稿を読むのではなく、その場で被告
人との会話を成立させてこそ輝けるとの考えに至り、原稿を持たずして挑戦しました。初めての法廷で、必死になりな
がらも、大きなストーリーを描きながら被告人に質問し、現場で論理を組み立てることができ、結果としては評価して
いただいて、審査員特別賞を受賞することができました。私は、その時の達成感に満ちた法廷の景色が忘れられず、加
えて法的観点で考えてストーリーを組み立てていく、この法曹の世界それ自体に魅力を感じ、この世界を目指すことを
決意しました。
そして伝統ある中央大学法学部で、この夢を現実にするべく一直線に法律学に励み、在学中に司法試験に合格致しました。

中央大学で学び重ねたものが、法曹の世界に挑んでいく自分の糧となることでしょう。
憧れであった法曹の世界まで、後もう一歩まで迫り、達成感を感じる気持ちはあります。その一方で、この大学生活

を通して、社会について知り、４年前の自分には見えていなかった新たな世界が見えてきました。現在、既に新しい挑
戦をしているのですが、今後も常に挑戦し、努力し続けて参ります。
この度は、誠に有り難うございました。

法曹会賞受賞に際して
竹村　玲

この度は、法曹会賞という大変名誉な賞をいただき、ありがとうございます。このように表彰をしていただけることを、
光栄に思うともに、今後も表彰にふさわしい学生であるように日々努力していきたいと思っております。
私は中央大学に入学する以前より、法曹への道を志しており、大学に入学後は学研連の正法会研究室に入室し、司法

試験に向けて勉強を続けておりました。試験に向けての勉強は、長い登山のように一歩一歩が険しく大変なものでしたが、
日々の積み重ねを続けていけばいつか結果が出ると信じて努力を続けてきました。その努力が報われて、この度司法試
験に合格することができたことは非常に嬉しく思っております。
私が、司法試験や法科大学院入試、予備試験などに向けて勉強されている後輩の皆さんにお伝えしたいことは、自分

自身の可能性を信じて最後まで走り抜いていただきたいということです。受験生の立場からみると、試験に合格した人
はどこか遠い存在のように見えてしまうことがあると思います。私自身も、試験に向けて勉強している時は、試験に合
格した先輩をどこか別世界の人のように感じ、自分がその立場になることは全く想像できませんでした。そのため、今
勉強されている皆さんも、自分自身の可能性と、今まで積み上げてきたものを信じて、試験までやり抜いていただきた
いと思います。その努力はいつか必ず結果として現れると思います。
私は将来弁護士を志望しており、まだ具体的にどのような分野を専門とする弁護士になるかは決まっていませんが、

社会にとって役立ち、大きな役割を果たせるような仕事につきたいと考えております。
私は卒業までまだ時間があるので、その間には色々な授業を取ったり、様々な活動に参加したりして、残りの学生生

活を有意義に過ごしたいと考えております。また、自分のこれまでの経験や知識を使って、後輩の皆さんのお役に立て
ることがあれば、様々な形で貢献していきたいと思っております。
最後になりますが、改めてこのような賞をいただいたことに感謝するとともに、今後も中央大学の発展に寄与できるよう、

努力していきたいと思います。

法曹会賞の受賞に際して
吉田　有輝
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中央大学法曹会　執行部名簿（令和3年・4年度）

中央大学法曹会　役員名簿（令和3年・4年度）

1． 顧問
東京弁護士会 （6名） 

大 高 満 範 大 谷 隼 夫 才 口 千 晴 坂 巻 國 男 深 澤 武 久
藤 井 光 春

第一東京弁護士会　（6名）
川 村 延 彦 神 　 洋 明 奈 良 道 博 林 　 勘 市 横 溝 髙 至
若 江 健 雄

第二東京弁護士会（4名）
小 野 道 久 鈴 木 　 誠 千 葉 昭 雄 山 﨑 司 平

2． 幹事（○は常任幹事）
東京弁護士会（212名　うち常任幹事26名）

相 澤 和 義 藍 澤 幸 弘 我 妻 真 典 阿 南 三 千 子 阿 部 　 鋼
阿 部 正 博 雨 宮 眞 也 荒 井 清 壽 荒 井 洋 一 有 馬 幸 夫
安 藤 良 一 伊 井 和 彦 飯 塚 　 孝 飯 塚 卓 也 ○ 飯 沼 　 允
五 十 嵐 二 葉 石 井 芳 光 石 川 秀 樹 ○ 石 田 　 茂 石 葉 泰 久

○ 石 灰 正 幸 石 橋 克 郎 ○ 石 渡 光 一 伊 藤 茂 昭 伊 藤 孝 雄
伊 藤 ま ゆ ○ 稲 田 　 寛 井 上 章 夫 井 上 勝 義 井 上 　 聡
岩 井 重 一 上 野 廣 元 植 松 　 功 宇 佐 見 方 宏 宇 田 川 濱 江
内 野 経 一 郎 内 丸 義 昭 海 野 秀 樹 榎 本 峰 夫 海 老 原 覚
大 澤 一 正 ○ 大 澤 成 美 ○ 太 田 治 夫 太 田 秀 夫 大 西 　 清
大 森 八 十 香 大 山 雄 健 岡 内 真 哉 小 川 信 明 奥 野 善 彦
小 名 　 弦 小 名 雄 一 郎 小 山 田 辰 男 海 法 幸 平 笠 原 克 美
柏 谷 秀 男 春 日 　 寛 片 岡 義 広 勝 野 義 孝 河 東 宗 文
金 井 孝 雄 菅 　 重 夫 岸 本 有 巨 北 村 一 夫 木 下 健 治
木 村 晋 介 ○ 木 村 英 明 木 村 美 隆 久 木 野 利 光 草 川 　 健
楠 本 博 志 楠 本 雅 之 ○ 國 井 友 和 國 吉 克 典 久 保 英 幸
倉 田 大 介 黒 岩 哲 彦 黒 須 雅 博 厚 井 乃 武 夫 古 賀 政 治

○ 小 関 勇 二 小 林 明 彦 小 林 　 力 ○ 小 林 信 明 小 林 秀 正
小 林 元 治 小 林 喜 浩 古 笛 恵 子 ○ 小 峯 健 介 小 山 　 勲
佐 々 木 敏 行 笹 浪 雅 義 笹 原 信 輔 佐 瀬 正 俊 佐 藤 　 勝
佐 藤 正 八 佐 藤 隆 男 佐 藤 眞 喜 夫 佐 藤 雅 彦 佐 藤 む つ み
志 賀 剛 一 志 澤 　 徹 篠 原 煜 夫 島 田 修 一 清 水 紀 代 志

○ 白 井 正 明 ○ 水 津 正 臣 菅 沼 　 真 菅 野 谷 信 宏 鈴 木 修 司
鈴 木 正 貢 ○ 鈴 木 康 洋 ○ 瀨 川 　 徹 関 口 徳 雄 関 口 　 博

会 長 鈴 木 雅 芳 （第二東京）
副 会 長 伯 母 治 之 （ 東 京 ）
副 会 長 吉 岡 　 毅 （第一東京）
副 会 長 小 笹 勝 章 （第二東京）
副 会 長 櫻 井 俊 宏 （法科大学院・第二東京）
副 会 長 塩 路 広 海 （ 大 阪 ）
副 会 長 伊 達 健 太 郎 （ 九 州 ）
副 会 長 三 角 比 呂 　　（ 裁 判 所 ）
副 会 長 小 橋 常 和 （ 検 察 庁 ）
事 務 局 長 平 賀 　 修 （第二東京）

事務局次長 桑 畑 　 徹 （ 東 京 ）
事務局次長 三 浦 太 郎 （ 東 京 ）
事務局次長 木 谷 太 郎 （第一東京）
事務局次長 小 川 ゆ り 香 （第二東京）
事務局次長 髙 木 　 薫 （第二東京）
事務局次長 竹 下 慎 一 （第二東京）
事務局次長 野 中 英 匡 （第二東京）
事務局次長 山 本 高 興 （第二東京）
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関 本 隆 史 曽 田 多 賀 園 田 峯 生 高 石 昌 子 髙 木 國 雄
髙 﨑 一 夫 髙 栁 一 誠 竹 内 義 則 竹 原 孝 雄 田 﨑 信 幸
田 堰 良 三 ○ 田 中 紘 三 田 中 敏 夫 田 中 英 雄 千 葉 宗 武
塚 越 　 豊 堤 健 太 郎 堤 　 淳 一 津 村 政 男 寺 井 一 弘
寺 口 真 夫 寺 村 温 雄 登 坂 真 人 富 澤 章 司 ○ 内 藤 貴 昭
長 井 導 夫 中 島 義 勝 中 陳 秀 夫 ○ 中 根 茂 夫 中 野 博 保
永 松 榮 司 中 村 浩 紹 中 村 治 郎 中 村 生 秀 中 村 博 明

○ 中 村 　 博 中 村 茂 八 郎 中 村 裕 二 中 村 玲 子 中 山 忠 男
西 込 明 彦 西 林 経 博 ○ 西 原 正 騎 二 瓶 和 敏 橋 本 幸 一
長 谷 川 武 弘 八 戸 孝 彦 服 部 邦 彦 羽 成 　 守 馬 場 栄 次
林 　 史 雄 平 野 　 大 平 野 雅 幸 廣 瀬 正 司 ○ 福 家 辰 夫
藤 井 眞 人 藤 村 義 徳 藤 原 　 力 船 戸 　 実 堀 　 岩 夫
堀 合 辰 夫 牧 野 英 之 松 崎 勝 一 松 村 卓 治 松 山 憲 秀
圓 山 　 司 ○ 水 庫 正 裕 溝 口 敬 人 宮 口 裕 幸 三 羽 正 人
村 上 昭 夫 村 上 　 徹 村 田 　 裕 村 田 　 豊 村 田 由 美 子
本 島 　 信 森 　 公 任 ○ 森 徹 ○ 森 田 憲 右 森 田 太 三
安 田 隆 彦 矢 田 英 一 郎 矢 吹 　 誠 ○ 山 岸 憲 司 山 崎 　 哲
山 田 八 千 子 山 地 義 之 山 中 尚 邦 山 本 昌 平 山 本 剛 嗣
湯 川 　 將 好 川 弘 之 吉 澤 敬 夫 吉 田 幸 一 郎 吉 野 　 徹
吉 原 大 吉 脇 田 輝 次

第一東京弁護士会（98名　うち常任幹事22名）
青 木 一 男 赤 井 文 彌 ○ 秋 定 和 宏 ○ 浅 野 貴 志 新 谷 謙 一
安 西 　 愈 飯 田 数 美 ○ 碇 由 利 絵 ○ 池 内 稚 利 石 田 裕 久
伊 集 院 剛 井 戸 充 浩 岩 田 　 豊 岩 知 道 真 吾 大 川 隆 之
大 崎 康 博 ○ 大 山 圭 介 岡 本 政 明 小 口 隆 夫 落 合 長 治
片 桐 　 武 ○ 金 澤 賢 一 金 澤 　 均 金 崎 　 淳 川 﨑 直 人

○ 川 添 　 丈 川 原 史 郎 木 谷 太 郎 木 谷 嘉 靖 木 ノ 元 直 樹
窪 木 登 志 子 熊 谷 明 彦 神 部 範 生 後 藤 仁 哉 小 林 美 智 子
五 来 久 美 子 近 藤 直 子 斎 藤 祐 一 酒 井 憲 郎 澤 木 謙 太 郎
篠 原 由 宏 ○ 島 田 一 彦 ○ 嶋 田 貴 文 清 水 保 晴 下 山 田 聰 明
末 岡 雄 介 ○ 鈴 江 辰 男 ○ 鈴 木 和 憲 鈴 木 喜 久 子 鈴 木 秀 一
竹 川 忠 芳 ○ 田 中 　 茂 田 中 太 陽 綱 取 孝 治 寺 島 　 哲

○ 寺 本 吉 男 遠 山 信 一 郎 ○ 中 井 　 淳 中 川 浩 輔 中 野 比 登 志
中 野 正 人 中 村 忠 司 西 坂 　 信 丹 羽 健 介 橋 本 　 祥
樋 口 　 收 平 手 啓 一 福 田 純 一 福 吉 　 實 藤 本 英 介
藤 原 朋 奈 細 田 良 一 ○ 松 尾 紀 良 村 下 憲 司 ○ 元 木 　 徹
森 　 哲 也 守 屋 文 雄 ○ 八 木 清 文 保 田 真 紀 子 ○ 柳 澤 崇 仁
柳 田 康 男 矢 野 　 篤 ○ 矢 部 耕 三 山 岸 久 晃 山 口 純 子
山 崎 健 介 山 崎 源 三 山 本 孝 宏 山 本 隆 幸 山 本 卓 也
山 本 昌 彦 ○ 吉 岡 　 毅 吉 川 壽 純 芳 仲 美 惠 子 葭 葉 昌 司

○ 葭 葉 裕 子 依 田 公 一 ○ 渡 辺 一 成

第二東京弁護士会（152名　うち常任幹事24名）
相 原 英 俊 青 木 二 郎 朝 倉 淳 也 渥 美 央 二 郎 阿 部 一 夫
新 井 嘉 昭 池 田 眞 一 郎 石 川 幸 吉 石 川 　 宏 石 黒 　 康

○ 市 毛 由 美 子 一 瀬 晴 雄 ○ 井 手 大 作 伊 藤 圭 一 ○ 井 奈 波 朋 子
猪 山 雄 央 井 堀 　 哲 今 中 美 耶 子 今 村 健 志 ○ 岩 崎 政 孝
岩 本 公 雄 上 野 　 操 上 原 康 弘 梅 津 大 樹 大 川 原 栄
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大 澤 美 穂 子 大 場 寿 人 大 本 康 志 岡 本 敬 一 郎 ○ 小 川 恵 司
○ 小 川 ゆ り 香 奥 野 大 作 尾 﨑 　 毅 ○ 小 笹 勝 章 小 野 征 彦
笠 井 直 人 鍛 治 美 奈 登 加 戸 茂 樹 門 屋 征 郎 鎌 田 正 聰

○ 亀 井 真 紀 ○ 嘉 本 益 巳 菊 地 幸 夫 北 村 晋 治 木 村 武 夫
清 塚 勝 久 切 貫 総 子 釘 澤 知 雄 栗 林 武 史 河 野 　 浩
小 海 正 勝 小 林 幸 夫 小 松 淳 一 近 藤 　 弘 齋 喜 　 要

○ 坂 井 雄 介 坂 本 行 弘 ○ 櫻 井 俊 宏 櫻 井 光 政 笹 瀬 健 児
佐 藤 　 優 佐 藤 郁 美 宍 戸 金 二 郎 嶋 田 雅 弘 清 水 洋 二
杉 井 静 子 鈴 木 　 周 ○ 鈴 木 雅 芳 成 　 豪 哲 ○ 髙 木 　 薫
滝 田 　 裕 竹 上 英 夫 ○ 竹 下 慎 一 田 代 則 春 田 代 浩 誠
田 瀬 英 敏 多 田 　 武 伊 達 俊 二 田 中 　 宏 田 中 雅 大
田 中 美 登 里 谷 　 直 樹 田 宮 武 文 辻 居 幸 一 土 井 　 隆
戸 谷 雅 美 栃 木 敏 明 戸 張 正 子 鳥 飼 重 和 中 所 克 博
中 城 由 貴 中 村 鐵 五 郎 中 森 麻 由 子 中 吉 章 一 郎 柳 楽 晃 秀
棗 　 一 郎 ○ 行 方 美 彦 奈 良 ル ネ 西 浦 善 彦 ○ 西 本 邦 男
額 田 み さ 子 額 田 洋 一 ○ 根 岸 清 一 野 田 　 学 ○ 野 中 英 匡
羽 尾 芳 樹 長 谷 見 峻 一 林 　 信 行 原 誠 播 磨 源 二

○ 平 賀 　 修 藤 井 　 篤 藤 井 直 孝 藤 原 真 由 美 舟 木 　 健
古 屋 亀 鶴 古 屋 有 実 子 洞 澤 美 佳 堀 内 幸 夫 槙 枝 一 臣
増 田 径 子 松 井 る り 子 ○ 松 田 　 啓 松 田 政 行 松 林 　 司
松 本 公 介 丸 山 輝 久 三 木 　 茂 水 口 洋 介 宮 村 啓 太
宮 山 雅 行 村 重 慶 一 室 谷 和 宏 森 　 誠 一 安 井 桂 之 介
柳 澤 　 泰 山 内 久 光 山 岡 義 明 山 川 典 孝 山 下 清 兵 衛
山 田 明 文 山 田 忠 男 ○ 山 田 　 瞳 ○ 山 本 純 一 ○ 山 本 高 興
雪 下 伸 松 ○ 横 井 弘 明 吉 岡 讓 治 吉 田 榮 士 吉 野 純 一 郎
萬 　 幸 男 脇 坂 治 國

中央大学法曹会各種委員会名簿（令和3・4年度）

1．人事委員会
委 員 長 （ 一 弁 ）若 江 健 雄
委 　 員 （ 東 弁 ）石 渡 光 一 大 高 満 範 大 谷 隼 夫 厚 井 乃 武 夫 坂 巻 國 男

瀨 川 　 徹
（ 一 弁 ）奈 良 道 博 横 溝 髙 至
（ 二 弁 ）根 岸 清 一 松 田 　 啓 山 﨑 司 平

2．広報委員会
委 員 長 （ 一 弁 ）矢 部 耕 三
委 　 員 （ 東 弁 ）國 井 友 和 小 峯 健 介 圓 山 　 司 牧 野 英 之 好 川 弘 之

（ 一 弁 ）浅 野 貴 志 碇 由 利 絵 大 山 圭 介 川 﨑 直 人 田 中 太 陽
（ 二 弁 ）奥 野 大 作 尾 﨑 　 毅 平 賀 　 修 横 井 弘 明

3．会則検討委員会
委 員 長 （ 東 弁 ）石 田 　 茂
委 　 員 （ 東 弁 ）太 田 治 夫 水 津 正 臣

⒊　会計監事
田 中 康 一 （ 東 京 ）
熊 谷 裕 平 （第一東京）
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（ 一 弁 ）金 澤 賢 一 八 木 清 文 元 木 　 徹
（ 二 弁 ）河 野 　 浩 戸 張 正 子 根 岸 清 一 藤 井 直 孝

4．法職教育検討委員会
委 員 長 （ 東 弁 ）小 峯 健 介
委 　 員 （ 東 弁 ）厚 井 乃 武 夫 寺 村 温 雄 安 田 隆 彦 山 本 昌 平 湯 川 　 將

（ 一 弁 ）熊 谷 明 彦 清 水 保 晴 福 田 純 一 中 井 　 淳
（ 二 弁 ）伊 達 俊 二 田 中 　 宏 松 田 　 啓 山 川 典 孝

5．大学問題委員会
委 員 長 （ 二 弁 ）根 岸 清 一
委 　 員 （ 東 弁 ）石 田 　 茂 稲 田 　 寛 太 田 治 夫 大 高 満 範 坂 巻 國 男

鈴 木 康 洋 瀨 川 　 徹 田 中 紘 三 中 島 義 勝 福 家 辰 夫
藤 原 　 力 堀 合 辰 夫 山 岸 憲 司 石 渡 光 一

（ 一 弁 ）秋 定 和 宏 島 田 一 彦 寺 本 吉 男 丹 羽 健 介 林 　 勘 市
元 木 　 徹 横 溝 髙 至 矢 部 耕 三 山 崎 健 介 若 江 健 雄

（ 二 弁 ）今 村 健 志 嘉 本 益 巳 伊 達 俊 二 田 中 　 宏 土 井 　 隆
行 方 美 彦 山 﨑 司 平 横 井 弘 明

6．機構改革実行特別委員会
委 員 長 （ 二 弁 ）横 井 弘 明
委 　 員 （ 東 弁 ）伊 藤 茂 昭 伯 母 治 之 太 田 治 夫 小 林 元 治 鈴 木 康 洋

高 石 昌 子 髙 栁 一 誠 富 澤 章 司 中 村 　 博 宮 﨑 敦 彦
森 　 　 徹 小 関 勇 二

（ 一 弁 ）金 澤 賢 一 寺 本 吉 男 樋 口 　 收
（ 二 弁 ）小 川 恵 司 嘉 本 益 巳 亀 井 真 紀

7．募金実行委員会
委 員 長 （ 一 弁 ）林 　 勘 市
委 　 員 （ 東 弁 ）坂 巻 國 男 大 谷 隼 夫

（ 一 弁 ）横 溝 髙 至 若 江 健 雄
（ 二 弁 ）山 﨑 司 平 根 岸 清 一 行 方 美 彦

8．進路指導対策委員会
休 　 会

9．交流委員会
委 員 長 （ 二 弁 ）松 田 　 啓
委 　 員 （ 東 弁 ）相 澤 和 義 石 渡 光 一 坂 巻 國 男 鈴 木 康 洋 内 藤 貴 昭

小 峯 健 介
（ 一 弁 ）川 添 　 丈 鈴 木 和 憲 横 溝 髙 至 芳 仲 美 惠 子 渡 辺 一 成
（ 二 弁 ）小 川 恵 司 成 　 豪 哲 根 岸 清 一 山 﨑 司 平

10．若手会員活動委員会
委 員 長 （ 一 弁 ）池 内 稚 利
委 　 員 （ 東 弁 ）飯 塚 卓 也 藍 澤 幸 弘 岡 内 真 哉 小 林 　 力 藤 原 　 力

宮 口 裕 幸
（ 一 弁 ）秋 定 和 宏 伊 集 院 剛 井 戸 充 浩 大 山 圭 介 末 岡 雄 介

柳 田 康 男 山 岸 久 晃
（ 二 弁 ）小 松 淳 一 田 瀬 英 敏 田 中 雅 大 舟 木 　 健 根 岸 清 一

11．親睦委員会（準備委員会）
委 員 長 （ 一 弁 ）柳 澤 崇 仁
委 　 員 （ 東 弁 ）阿 久 津 透 池 田 大 介 小 沢 一 仁 川 野 浩 典 水 津 正 臣

中 野 博 和 中 村 　 傑 中 村 　 博 結 城 　 優
（ 一 弁 ）矢 野 　 篤 山 口 純 子 澤 木 謙 太 郎
（ 二 弁 ）安 本 　 樹
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中 大 法 曹

　漸く「中大法曹」第31号を皆様にお届けすることができることとなりました。年末年始のご多
忙の折にも拘わらずご執筆頂きました先生方には、改めてこの場を借りまして深く御礼申し上げ
ます。
　コロナ禍も未だ続いていますが、行動制限撤廃や感染症としての類別変更の決定も行われてお
り、少しホッとする日々も戻りつつあります。
　さて、コロナ禍後の動きが加速していく社会の中で、本誌においても新しい試みに挑戦しなが
ら、法曹として様々な可能性を追求してこられたベテランの先生方のお話だけでなく、中堅・若
手として今発展中の皆さんの経験をご紹介することに努めてみました。
　当誌は中大法曹会の機関誌ではありますが、法曹が社会や世界においてその期待される役割を
果たしていけるのは、法的解決が必要な課題を抱える非法曹の人たちとの交流があるからに他な
りません。そこで、今号では、中大法学部出身ながらマスメディアで活躍されている方とのインタビュー
を新企画第一弾として行ってみました。今後も、このような形での法曹ではないけれども中大法
学部・法科大学院とご縁のある方々のお話を適宜ご紹介していくことができればと考えております。
　大学理事者・教員の皆様からは、法学部の都心回帰をきっかけとする、法―法連携・法とビジ
ネスの連携・文理融合といった、現代社会の変化の中で、中央大学から日本のリーダーとなる人
材を養成していくための体制整備と現状をご説明頂いております。法律実務とビジネスや技術革
新が今まで以上に密接になってきている今日、大先輩の元裁判官お二方のご講演にもあるような
伝統的な法曹精神を育む法廷実務の研鑽においても、世の中の動静を柔軟に理解し、視野を広く
持てる人材を育てていかねばならないことが強く感じられます。
　その意味では、今回貴重なご寄稿を頂いた弁護士の皆様には、大変興味深い多様な法曹の在り
方や実務上の経験をご紹介頂いております。企業内弁護士としての実務、独占禁止法・競争法の
ような専門性・国際性の高い実務、ＡＩ・ＮＦＴ・リーガルテックといったＷｅｂ３．０の世界に
おける新しい法制度や胎動する社会の最先端におけるお話を伺いながら、法曹にとっての躍動す
る未来を感じて頂ければと思います。
　課題ありきを前提に法的結論考えるという作業ばかりでなく、社会にどのような課題があって
法的思考や法的対応が求められるのかということ自体に取り組んで行くのも法曹の仕事であると
思います。当誌自身も、そのコンテンツや編集スタイルにおいて不断の見直しが必要でしょう。
読者の皆様の様々なご意見、ご叱正を賜りながら一層努力してまいりますので、宜しくお願い申
し上げます。
� 矢部耕三

編　集　後　記　
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